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令和２年度行政評価（事務事業評価）結果 

 

 

 

評価対象 
 

〇第五次長野市総合計画前期基本計画の実施計画
書（平成 31 年度版）に記載の主要事業のう
ち、市の裁量がある事務事業を中心とした 
218 事業（平成 31 年度実施内容を評価） 

〇予算編成時の指摘や監査の指摘等を踏まえて選
定する事業等 

長野市行政改革推進審議会 

令和２.７.20 資料４ 

 



施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

1

重
点
ﾃｰﾏ
1

地域お
こし協
力隊事
業

地域活
動支援
課

地域に新たな人材が移り
住むことで､外の目で地域
の課題･資源を発見できた
り､地域行事･活動の新た
な担い手になることによ
り地域の活性化につなげ
る｡

都市地域から過疎地域等
の条件不利地域に住民票
を移動し､生活の拠点を移
したものを､市が｢地域お
こし協力隊｣として委嘱｡
隊員は一定期間､地域に居
住して､地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞや地場
産品の開発･販売･PR等の
地域おこし支援や､農林産
業への従事､住民の生活支
援などの｢地域協力活動｣
を行いながら､その地域へ
の定住･定着を図る｡

協力隊
員を導
入した
中山間
地域の
地区数

地
区

13 8

任期終
了後の
定住す
る地域
おこし
協力隊
員の割
合

% 60 100

2

重
点
ﾃｰﾏ
1

過疎地
域等高
校生通
学費補
助金

地域活
動支援
課

①中山間地域からの多額
な通学費の負担軽減､②中
山間地域への移住定住促
進､地区外への転居者の減
少､③公共交通機関の維持

中山間地域に居住し､通学
ﾊﾞｽ定期券を利用して高等
学校に通学する高校生の
保護者に対して､通学定期
代の一定額を超える額に
対して補助する｡

補助対
象生徒
数(延
べ)

人 40 43

中山間
地域と
市街地
を結ぶ
ﾊﾞｽ路
線数

路
線

6 6

3

重
点
ﾃｰﾏ
2

ながの
ｼﾃｨﾌﾟﾛ
ﾓｰｼｮﾝ
事業

市長公
室秘書
課

市内外の人に本市の魅力
や強みを知ってもらい､本
市への興味や関心､愛着を
持ってもらうことで｢なが
ののﾌｧﾝ｣を獲得し､交流人
口の増加などにより｢にぎ
わいある都市｣の実現を目
指す｡

(1)実施主体 企画政策部
市長公室
(2)対象者 市民及び市外
の方
(3)主要事業
｢ながのｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ取組
指針｣の実施､魅力の掘り
起こし･発信事業の実施､
小学生向けﾘｰﾌﾚｯﾄの制作､
情報発信ｽｷﾙの向上講座開
催､職員等が主体的に取り
組むﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの実施(若手
職員とも協力して取り組
む)

ｼﾃｨﾌﾟﾛ
ﾓｰｼｮﾝ
SNSか
らの
情報発
信回数

回 220 155

地域ﾌﾞ
ﾗﾝﾄﾞ調
査結果
/認知
度･魅
力度･
観光意
欲度

位
50,50

,50
52,80

,60

4

重
点
ﾃｰﾏ
2

移住支
援金

人口増
推進課

東京圏から地方へのUIJﾀｰ
ﾝの促進､中小企業等の担
い手不足の解消及び地域
課題解決型の創業を促進
するため｡

県外から移住し､就業又は
起業した場合に最大100万
円を支給する｡

･東京圏(東京都･埼玉県･
千葉県･神奈川県)から移
住
負担率 国1/2､県1/4､市
1/4
･大都市圏(愛知県･大阪
府)から移住
負担率 県1/2､市1/2

交付件
数 件 18  ‐

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 46

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果
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評価 評価の理由 予算 決算

Ｂ

地域おこし協力隊の導入につ
いては､令和元年度は対象と
している中山間地域全域での
導入は達成できなかったが､
導入を希望する8地区全ての
地域で導入することができ
た｡
隊員の任期終了後の定住率に
ついては､令和元年度の退任
者4人全ての隊員が定住とな
り､全国平均の60%を大きく上
回った｡

現
行
の
ま
ま
継
続

人口減少の著しい中山間地域
は､都市住民を受け入れ､地域
力の維持･強化の促進(地域お
こし)と､定住･定着に資する
取組を実施するなかで､隊員
の斬新な視点や熱意､行動力
が地域住民への刺激となり､
活性化への気運が高まりつつ
あるため｡

68,947 47,299 3 3 4 3 3.25

Ｂ
過度な通学費の負担の軽減に
つながるとともに､ﾊﾞｽ路線の
維持にも貢献している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

令和2年度から対象地域を過
疎地域に限らず中山間地域へ
拡大したため､当分の間､現行
のまま継続し､効果を見極め､
今後の制度のあり方について
検討していく｡

6,400 3,850 3 3 3 3 3 3 3 3.00

Ｂ

台風19号災害に伴い延期又は
中止になったｲﾍﾞﾝﾄや会議等
も多く､SNSによる情報発信回
数が減少したが､10月の災害
発生までの半年間は目標通り
の情報発信が行えた｡市長自
ら広告塔となって本市のｲﾍﾞﾝ
ﾄや施策等をPRするなど話題
性のある情報を積極的に発信
したほか､災害復興支援への
御礼や｢がんばろう!長野｣と
いった趣旨の情報発信も積極
的に行った｡地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ調査
結果の長野市順位において一
部低下が見られるが､指標の
全国平均値が上昇した結果､
相対的に順位を下げたもの思
われる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 将来世代に活力ある地域社
会を引き継ぐことが求められ
ている中､取組指針に基づき､
市民や市外の人に本市の魅力
を認識､体感してもらうとと
もに､魅力の発信･創出に関
わってもらうことで､｢ながの
のﾌｧﾝ｣増加を目指す必要があ
るため｡

10,740 10,123 3 4 4 3 4 3 4 3.57

Ｃ

活動指数の｢補助金の交付件
数｣､成果指標の｢行政支援に
よる移住者数｣いずれも目標
に達していないため､評価は
目標を下回るとしている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

移住･定住相談ﾃﾞｽｸでは直接
の職業紹介ができないが､県
のﾏｯﾁﾝｸﾞｻｲﾄの周知をするこ
とで就業支援のﾂｰﾙとなるこ
とから､本制度の継続は必要
と考える｡

18,000 ‐ 4 3 4 4 3 3.60

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

5

重
点
ﾃｰﾏ
2

Uﾀｰﾝ促
進ｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝ事
業

人口増
推進課

移住(特にUﾀｰﾝ)や定住の
促進により若者の人口減
少に歯止めがかかり､若い
世代が生き活きと働き暮
らし､地域の次代を担う人
材として活躍しているこ
と｡

Uﾀｰﾝに興味関心が無かっ
た東京圏に在住の20~30代
を対象に､Uﾀｰﾝという選択
があることを認知しても
らい､将来的なUﾀｰﾝに繋げ
るため､Uﾀｰﾝ促進ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
を実施
【webｷｬﾝﾍﾟｰﾝ】
学生を対象に､長野で暮ら
し働くことをPR(ｼｺﾞﾄ博学
生編等への誘導)
【街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ】
お盆､年末の帰省ｼｰｽﾞﾝに
長野駅で親子三世代を対
象に長野で実現できるﾗｲﾌ
ｽﾀｲﾙをPR

ｷｬﾝﾍﾟｰ
ﾝでのｱ
ﾌﾟﾛｰﾁ
数
(webｷｬ
ﾝﾍﾟｰﾝ
応募者
数､街
頭ｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝで
のﾘｰﾌ
ﾚｯﾄ配
布者
数)

‐ 2,500 2,645

20~34
歳の社
会増減
数

人
移動
均衡

-101

6

重
点
ﾃｰﾏ
2

連携中
枢都市
圏移住
促進事
業

人口増
推進課

連携中枢都市圏の各市町
村の移住者が増加してい
ること｡

R2年度事業(案)
･移住相談会･ｾﾐﾅｰ開催:4
回(東京)
･関係団体主催の移住交流
ｲﾍﾞﾝﾄ等への共同出展:2回
･移住促進ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成

移住相
談件数
(連携
事業
分)

件 120 50

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 46

7

重
点
ﾃｰﾏ
2

ふるさ
とﾜｰｷﾝ
ｸﾞﾎﾘ
ﾃﾞｰ事
業

人口増
推進課

県外に居住する若者等が
一定期間市内に滞在し､就
労しながら地域住民との
交流や学びの場を通して
本市の地域の魅力を体験
する機会を提供する｡

･受入時期: 夏季(7~9月)･
冬季(12~3月)を中心に､通
年
･就労場所:市内各地に拡
大
･受入期間:おおむね2週間
以上

ふるさ
とﾜｰｷﾝ
ｸﾞﾎﾘ
ﾃﾞｰ受
入数

人 40 42

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 46

8

重
点
ﾃｰﾏ
2

移住促
進住宅
開設事
業

人口増
推進課

本市が持つ魅力をPRする
ことにより､移住者が増加
していること｡

〈移住者用住宅〉
 戸数:10戸(2DK:2､3DK:8)
 賃料:2DK49千円､3DK56千
円
 期間:最長3年
〈移住体験住宅〉
 戸数:2戸(2DK､3DK各1)
 期間:最長7日間/回
    4回までただし､同一
月不可

移住体
験者数
(体験
分+促
進分)

人 70 55

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 46

9

重
点
ﾃｰﾏ
2

移住者
空き家
改修等
補助金

人口増
推進課

空き家の利活用を促進し､
移住者を呼び込むことで
人口減少に歯止めをかけ､
ｺﾐｭﾆﾃｨの維持及び活性化
を図る｡

対象物件:登録空き家
対象者:20歳以上65歳未満
の
    県外からの移住者
    上記へ賃貸する所有
者
補助率･限度額
 空き家改修工事:2/3､50
万円※
 (市街化区域外:100万円)
 家財道具等処分:10/10､
10万円
 ※加算10万円/人･限度30
万円

交付件
数 件 16 8

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 46
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｃ

20~34歳の年齢区分での社会
増減は､数字の増減はあるも
のの社会減の状況が続いてい
る｡
移住を決める要因は人それぞ
れに異なり､様々な条件が絡
むため､単一の施策や短期で
の効果が表れにくく､これま
でUﾀｰﾝに関心のなかった層の
意識の変化には継続的な取組
が必要である｡

見
直
し
て
継
続

｢ｶﾑﾊﾞｯｸtoながの｣の取組を進
め､令和2年の移動均衡を達成
するため､若者への情報発信
を積極的､かつ継続的に進め､
Uﾀｰﾝを意識する層の裾野を広
げる必要がある｡
事業実績の検証のほか､ｼｺﾞﾄ
博や移住相談会と連動した内
容にするなど､事業の見直し
をしながら､進学等で東京圏
へ転出した後の若者に向けた
情報発信を継続する｡

6,631 6,565 4 3 4 4 3 3.60

Ｃ
移住相談件数の達成率41.7%
と比較し､移住者数の達成率
は65.7%にとどまったため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

大都市圏での移住相談会やｾﾐ
ﾅｰの開催､関係団体主催の移
住交流ｲﾍﾞﾝﾄ等への参加など､
各市町村の魅力を､適切な機
会を捉え発信していくととも
に､県･関係団体等と連携しな
がら受け入れ体制を整備･充
実することで移住者･定住者
の増加を目指す必要があるた
め｡

3,790 1,952 4 4 4 4 3 3.80

Ｂ

活動指標の｢ふるさとﾜｰｷﾝｸﾞﾎ
ﾘﾃﾞｰ受入数｣は事業の関心が
年々高まってきており､目標
を達成(申込95名､実績42名)
したが､成果指標の｢行政支援
による移住者数｣は目標に達
していないことから､評価は
概ね目標どおりとしている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ふるさとﾜｰｷﾝｸﾞﾎﾘﾃﾞｰを通じ
て､大都市圏の若者が長野市
を｢第二のふるさと｣感じ､将
来的な移住･定住を期待でき
ることから､継続して事業を
実施する必要がある｡

5,869 4,574 4 4 4 4 3 3.80

Ｃ

移住者用住宅について､令和
元年11月から台風19号の被災
者用住宅として貸出し入居戸
数が少ないが､移住者数の達
成率は65.7%にとどまったた
め｡

見
直
し
て
継
続

移住者用住宅について､一定
戸数を確保しつつ､入居募集
を積極的に展開していく｡一
方､入居後の管理(家賃徴収を
含む)については､市営住宅等
を管理している住宅課等と事
務移管を踏まえて検討する｡

1,788 522 4 4 4 4 3 3.80

Ｃ

活動指標の｢補助金の交付件
数｣は､目標に達していない
が､移住者数の達成率は65.7%
にとどまったため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

相談会や各種補助事業などの
行政支援による移住･定住施
策を積極的に推進し､空き家
の利活用の推進と移住･定住
者増に取り組む必要があるた
め｡

11,600 7,377 4 2 4 4 2 3.20
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

10

重
点
ﾃｰﾏ
2

移住者
起業支
援金

人口増
推進課

移住希望者のﾆｰｽﾞに沿っ
た支援をすることで､移
住･定住の促進を図る｡

改修工事などの施設整備
費､備品購入費､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
作成などの広告宣伝費等､
起業の初期投資費用に対
し､補助金を交付する｡

交付件
数 件 10 4

行政支
援によ
る移住
者数

人 70 46

11

重
点
ﾃｰﾏ
3

戦略ﾏ
ﾈｰｼﾞｬｰ
活用事
業

企画課

付加価値の高い産業の創
造と再構築を行い､経済基
盤を底上げする｡

長野地域の9市町村で形成
する長野地域連携中枢都
市圏における経済基盤の
底上げを目指し､次期長野
地域ｽｸﾗﾑﾋﾞｼﾞｮﾝ策定等に
向けた長期戦略づくりや､
圏域内の産学金と連携し
た取組の企画･調整･実施
等を行う外部高度専門人
材(戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰ4名)を活
用する｡

事業の
着手数 件 - -

事業化
数 件 - -

12

重
点
ﾃｰﾏ
3

やまざ
とﾋﾞｼﾞ
ﾈｽ支援
補助金

地域活
動支援
課

中山間地域ﾋﾞｼﾞﾈｽを展開
することで､雇用の創出､
地域内への経済波及効果､
地域課題の解決等を通じ､
中山間地域の活性化､地域
の起爆剤になることを目
的とする｡

平成30年度分から補助率､
補助上限額等を下記のと
おり見直し
①補助率･金額･･･上限500
万円以内｡補助率1/2以内
②補助対象外経費の拡
大･･･経常的経費(光熱水
費等)､親族雇用経費を対
象外とし､補助金分割を廃
止し単年度とするなど､主
に初期投資に対する補助
とすることで事業者の自
立性を促す方向とした｡

採択事
業者数 件 2 ‐

新規採
択事業
におけ
る新規
雇用者
数

人 2 ‐

13
1-
1-1

みどり
のはが
き･市
民会議
関連事
業

広報広
聴課

市政に対し市民が意見や
提案しやすい環境を整え
ることにより､市民意見を
的確に把握し､市政に反映
させる｡

(1) 市民会議等の開催
 ･ながの未来ﾄｰｸ(6~11月
開催)
 ･ようこそ市長室へ(7~11
月開催)
(2) 投書の受付
 ･みどりのはがき
  (はがき､電子ﾒｰﾙ等で随
時受付)
 ･ｶﾄｳさんへの提案ﾎﾟｽﾄ
  (市役所､各支所のﾎﾟｽﾄ
への投書､電子ﾒｰﾙで随時
受付)

市民会
議等開
催数

回 20 9

市民ｱﾝ
ｹｰﾄ指
標｢市
民の声
が市政
に反映
されて
いる｣
市民が
思う割
合の上
昇

% 25 19

14
1-
1-1

まちづ
くりｱﾝ
ｹｰﾄ事
業

広報広
聴課

市民意識を的確に把握し､
ｱﾝｹｰﾄ結果を条例､計画等
の各施策の基礎資料とし
て活用する｡

令和2年度事業実施(案)
(1) 調査対象 市内在住の
18歳以上の5,000人
(2) 標本抽出 住民基本台
帳から等間隔無作為抽出
(3) 調査方法 返信用封筒
を抽出した､質問票送付に
よるｱﾝｹｰﾄ調査方式

まちづ
くりｱﾝ
ｹｰﾄ回
収率

% 65 57

市民ｱﾝ
ｹｰﾄ指
標｢市
民の声
が市政
に反映
されて
いる｣
市民が
思う割
合の上
昇

% 25 19
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｃ

活動指数の｢補助金の交付件
数｣､成果指標の｢行政支援に
よる移住者数｣いずれも目標
に達していないため､評価は
目標を下回るとした｡

現
行
の
ま
ま
継
続

県が令和元年度から創設した
地方創生推進交付金を活用し
た創業支援金は､地域課題解
決がﾃｰﾏになるものが対象の
ため起業へのﾊｰﾄﾞﾙが高いこ
とに加え､飲食店等に対する
起業への援助がないことから
本制度の継続は必要と考え
る｡

10,000 3,962 4 3 4 4 2 3.40

Ａ

戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰは令和元年10月
に就任したが､途中災害があ
り活動計画の変更を強いられ
た｡その状況下で各分野ごと
の戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰが中心となり､
長期戦略の策定作業を進めた
結果,ほぼ形作ることができ
た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰの3か年任期の最
終年度であり､長期戦略に基
づく事業化へ向けて取り組ん
でいく予定のため｡

7,949 3,707 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｃ

起業に向けた問い合わせはあ
るものの､応募までに至る件
数が減少している｡平成元年
度の審査会委員による審査で
は､採択された事業が無く雇
用の創出につながらなかっ
た｡

段
階
的
に
終
了

事業開始から7年が経過し､成
果が表れている事業もある
が､制度を見直し､補助条件を
厳しくしたこともあり応募件
数が減少している｡応募件数
の推移と成果を見極めつつ､
R4年度を目途に事業の終了も
しくは､統合を含めた見直し
を行う｡

10,143 106 3 3 3 3 4 4 2 3.14

Ｂ

災害により､市民会議は予定
回数の開催はできなかった
が､｢ながの未来ﾄｰｸ｣は3回､｢
ようこそ市長室へ｣は6回開催
し､地域住民と直接意見交換
を行った｡また､｢みどりのは
がき｣は郵送及び電子ﾒｰﾙで
1,106件(前年928件)の投書が
あり､｢ｶﾄｳさんへの提案ﾎﾟｽﾄ｣
は所定ﾎﾟｽﾄ及び電子ﾒｰﾙで258
件(前年230件)の投書があっ
た｡いずれも､担当課等におい
て市政への反映の検討が行わ
れた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市民の市政参画を進めるに当
たり､市長が市民の声を直接
聴く必要があることから､事
業を継続する｡市政に対する
建設的な提案や女性･若年層
の出席者が増えるよう､事業
の実施方法を検討する｡

2,000 1,345 4 4 4.00

Ｂ

ｱﾝｹｰﾄの回収率は､目標の65%
には達成しなかったものの､
統計学的に､ほぼ正確な結果
を得られるとされる標本数を
回収できたことにより､精度
の高い調査結果を得ることが
できた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

現在､他市の同事業の実施状
況と比較して､比較的高い回
収率を維持していることか
ら､現行の郵送方式によるｱﾝ
ｹｰﾄ調査を継続し､諸施策推進
の基礎資料として役立てる｡

2,163 1,948 3 4 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

15
1-
1-1

広報紙
発行事
業

広報広
聴課

広く市民に市政情報等を
提供し､市民との情報共有
を図るとともに､市政への
理解を深める｡

市民に広く周知すべき情
報､市民が知りたいと思う
情報を広報紙にまとめ全
戸配布する｡

配布世
帯数
(※全
戸配布
を活動
目標と
する)

世
帯

全戸
配布

全戸
配布

市民ｱﾝ
ｹｰﾄ指
標｢市
民の声
が市政
に反映
されて
いる｣
に対す
る回答
｢分か
らな
い｣の
減少

% 25 27

16
1-
1-1

ｲﾝﾀｰﾈｯ
ﾄ広報
事業

広報広
聴課

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて広く迅速
に市民に市政情報を提供
するとともに､観光情報等
本市の魅力を市外に発信
する｡

主な事業(ｶｯｺ内は運用開
始年度)
･公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(平成9年
度)
･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ市政放送(平成17
年度)
･公式ﾂｲｯﾀｰ(平成25年度)
･公式ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ(平成29年
度)
･公式ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑ(平成29年
度)
･LINEｱﾌﾟﾘによる台風災害
支援情報提供(令和元年
度)

適時･
的確な
更新
※随時
の更新
を活動
目標･
実績と
する｡

- 随時 随時

ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ閲覧
者の満
足度

% 80 72

17
1-
1-1

市政番
組放送
事業

広報広
聴課

ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞｵを通じて広く市
政情報を提供することに
より､より多くの市民と情
報共有を図るとともに､市
政への理解を深めてもら
う｡

1 ﾃﾚﾋﾞ(ｶｯｺ内は放送開始
年度)
 ･SBC(S40年度)･NBS(S45
年度)
 ･TSB(S56年度)･abn(S3年
度)
2 ﾗｼﾞｵ(ｶｯｺ内は放送開始
年度)
 ･SBC(H元年度)
 ･FMぜんこうじ(H7年度)

市政番
組の制
作本数

本 347 348

市民ｱﾝ
ｹｰﾄ指
標｢市
民の声
が市政
に反映
されて
いる｣
に対す
る回答
｢分か
らな
い｣の
減少

% 25 27
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

広報紙･点字広報の発行を月1
回(年12回)行い､広く市民に
行政情報を分かりやすく丁寧
に広報している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

引き続き､広報ながの編集方
針に基づき､より見やすく親
しみのある広報紙とするとと
もに､市民ﾆｰｽﾞを的確に捉え､
より効果的な編集と発行に努
めていく｡

89,957 70,410 4 2 3.00

Ｂ

･CMS(ｺﾝﾃﾝﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)の
理解を深めるため操作研修会
を毎年実施し､各課ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
担当者が頻繁に更新を行って
いる｡
･ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱの活用では､ﾂｲｯ
ﾀｰ､ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ､ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑによ
り､行政情報や本市の魅力を
随時発信したほか､LINEによ
る台風災害支援情報提供を実
施した｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市政情報などを市民ﾆｰｽﾞに応
じるため､多様な媒体で伝え
ることは必要である｡ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
による情報伝達は有効である
ため､より効果的な手段を取
り入れながら継続して実施し
ていく｡

20,864 20,240 4 3 3.50

Ｂ

市政情報について､ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞｵ
の媒体を活用し､適時･的確に
番組を制作して､広く市民な
どに提供している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市政情報を市民のﾆｰｽﾞに応じ
て多様な手段で伝えていくこ
とは必要である｡ﾃﾚﾋﾞやﾗｼﾞｵ
を通じての市政情報の発信は
継続するほか､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる
動画配信について検討する｡

21,924 20,791 4 2 3.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

18
1-
1-2

支所発
地域力
向上支
援金

地域活
動支援
課

地区内で地域の活性化及
び課題の解決に向けた活
動をしている団体又は当
該活動をしようとする団
体又は当該活動をしよう
とする団体を対象に支援
することで､地域力の向上
を目指す｡

地域の団体が行う地域力
の向上に資する事業に要
する経費に対し､地区の状
況に応じて､支所長の裁量
により支援金を交付する｡

事業実
施数

事
業

100 128 - - - -

19
1-
1-2

地域い
きいき
運営交
付金

地域活
動支援
課

住民自治協議会が個性豊
かで活力に満ちた地域社
会の実現を図るため､住民
の福祉の増進に向けて､自
主的･自立的な活動を行
う｡

住民自治協議会が進める
自主的･自立的な活動を支
援するとともに市が住民
自治協議会に対し依頼す
る必須事務(広報ながの配
布､委員等の推薦など19事
務)などを行う｡

地区住
民自治
協議会

地
区

32 32

住民自
治協議
会､区､
自治会
などの
活動や
まちづ
くりに
係るﾎﾞ
ﾗﾝﾃｨｱ
活動な
どに参
加して
いる人
数

% 25 23

20
1-
1-2

やまざ
と支援
交付金

地域活
動支援
課

少子高齢化･過疎化が進行
している中山間地域にお
ける地域活動の維持･支援
を行い､特有の課題を解決
する｡

中山間地域特有の課題を
解決するための公益的事
業に係る経費を補助する｡
また､そのための具体的な
取り組みを行う住民自治
協議会に所属する地域活
性化推進員を雇用するた
めの経費を補助する｡

生活環
境を維
持する
ための
活動費
(草刈
り､支
障木伐
採､不
法投棄
ﾊﾟﾄﾛｰ
ﾙ､福祉
送迎ほ
か)

千
円

10,400 10,268

 ご近
所同士
で交流
をし､
困った
時にお
互いに
助け合
える関
係を築
こうと
してい
る

% 50~70 63
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

各地区内において､制度が周
知され､防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙなどの地
域で必要な活動や､みこしの
修理など本支援がなければ中
止せざるを得ない事業への支
援と地域に溶け込んだ支援金
となり､実績件数があがって
いるため｡

見
直
し
て
継
続

包括外部監査(H28)から事業
目的が広範囲であり検討を求
められているが､地域の活性
化や課題解決につなげるに
は､各地域における小さな事
業をはじめ幅広く事業への支
援が必要であり､地区内に設
置した選考委員の総意を受け
て決定した事業を実施するこ
とで､地域力が上がり今後の
地域の発展が見込まれるた
め｡

16,000 15,668 3 3 3 3.00

Ｂ

自ら使途を決定できる交付金
により､各住民自治協議会が
地域の状況に応じた積極的な
まちづくり活動を展開してい
る｡
住民自治協議会の活動やﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動への参加は概ね目標
どおりである｡

現
行
の
ま
ま
継
続

引き続き自らが使途を決定で
きる交付金により､少子高齢
化が進む地域の実情や社会情
勢の変化に合わせた積極的な
まちづくり活動を展開できる
よう支援する｡

372,975 372,975 3 3 3 3.00

Ｂ

成果指標値について､市街地
地区と比較した場合､中山間
地域のほうが高い数値となっ
ており､地域互機能維持の一
助になっていると考える｡

現
行
の
ま
ま
継
続

中山間地域の課題解決や生活
環境の維持整備に有効に活用
されており､今後も集落互助
に必要な施策として継続して
いく｡

23,577 23,549 3 3 3 3.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

21
1-
1-2

ながの
まちづ
くり活
動支援
事業

地域活
動支援
課

主体的に活動する団体等
が増えることで､地域課題
は自分たちで解決する機
運が高まり､それが持続可
能なまちづくりを進める
ことになる｡

市民公益活動団体が地域
の課題解決に向けて､創意
工夫し､実施する活動に対
して補助金を交付する｡申
請回数を最大で3回までと
し､段階的に補助率及び補
助限度額を引き下げるこ
とで､団体の自立促進を図
る｡

補助事
業数

事
業

20 23

まちづ
くりに
関わる
ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱ活動
に参加
してい
る(第
五次長
野市総
合計
画)

% 22 23

22
1-
1-2

市民活
動育成
事業

地域活
動支援
課

地域社会の様々な担い手
が､それぞれの長所を生か
し､対等な立場で協働する
ことで､地域の課題解決に
向けて､単独で行うよりも
高い効果が期待できる｡

｢協働推進のための基本方
針｣に基づき､市民､市民公
益活動団体等の活動を総
合的に支援する拠点とし
て市民協働ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設
置し､同ｾﾝﾀｰが中心とな
り､協働推進につながるよ
うな情報発信､相談受付､
研修会の企画等を行う｡

市民協
働ｻﾎﾟｰ
ﾄｾﾝﾀｰ
の利用
人数
(訪問
者､電
話等)

人 5,000 6,201

市と市
民公益
活動団
体との
協働事
業数

件 86
今後
照会

23
1-
2-1

ふるさ
と応援
寄附事
業

企画課

自分の意思で長野市を応
援してくれる人を増やす
とともに､寄附者とのつな
がりを深める｡

･PR品(返礼品)として､本
市にゆかりのある特産品
や体験型ﾒﾆｭｰの充実
･寄附者が直接事業を応援
できる形式の寄附募集ﾒ
ﾆｭｰの実施

PR品
(返礼
品)新
規登録
品目数

品
目

200 398

寄附件
数(企
画課の
み､法
人含
む)

件 46,000 82,412

24
1-
2-2

県･市
町村共
同電子
申請届
出ｻｰﾋﾞ
ｽ負担
金

情報政
策課

電子申請が可能な申請､届
出､予約手続きのｵﾝﾗｲﾝ化
実施率及び利用率を向上
すること｡

ながの電子申請ｻｰﾋﾞｽの拡
充に向けてｵﾝﾗｲﾝ化が可能
な行政手続きを調査･把握
し､随時見直しを行う｡ま
た､ながの電子申請ｻｰﾋﾞｽ
の手続きを拡充するに当
たり､市職員に対して､電
子申請に係る周知や研修
を実施する｡そのほか､電
子申請ｻｰﾋﾞｽの利用率を高
めるために､市民や民間事
業者等に対して､効果的に
周知する方法を検討し､そ
の検討結果に基づいて､周
知を行う｡

ｵﾝﾗｲﾝ
化可能
な申
請､届
出､予
約手続
きのｵﾝ
ﾗｲﾝ化
実施率

% 92.6 調査中

ｵﾝﾗｲﾝ
化済み
の申
請､届
出､予
約手続
きのｵﾝ
ﾗｲﾝ化
利用率

% 66.4 調査中
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

平成30年度に地域やる気支援
補助金と統合したことによ
り､補助対象として住民自治
協議会が含まれるようにな
り､公益性がある採択事業が
増えている｡しかし地域課題
や市民ﾆｰｽﾞの多様化､社会的
弱者への支援活動など資金面
の自立が困難な活動も現れて
いる｡これらを注視しながら､
今後も市民が主体となった活
動を継続的に支援していく｡

現
行
の
ま
ま
継
続

第三者の指摘にあるような小
さな団体が本補助金を活用し
て活動が継続できるよう制度
を広く周知し､支援･助言を
行っていく｡

10,263 8,205 3 3 3 3.00

Ｂ

市民協働ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰで支援を
受けた結果､高校生や大学生
が社会課題解決に取り組む団
体ができたり､災害時には県
内外のNPOと協働､必要な支援
に関する情報発信を行うこと
で､多くの現場で活躍､HPのｱｸ
ｾｽ数が3万件を超えるなど拠
点としての機能を果たしてい
る場面が増えてきている｡今
後も相談者のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟをしっ
かり行い､協働推進につなが
る活動を続ける｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市とNPO等の協働を推進する
ための拠点である市民協働ｻ
ﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの役割と重要性を明
確にし､活動を広く周知､支援
していく必要があるため｡

12,220 11,827 3 4 3 3.33

Ａ

平成30年度に特産品等をPRす
る専用のﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄで寄附を受
付できる体制を充実させたこ
とから､寄附件数の増加につ
ながった｡
また､事業者との交渉により
委託料の削減に努めるととも
に､RPAの導入によりﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ
特例申請に係る事務の負担を
軽減することができた｡

見
直
し
て
継
続

国においてふるさと納税制度
が存続する限りは､寄附先と
して長野市を選んでいただ
き､寄附者とのつながりの強
化や歳入の確保を図る必要が
ある｡

377,131 525,522 4 4 3 3.67

Ｂ

新たな手続のｵﾝﾗｲﾝ化は､原課
から実施見込の可能性が低い
等意見が出ている｡
ｵﾝﾗｲﾝ化実施率及びｵﾝﾗｲﾝ利用
率は､横ばいの見込みである｡

拡
大

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度による個人番号
ｶｰﾄﾞ(ICｶｰﾄﾞ)の利活用議論の
状況や県下の当該ｼｽﾃﾑ参加市
町村の意向等も踏まえ､更な
る全庁的な取組みによる行政
手続きの電子化の促進･増加
を図る｡

3,577 3,576 2 4 4 3.33
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

25
1-
2-2

戸籍住
民基本
台帳事
務事業

市民窓
口課

窓口業務の効率化を図る
ことにより､住民の利便性
や満足度が向上すること｡

･窓口事務全般へAI技術導
入の調査研究
･ｺﾝﾋﾞﾆ交付に必要なﾏｲﾅﾝ
ﾊﾞｰｶｰﾄﾞの普及促進
･窓口専門職員の計画的な
採用と育成(支所含む)

ｺﾝﾋﾞﾆ
交付に
必要な
ﾏｲﾅﾝ
ﾊﾞｰｶｰ
ﾄﾞ交付
枚数
(累計
枚数)

枚 48,000 51,005

証明書
全体に
占める
ｺﾝﾋﾞﾆ
交付件
数

件 15,000 14,806

26
2-
1-1

結婚支
援事業

人口増
推進課
ﾏﾘｯｼﾞｻ
ﾎﾟｰﾄ室

市内の独身者(概ね20歳
~40歳代)を対象に､出会い
の場の拡大や結婚機運の
醸成などにより､結婚を希
望する若者の成婚につな
げる｡

2年度事業(案)
･｢結婚ｾﾐﾅｰ｣の開催
･｢結婚支援事業補助金｣及
び｢結婚支援ｾﾐﾅｰ等講師派
遣｣制度の実施
･若者ﾈｯﾄﾜｰｸ事業
･結婚応援ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄの運営
･結婚応援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ｢夢先案
内人｣｢夢先ｺﾞｰﾙﾄﾞﾊﾟｰﾄﾅｰ｣
の募集･ｽｷﾙｱｯﾌﾟ支援
･ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ形成支援

独身者
対象ｾﾐ
ﾅｰへの
参加者
数

人 380 214

今後､
より積
極的に
婚活を
してい
こうと
思う人
の割合

% 80 90

27
2-
1-1

連携中
枢都市
圏結婚
支援事
業

人口増
推進課
ﾏﾘｯｼﾞｻ
ﾎﾟｰﾄ室

結婚を希望する若者の｢出
会いの機会｣の拡大を図
り､圏域全体の結婚機運を
高める｡多様な地域･観光
資源の活用により｢長野圏
域ﾌｧﾝ｣を増やし､交流人口
の増加､将来的な移住･定
住につながる｡

長野地域連携中枢都市圏
事業として広域的な結婚
支援に取り組む｡圏域外独
身者を迎え､圏域内の多様
な地域･観光資源を活用し
た移住婚活ﾂｱｰを実施す
る｡

･移住婚活ﾂｱｰ(1泊2日)
･事前ｾﾐﾅｰ(自分磨き講座
等)
･圏域外参加者の交流会

参加者
数 人 60 35

長野圏
域に魅
力を感
じた参
加者の
割合

% 80 91

28
2-
1-1

妊娠･
出産包
括支援
事業
(なが
の版ﾈｳ
ﾎﾞﾗ)

保健所
健康課

妊娠･出産､育児に至るま
で切れ目のない支援が図
られ､家庭及び地域社会に
おいて､安心して子どもを
産み育てることができる｡

･早期にﾊｲﾘｽｸの妊産婦を
把握して支援につなぐた
め､保健師による妊娠届の
全数受付を目指す｡
･母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと保
健師が連携することによ
り､妊娠､出産､子育てに向
き合う母親等の支えとな
り､市内一円における支援
体制を整備する｡

妊娠届
時の保
健師面
談率
 (面談
受付数
/妊娠
届出
数)

% 100 74

支援に
移行し
た率
 (支援
移行率
/面談
受付
数)

% 10 12

29
2-
1-1

妊婦歯
科健康
診査事
業

保健所
健康課

妊娠届を提出した妊婦及
び転入した妊婦が､健康な
児を出産する｡

早産や低体重児出産の原
因となりうる妊婦の歯周
病を防ぎ､母子共に健康を
増進するため､妊婦の歯科
健康診査を実施する｡
･受診推奨期間 妊娠20週
頃まで
･受診者負担金 無料
･健診内容 問診､歯科健
診､ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ(実技を含む)
歯科保健指導

受診勧
奨者数
(妊娠
届提出
者及び
転入し
た妊婦
の数)

人 0
５月
確定

受診率 % 35
５月
確定

30
2-
1-1

産後ｹｱ
事業

保健所
健康課

母体の管理や育児指導を
行うことで育児不安の軽
減､母体の精神的安定及び
育児手法の獲得により､産
後うつの対応及び子ども
への虐待予防につなげる｡

宿泊型
･基本7日(理由により7日
間延長可､最大14日利用
可)
･10事業所(産科8､助産所
等2)で実施
･利用料1泊につき7割を負
担(上限17,500円)日帰り
につき7割を負担(上限
8,000円)

利用者
数 人 100 165

利用日
数 日 400 570
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの交付枚数は目
標値を超えているが､ｺﾝﾋﾞﾆの
交付件数は僅かながら､目標
値に達していないことから評
価を｢B｣とした｡

見
直
し
て
継
続

来庁せずに郵送で可能な手続
き(転出届､戸籍謄本等の交
付)や利便性の高いｺﾝﾋﾞﾆ交付
を幅広く周知するとともに､ﾏ
ｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの普及に取り組
む｡また､ｵﾝﾗｲﾝ化の推進は国
の動向や社会情勢､先進他市
の状況を注視しながら進め
る｡

76,973 73,500 2 4 2 2.67

Ｂ

｢結婚ｾﾐﾅｰ｣は東日本台風の被
災状況を､｢社会人ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾ
ﾐﾅｰ｣は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡
大防止をそれぞれ考慮し､実
施回数が1回ずつ少なかった
ことから､活動指標の実績は
目標を下回ったが､その分を
差し引くと定員の約7割の参
加が得られた｡結婚ｾﾐﾅｰでは､
ｾﾐﾅｰの参加をきっかけに､今
後より積極的に婚活に取り組
もうという参加者の割合が約
9割であった｡

見
直
し
て
継
続

少子化対策は喫緊の課題であ
り､未婚化･晩婚化は今後も更
に進行すると予測されている
ことから､若者の結婚に対す
る意識や実情の把握に努めな
がら､結婚支援事業に継続的､
積極的に取り組む必要があ
る｡

9,814 7,138 4 4 4 2 3.50

Ｂ

当初､1泊2日の移住婚活ﾂｱｰを
10月に実施する予定であった
が､東日本台風の影響を考慮
し中止した｡再企画で日帰りﾂ
ｱｰとして2月に実施したが､交
流に適した人数で参加者の満
足度を高めるため､4割ほど減
らし募集したことから活動指
標の実績は目標を下回った｡
減少分を考慮すると達成率は
約8割となり､ｱﾝｹｰﾄ結果から
も｢楽しかった｣｢また参加し
たい｣など､長野圏域のﾌｧﾝに
なっていただけた記述が目
立った｡

現
行
の
ま
ま
継
続

少子化対策は喫緊の課題であ
り､未婚化･晩婚化は今後も更
に進行すると予測されている
ことから､若者の結婚に対す
る意識や実情の把握に努めな
がら､広域的な結婚支援事業
に取り組む必要がある｡多様
な地域･観光資源を持つ長野
圏域の魅力を発信すること
で､｢長野圏域ﾌｧﾝ｣を増やし､
将来的な圏域全体の移住･定
住につながる｡

2,497 2,497 4 4 4 4 4.00

Ｂ

三陽､吉田､西部､東部､犀南､
真島の6保健ｾﾝﾀｰに専任の母
子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し､妊
娠届時にすべての妊婦と面談
など､出産前からの支援が強
化され､妊娠･出産･子育てに
関する要望や不安､悩みを聞
き取り､きめ細やかな情報提
供など､特に産前産後の支援
の充実が図られた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

･母子保健法に位置づけられ
た事業であり､妊娠期から子
育て期にわたる切れ目のない
支援を行う｡
･全市的支援体制の整備のた
め､母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀと各保
健ｾﾝﾀｰとの連携強化が求めら
れている｡

23,663 20,933 4 4 2 4 3.50

Ｂ

妊娠期の口腔管理における歯
科健診の重要性について､少
しずつではあるが理解が進ん
でおり､受診率が向上してき
ている｡引き続き､歯科健診の
必要性の認識を深めてもらえ
るよう周知に努めていく必要
がある｡

現
行
の
ま
ま
継
続

妊娠期の口腔管理について妊
婦の意識が未だ低い状況にあ
るため､妊娠期における歯科
健診の重要性について､母子
健康手帳交付時やﾏﾀﾆﾃｨｾﾐﾅｰ
の機会等を活用し､また､関係
機関の協力を得て積極的に周
知し､継続的に取組む必要が
ある｡

3,281
５月確
定

4 4 3 4 3.75

Ｂ

平成28年度から市の負担割合
を5割から7割として利用者負
担額を軽減を図ったことを受
け､ﾊｲﾘｽｸ妊産婦に対する産科
医療機関等からの利用勧奨及
び母子保健ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰからの
事業の紹介により､利用日数
が大きく伸び､多くの産婦の
育児不安を軽減することにつ
ながった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

制度をより利用しやすいよ
う､令和2年度から日帰り型を
導入し､制度の改善を図った｡

6,800 9,914 4 4 4 2 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

31
2-
1-1

出産･
子育て
応援
LINE配
信事業

子育て
支援課

妊娠･出産･子育ての不安
や負担感を解消し､子育て
に対する理解を深め､子育
ての楽しみを実感できる
ようにする必要がある｡

携帯端末のｽﾏｰﾄﾌｫﾝ利用者
の増加に伴い､情報交換の
ﾂｰﾙとして子育て世代を含
めてSNSが急速に普及して
おり､令和元年11月から､
新たにLINEによる配信を
開始しており､更なる新規
登録者の増加を図る｡

LINE配
信登録
件数
※H30
までは
ﾒｰﾙ､R
元はﾒｰ
ﾙと
LINEの
合算値

件 6,400 7,776

読者ｱﾝ
ｹｰﾄに
基づく
満足度

% 100 86

32
2-
1-1

病児･
病後児
保育事
業

保育･
幼稚園
課

安心して子育てができる
環境を整備し､もって児童
の福祉の向上を図ること｡

保護者の就労などやむを
得ない事由により､子ども
が病気または病気回復期
の際に､病院に付設された
専用ｽﾍﾟｰｽ等において､看
護師等が一時的に保育を
実施することにより､仕事
と育児の両立支援を図る｡
長野赤十字病院｢ゆりか
ご｣､長野松代総合病院｢ﾊﾞ
ｵﾊﾞﾌﾞのおうち｣及び篠ﾉ井
総合病院｢あいあい｣に病
児･病後児施設を設置し､
運営を支援する｡

実施か
所数

か
所

2 3
利用件
数 件 ‐ 34

33
2-
1-1

子育て
支援短
期利用
事業

子育て
支援課

保護者の疾病その他の理
由により家庭において児
童を養育することが一時
的に困難となった家庭や
児童の福祉の向上を図る｡

･ｼｮｰﾄｽﾃｲ:令和元年度よ
り､新たに育児疲れ､緊急
一時的母子保護等の利用
対象要件を追加した｡

利用者
数(延
べ)
ｼｮｰﾄｽﾃ
ｲ+ﾄﾜｲﾗ
ｲﾄｽﾃｲ

人 80 64

利用要
望達成
数/利
用相談
件数

% 100 77

34
2-
1-1

放課後
子ども
総合ﾌﾟ
ﾗﾝ推進
事業

こども
政策課

 児童の健全な育成
 保護者の仕事と子育ての
両立支援

 余裕教室の徹底的な活
用､施設の長寿命化･改修､
ｴｱｺﾝの設置｡
 支援員等の処遇改善によ
る人員の確保､研修の充実
による資質の向上､ｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝに基づく支援の均一化
と運営面の改善｡地域住
民･学生等による多様な体
験･交流･学習･ｽﾎﾟｰﾂ活動
の提供｡母親の就労意欲の
向上など多様な働き方に
対応するための時間外の
延長｡

希望児
童の受
入れ校
区数

校
区

54 37

放課後
子ども
総合ﾌﾟ
ﾗﾝ登録
率

% 47 44

35
2-
1-1

ながの
子ど
も･子
育てﾌｪ
ｽﾃｨﾊﾞﾙ
実行委
員会負
担金

こども
政策課

子ども･子育て支援に関わ
る団体や行政の取組の情
報を発信するとともに､団
体同士が連携を強化する
ことにより､保護者が子育
てに必要な支援を受ける
ことができている｡

･(追加)令和元年東日本台
風により被災した親子向
けの企画や､支援団体の活
動紹介

来場者
数 人 ‐ 4,000

子ども
を産み
育てや
すい地
域であ
ると感
じる市
民の割
合

% ‐ 52
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

配信登録件数について､第四
次長野市高度情報化計画(平
成29年度~平成33年度)の目標
値に近づいており､読者ｱﾝｹｰﾄ
の調査結果から読者の満足度
も高かったため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

妊娠･出産･子育ての不安や負
担感を軽減し､安心して出産
や子育てができるよう､お腹
の中の赤ちゃんや生まれた後
の成長に応じたﾀｲﾑﾘｰな情報
及びｱﾄﾞﾊﾞｲｽを配信する必要
がある｡

3,511 3,199 4 4 4 3 3.75

Ｂ

実施か所数においては､令和
元年度時点の目標である2か
所を超える3か所の設置と
なったが､利用に際し設置か
所数以外にも利用しづらい要
素があり､十分な利用件数に
なったとは認められないた
め､この評価とした｡

現
行
の
ま
ま
継
続

利用のしづらさのひとつの要
因である実施か所の少なさを
解消するため､目標どおり4か
所目の開設を目指す｡

16,312 16,312 4 4 4 4.00

Ｂ

利用申請のあった家庭の利用
要望どおりに施設への受け入
れがおおむね実施できている
ため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

本事業の周知を更に図り､必
要としている家庭への支援を
行うことで､切れ目ない子育
て支援に繋げ､結果､児童虐待
の防止を図ることができるた
め｡

1,800 504 4 4 2 4 3.50

Ｃ

 市内全54小学校区･全90施設
で留守家庭児童の受入れを実
現しているが､条例及び計画
で定める希望児童の受入れ
は､令和元年度は事業計画の
完了年度となるものの､37校
区に留まっている｡(17校区で
は未実施)

拡
大

 子育て支援の主要施策とし
ての役割とﾆｰｽﾞがますます高
まるとともに､より安全･安心
な環境と支援の充実が求めら
れている｡特に､支援員等の処
遇改善､居室の確実な確保､施
設等の安全面での配慮､送迎
車ｽﾍﾟｰｽの確保は不可欠と
なっている｡

1,128,871 ‐ 4 2 4 4 3.50

Ｂ

令和元年度の新規ｲﾍﾞﾝﾄで､来
場者数は二日間で約4,000人
で､出展団体からも｢来年度も
参加したい｣など概ね高評価
を得た｡成果･効果指標につい
ては､令和2年度実績から達成
状況を把握していくこととす
る｡

現
行
の
ま
ま
継
続

単に子どもが楽しむｲﾍﾞﾝﾄで
はなく､子ども･子育て支援に
関する情報を発信し､社会全
体で子ども･子育てを支援す
る機運の醸成を図るため､継
続してｲﾍﾞﾝﾄを開催していく
必要がある｡

2,000 2,000 4 3 4 4 3.75
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

36
2-
1-1

こども
広場･
支援ｾﾝ
ﾀｰ･ﾌｧﾐ
ﾘｰｻﾎﾟｰ
ﾄｾﾝﾀｰ
運営事
業

保育･
幼稚園
課

保護者の子育てに関する
不安感等の緩和､及び子ど
もが健やかに育つこと｡

こども広場､地域子育て支
援ｾﾝﾀｰに加えて､平成31年
度から､新たに利用者支援
専門員(子育てｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ)
を市内2箇所のこども広場
に1人ずつ配置し､親子の
交流の場の提供､子育て相
談や子育て情報の提供､講
演会･講習会等を行う｡
ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの運営に
より､子育ての手伝いが欲
しい人と子育てのお手伝
いをしたい人との相互支
援活動を支援する｡

こども
広場･
支援ｾﾝ
ﾀｰ
利用延
べ人数

人 135,000 ‐

こども
広場･
支援ｾﾝ
ﾀｰ
利用延
べ人数

人 135,000 ‐

37
2-
1-1

転入者
子育て
交流会
事業

子育て
支援課

本市で子育てをする保護
者の不安解消と仲間づく
りの場を提供し､慣れない
土地での子育てを応援す
る｡

こども広場2か所におい
て､未就園児とその保護者
を対象に交流会を開催し､
市の子育て施策の紹介や
保護者同士の交流のほか､
市の農産物の試食等によ
り長野市の魅力をPRする｡

参加世
帯数

世
帯

180 175

参加者
ｱﾝｹｰﾄ
に基づ
く満足
度(満
足･や
や満足
を対
象)

% 80 87

38
2-
1-3

ひとり
親家庭
自立支
援給付
金事業

子育て
支援課

資格を取得し経済的に自
立することにより､母子家
庭又は父子家庭の経済的
自立促進を図る｡

高等職業訓練促進給付金
事業:就職に有利な資格取
得のため､一定期間､看護
学校等の養成機関で修業
する場合に､生活の負担の
軽減を図るため給付金を
支給する｡
自立支援教育訓練給付金
事業:就業に結びつく可能
性の高い資格取得(介護職
員初任者研修課程等)のた
めに受講した講座代金の
一部を給付する｡

高等職
業訓練
促進費
受給者
数

件 32 31

高等職
業訓練
促進給
付金を
受給し
養成機
関を修
了した
者に占
める就
業者の
割合

% 100 100

39
2-
1-3

ひとり
親家庭
子ども
の生
活･学
習支援
事業

子育て
支援課

生活習慣及び学習習慣の
習得

ひとり親家庭の小･中学生
を対象に､学習習慣の習得
と生活向上を図るため､学
習支援を行う｡

受講者
数 人 225 129

受講率
(受講
者/申
込者)

% 100 100

40
2-
1-3

ひとり
親家庭
相談･
交流事
業

子育て
支援課

日常生活の悩みや不安が
解消され､親子間の絆を深
めるとともに､仲間が増え
ることで充実した生活を
送れるようにする｡

･交流会:ｻﾝﾏﾘｰﾝながのに
おいて､ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝｾﾐﾅｰ(午
前)及びﾌﾟｰﾙ遊びの交流会
(午後)を1回開催｡
･ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談会:8月の日
曜開庁日に1回開催

交流会
参加世
帯

世
帯

30 30

参加者
のｱﾝｹｰ
ﾄに基
づく満
足度

% 80 83
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症の影響の
ため､3月3日からこども広場
及び子育て支援ｾﾝﾀｰを閉場し
たこともあり､利用者は減少
した｡また､3歳未満児の保育
所入所者数の増加や少子化等
を背景に､こども広場及び地
域子育て支援ｾﾝﾀｰを主に利用
する未就園児童数が減少傾向
となっていることも加味し
て､概ね目標どおりと評価し
た｡

  

現
行
の
ま
ま
継
続

こども広場利用者ｱﾝｹｰﾄ結果
では､概ね好評を得ている｡
引き続き､乳幼児親子の遊び
や交流の場を提供するととも
に､令和元年度からこども広
場に配置した子育てｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ
を中心に保護者からの相談等
に応じ､更なる子育て支援の
充実を図る｡

123,595 0 4 4 3 4 3.75

Ａ

こども広場の2会場ともに､目
標を上回る満足度が得られた
ため｡(もんぜんぷら座こども
広場じゃん･けん･ぽん84.0%､
篠ﾉ井こども広場このゆびと
まれ92.3%)

終
了

本事業の実施方法等を確立し
てきたことにより､事業主体
が自主事業として実施できる
体制が整い移管が可能なた
め｡

369 362 4 4 2 2 3.00

Ａ

高等職業訓練促進給付金の受
給者数が増加しているととも
に､給付金支給による資格取
得者が就職に繋がっているこ
とが認められるため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

高等職業訓練促進給付金の受
給者数が増加しているととも
に､給付金支給による資格取
得者が就職に繋がっているこ
とが認められるため｡

46,603 28,547 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

学習支援については､実施方
法を見直すことで､希望者全
員を受け入れることができた
ため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

平成28年度に開始した当事業
は平成29年度･平成30年度と
大幅な見直しを図ってきた
が､現在は平成30年度からの
形態を継続し支障なく運用し
ている｡

12,971 11,104 3 4 4 4 4 3 3.67

Ａ

保護者のみ500円の参加費を
徴収したが､参加費用につい
ては｢ちょうど良い｣との回答
が9割であった他､8割以上の
参加者が交流会に参加してみ
て｢良かった｣と回答してお
り､多くの参加者に満足して
いただいた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ｱﾝｹｰﾄ調査において､満足度が
高かったため｡

1,153 334 4 4 4 4 4 3 3.83
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

41
2-
1-3

養育支
援訪問
事業

子育て
支援課

支援者がなく､育児不安を
抱える保護者等の家庭を
訪問し､養育に関する支援
を行うことで､家事や育児
の負担の軽減等を図り､児
童虐待を防止する｡

【平成31年度見直し内
容】
国の要綱､ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに沿っ
て､不適切な養育状態にあ
る家庭､健康診査等の対象
とならない児童などを新
たに支援対象に加えた｡
また､支援期間は3ヶ月を
原則としながら､不適切な
養育状態にある家庭等､虐
待のﾘｽｸを抱える家庭につ
いては期間を延長して支
援を実施する｡

実支援
家庭数 人 72 79

支援の
利用前
後で｢ｴ
ｼﾞﾝﾊﾞﾗ
産後う
つ質問
票｣の
点数を
比較
し､改
善した
割合

% 70 67

42
2-
1-3

親子関
係ｽｷﾙ
ｱｯﾌﾟ事
業

子育て
支援課

育児不安や子育てのｽﾄﾚｽ
が減少し､虐待の予防につ
ながる｡

親子関係ｽｷﾙｱｯﾌﾟ講座の開
催5月~2月まで
4回ｼﾘｰｽﾞの講習会を5回開
催する
①こどもと保護者との付
き合い方
②よいところさがし
③困った行動の減らし方
④その子らしく生きるた
めに
(協力を増やす､選択する
生き方)

参加人
員 人 45 42

1講座6
回の講
習会に
全部参
加でき
た人員

人 45 18

43
2-
2-1

高齢者
生きが
いづく
り講
座･ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ活
動育成
事業

高齢者
活躍支
援課

高齢者の健康増進、生き
がいづくりに資するとと
もに、自主グループ活動
や地域福祉活動を促進す
る。

老人福祉ｾﾝﾀｰ及びふれあ
い交流ひろばにおいて､高
齢者の各種相談に応じる
とともに､生きがいづくり
や介護予防に関する講座
を実施する｡また自主ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ活動や地域福祉活動の
場を提供する｡

生きが
いづく
り講座
受講人
数

人 38,350 38,429

自主ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ活
動(受
講者OB
活動)
参加人
数

人 77,800 67,176

44
2-
2-1

おでか
けﾊﾟｽ
ﾎﾟｰﾄ事
業補助
金

高齢者
活躍支
援課

高齢者の社会参加を支援
することにより､健康づく
り･生きがいづくりの推進
につなげる｡

ICｶｰﾄﾞ｢おでかけﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ｣
により市内路線ﾊﾞｽを安価
で乗車できるもの｡市は運
賃から利用者負担額とﾊﾞｽ
事業者負担額を除いた額
を負担する｡

おでか
けﾊﾟｽ
ﾎﾟｰﾄ所
有者

人 58,104 56,563

おでか
けﾊﾟｽ
ﾎﾟｰﾄ1
日当り
平均利
用回数

回 2,700 2,464
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

支援対象となる家庭数が増加
したが､健康課と委託事業者
と連携し､養育の支援が特に
必要な家庭に対し､支援員を
派遣し､育児･家事の支援を行
うことが出来た｡
また､支援開始前後のｴｼﾞﾝﾊﾞﾗ
産後うつ質問票の点数を比較
した結果､点数が改善するな
ど､養育環境の改善が見られ
たため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

平成31年度､児童虐待防止の
更なる推進のため､不適切な
養育状態にある家庭など､特
に支援が必要と認められる家
庭等を新たに対象に加えると
ともに､支援期間の延長を行
うこととした｡今後､支援対象
者と支援期間の拡大による効
果を検証していく｡

7,209 6,123 4 4 4 4 3 4 3.83

Ｂ

参加人員は概ね目標どおりで
あった｡1講座6回の全ての講
習会に参加することが難しい
ため､講座の運営の工夫が必
要になる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

核家族化､少子化等が進むこ
とで､育児を担う保護者が孤
立し育児に不安を感じている
保護者が今後増えていくと考
えられることから､保護者支
援を行うためにも継続が必要
である｡また､子どもの特性等
で子育てが難しいなどの問題
のあるため､子育てｽｷﾙを学ぶ
事は､子どもにｲﾗｲﾗして手が
出てしまう等の虐待の予防に
もつながる｡

718 707 4 4 4 4 3 3.80

Ｂ

東日本台風による豊野老人福
祉センター及び東北老人福祉
センターの休館並びに新型コ
ロナウイルス感染防止対策と
しての講座中止等の影響を考
慮すれば、講座受講者数、自
主グループ活動参加人数とも
大幅な減少には至っていな
い。

現
行
の
ま
ま
継
続

高齢者人口の増加が見込まれ、
人間関係も希薄になっている昨
今、高齢者が健康で生きがいの
ある生活を送るために必要な事
業と考える。また、本事業は、
閉じこもり予防・支援、ひいて
は、要介護リスクへの対策とい
う視点からも、その重要性は高
いと思われる。地域コミュニ
ティとのつながりや、高齢者が
地域社会の中で何らかの役割を
担うことで自己実現が図られる
よう支援する。(公共施設マネジ
メントの視点からは、公民館や
集会所などのコミュニティ施設
と類似する機能を有することか
ら、講座の実施等類似する機能
については、統合や連携を図る
必要があるとしている。)

170,268 166,543 4 4 4 4.00

Ｂ

東日本台風災害とｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染症拡大の影響等を考慮する
と､概ね目標通りとなったも
のといえる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

おでかけﾊﾟｽﾎﾟｰﾄは､高齢者が
気軽に路線ﾊﾞｽを利用できる
ことにより､社会参加を促しﾌ
ﾚｲﾙ予防にもつながるもので
ある｡一人当たりの利用回数
を増やすため見直しを行いな
がら事業を継続していく｡

165,319 141,594 4 3 4 4 3.75
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

45
2-
2-1

高齢者
就労支
援事業
(ｼﾆｱ就
労ｾﾐ
ﾅｰ)

高齢者
活躍支
援課

高齢者が希望に応じて能
力や経験を生かし､いきい
きと活躍できる社会を実
現する｡

60歳以上の市民を対象に
職業適性検査と就職説明
会などを同時開催し､ｼﾆｱ
の就労希望と企業側の採
用希望のﾏｯﾁﾝｸﾞを行う｡
･ｼﾆｱおしごとご縁結び(ｼﾆ
ｱ就労ｾﾐﾅｰ)
開催日:令和元年7月13日
(日)
場所:長野市若里市民文化
ﾎｰﾙ

｢から
だ測
定｣会
参加者
(人)

人 100 66

｢から
だ測
定｣会
参加者
の3か
月後就
労率
(%)

% 10 12

46
2-
2-2

地域介
護予防
活動支
援事業

地域包
括ｹｱ推
進課

高齢になっても多くの人
が､日常の活動や外出が継
続できる等､健康寿命の延
伸を図る

専門職が講師として地区
に出向き､介護予防ｸﾗﾌﾞの
立上げ･活動継続の支援を
行う｡ｸﾗﾌﾞ等の介護予防活
動の継続支援として､情報
交換会等の他､週1回程度､
身近な場所で住民が主体
的に介護予防活動を行う
団体に対して､補助金交付
を行う｡

介護予
防ｸﾗﾌﾞ
数及び
生きい
き通い
の場数
の合計
(累計)

件 169 206

65歳以
上の市
民で要
介護
(要介
護1~5
認定)
状態で
ない人
の割合

件
86.6
以上

87

47
2-
2-2

介護支
援事業

高齢者
活躍支
援課

介護事業者がICT技術に興
味を示し導入が進む｡

市内介護現場のICT化への
普及促進に繋がる効果的
な取組となった｡

ﾊｯｶｿﾝ
参加者
数

人 30 31
報道掲
載件数 件 2 8

48
2-
2-2

介護保
険特別
対策事
業

介護保
険課

対象:市民税非課税世帯で
ある者(各制度により他に
要件あり)
成果･効果:低所得者が介
護ｻｰﾋﾞｽを利用した場合
に､当該生計を維持しつつ
安心して適切な介護ｻｰﾋﾞｽ
を受けられる｡

・訪問介護等利用者負担助成事
業:障害福祉サービスにおいて
「境界層該当」で定率負担額0
円の人が介護保険へ移行する場
合、自己負担を全額免除する。
・社会福祉法人等利用者負担軽
減事業:社会福祉法人が提供す
るサービスのうちサービス料、
食費、居住費の利用負担を25％
軽減する。
・特別地域加算に係る訪問介護
利用者負担減額事業:サービス
利用料15％増しとなる地域にお
いて、社会福祉法人が提供する
訪問介護等の利用者負担を軽減
する。
・利用者負担援護事業:1カ月の
サービス利用料の個人負担額が
3,000円を超えた場合に支給す
る。

周知活
動の回
数

回 5 5 - - - -
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

からだ測定会参加者は､7割弱
にとどまったが､参加者の2か
月後の就労率(ｾﾐﾅｰを契機と
して就労できたものの割合)
は､11.8%となり､目標を上
回った｡

拡
大

高齢者のﾌﾚｲﾙ予防のための社
会参加を促進するため､商工
労働課と連携して当該事業を
拡大し､高齢者の就労者数を
さらに増加させる必要があ
る｡

1,019 691 4 4 4 4 4.00

Ｂ

生きいき通いの場の数は微増
に留まっているが､介護予防ｸ
ﾗﾌﾞ数が毎年約30か所程度増
えている｡また､65歳以上の市
民で要介護(要介護1~5認定)
状態でない人の割合が維持で
きている｡

見
直
し
て
継
続

異なる各地区の状況(必要な
生活支援､介護予防､現在の地
域資源､将来の推計等)に応じ
て､住民が支え合い､健康で暮
らせる活動を主体的に開始･
継続できるよう､他の関連事
業も含め､地域支援事業全体
の視点にて支援内容を整理す
る

6,505 2,356 4 4 4 4.00

Ｂ

産業ﾌｪｱでの発表が出来な
かったことで､各ﾁｰﾑから提案
のあったﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟの開発･展
開が難しくなってしまった｡
なお､信州大学工学部の介護
研究会の中で､興味のある作
品を預かり検討していただく
ことにはなった｡

終
了

･市内介護事業者のICT機器導
入に対して理解が深まった
･介護関係者が､ｴﾝｼﾞﾆｱと繋が
り情報交換ができたことで､
介護現場でのICT機器導入に
主体的に関わることができる
ようになった｡

968 902 4 4 4 4.00

Ｂ

本事業を必要とする人が事業
を利用し易い状態を継続して
いくことが重要である｡
居宅介護支援事業所を含む事
業者へ配信しているﾌﾚﾂｼｭ情
報への掲載なども行ってお
り､利用促進のための周知を
行うことができたため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

高齢者の増加に伴い､低所得
の利用者の増加が考えられ
る｡
低所得の利用者が､当該生計
を維持しつつ安心して適切な
介護ｻｰﾋﾞｽを受けられるよう
事業を継続していく必要があ
るため｡

7,577 - 4 4 2 4 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

49
2-
3-1

障害者
緊急通
報ｼｽﾃﾑ
設置事
業

障害福
祉課

ひとり暮らし重度身体障
害者等の緊急事態に対し
迅速な対応がとれること
により､緊急時の不安を解
消することができ､安心し
た日常生活を送ること｡

○緊急通報ｼｽﾃﾑ運営業務
委託
 H27.9~R2.8 11,895千円
(1,836円/1月1件当たり)
○対象者
 ･市内居住者
 ･ひとり暮らしの身体障
害者で1級又は2級の者
 ･家族の就労等により､日
中ひとりで在宅となる重
度の視覚障害者等(視覚障
害1級､下肢又は体幹の機
能障害1級､心臓･腎臓又は
呼吸器の機能障害1･2級の
者)
○ 設置台数 66台
(R2.3.31現在)

障害者
緊急通
報ｼｽﾃﾑ
運営業
務委託

千
円

2,340 1,580

障害者
緊急通
報ｼｽﾃﾑ
設置台
数

台 95 66

50
2-
3-1

やさし
いまち
づくり
推進事
業

障害福
祉課

障害者や高齢者をはじめ､
市民誰もが暮しやすい､ﾊﾞ
ﾘｱﾌﾘｰのまちづくりを推進
する｡

①横断地下道階段段差識
別塗装などの道路施設改
修の一部
②ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾀｳﾝﾏｯﾌﾟ(ﾊﾞﾘｱﾌ
ﾘｰ化地図情報)の管理

ﾊﾞﾘｱﾌ
ﾘｰ化工
事費

千
円

1,300 407

ﾊﾞﾘｱﾌ
ﾘｰ化工
事実施
箇所数

箇
所

3 2

51
2-
3-1

発達支
援あん
しんﾈｯ
ﾄﾜｰｸ事
業

子育て
支援課

子どもの個性と能力を引
き出し､自立に向けた支援
と保護者の不安感等の軽
減を図るとともに､保育園
等の対応力の向上を目指
す｡

･特別な配慮を要する子ど
もが在籍する保育所等へ
訪問し助言指導を行う｢に
こにこ園訪問｣を実施す
る｡
･保護者が子どもの情報を
記録整理するための｢はぐ
くまﾌｧｲﾙ｣の活用を促進す
る｡
･発達に関し支援を行う関
係者が一堂に会し､情報共
有と具体的な支援方法を
検討する｢地域発達支援会
議｣を開催する｡

園から
の要請
に基づ
き実施
した｢
にこに
こ園訪
問｣の
訪問施
設数

施
設

104 104

園訪問
時の助
言内容
を保護
者懇談
に活用
できた
割合

% 100 未実施

52
2-
3-2

地域福
祉推進
事業補
助金､
生活支
援体制
整備事
業

福祉政
策課

地域住民が主体となった､
効率的な地域福祉推進体
制の整備を図る｡

地域福祉ﾜｰｶｰを設置する
住民自治協議会に対し雇
用経費等の補助金を交付
することで､各地区の特性
に応じた地域福祉活動推
進体制の推進を図る｡

地域福
祉ﾜｰｶｰ
設置地
区数

地
区

32 31

介護予
防･生
活支援
検討会
の設置
地区数

地
区

32 24

53
2-
3-2

地域た
すけあ
い事業
補助金

地域包
括ｹｱ推
進課

高齢者･障害者等が住み慣
れた地域で安心して自分
らしく暮らし続けること
ができること｡

長野市社会福祉協議会及
び地区住民自治協議会が
実施する家事援助ｻｰﾋﾞｽと
福祉移送ｻｰﾋﾞｽの実施に要
する経費､及び福祉自動車
購入金を助成する｡

福祉自
動車購
入補助
台数

台 2 2

地域た
すけあ
い事業
(家事
援助+
福祉移
送､利
用件
数)

件 40,420 40,275
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｃ

令和元年度は死亡等による撤
去が15台と新規設置5台を上
回ったが､目標達成率は69%
だった｡

見
直
し
て
継
続

 日中ひとりで在宅となる重
度障害者の緊急時対応に備え
る仕組みのひとつであり､事
業の必要性は高い｡

2,113 1,580 4 3 4 2 3.25

Ｂ

これまでに障害者団体から改
善について要望があったが､
未実施となっている箇所につ
いて順次施工しており､これ
までのところ､各年度の予算
枠内で適切に実施されている
ものと考える ｡

終
了

平成29年度以降､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化工
事に係る予算措置は原則とし
て各施設所管課ごとにしてい
ることから､これに完全に移
行することで､本事業(障害福
祉課による予算措置)は終了
する｡

1,858 745 4 4 4 3 3.75

Ａ

にこにこ園訪問では要請の
あった全園に訪問ができてい
る(100%)｡また､園訪問の助言
内容については､平成30年12
月のｱﾝｹｰﾄでは､回答した全園
(90園)が園訪問時の助言を活
用(100%)している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

発達に支援を要する子どもや
その保護者に対して切れ目の
ない支援に繋げるため､引き
続き事業を着実に実施する｡

13,780 12,679 4 4 4 3 3.75

Ｂ

市内32地区中､31地区で地域
における福祉活動を推進する
役割を担う地域福祉ﾜｰｶｰが設
置されていること｡平成29年
度から新たに取り組んでいる
高齢者の生活支援体制整備に
向けた介護予防･生活支援検
討会が令和元年度24地区に設
置され､他の地区でも設置に
むけた準備に取り組んでいる
ことから概ね目標どおりとす
る｡

現
行
の
ま
ま
継
続

地域が主体となって､地域生
活課題を把握し､その解決に
向けた取り組みを行っていく
ことができるよう､その中心
的役割を担う地域福祉ﾜｰｶｰの
雇用経費を補助し､各地区に
おける地域福祉推進体制を整
備する必要がある｡

82,500 63,700 4 4 2 4 4 3.60

Ｂ

H30年度及びR元年度の実績に
ついて､ほぼ目標どおりとと
らえられることから「B」評
価とする。

見
直
し
て
継
続

超高齢社会の到来により、生
活に何らかの支援が必要な単
身高齢者が増加していくた
め、家事援助や通院・買い物
への付添等地域住民が主体と
なって実施する互助サービス
の充実が求められる。適正な
財源を確保しつつ、持続可能
な仕組みを構築する必要があ
る。

64,812 64,812
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

54
2-
3-3

生活困
窮者自
立支援
事業

生活支
援課

困窮の連鎖を防止するた
め､生活困窮世帯の子ども
に対する学習支援を推進
するもの｡

(1)対象者 生活保護世帯
及び生活困窮世帯の小･中
学生及び高校生(高校生世
代)
(2)内容 学習支援､進学支
援､修学支援
(3)形態 施設型､派遣型
(訪問型)
(4)実施回数 施設型､月2
回､1回5H以内 派遣型､月2
回､1回2H

受講者
数 人 54 45

高校進
学者 人 - 8

55
2-
3-3

法外援
護事業

生活支
援課

それぞれが自立を目指し
た活動を促す｡

①保育所新規入所児童､小
中学校等の入学児童､中学
校卒業生徒などの支度費
の支給
1人につき､
 ･保育所新規入所児童
10,000円
 ･小中学校等の入学児童
7,000円
 ･中学校卒業生徒
10,000円
②授産施設利用者への通
所費用の一部支給(身体障
害者､精神障害者)
･1日あたり交通実費の1/2
の額(250円限度)

授産施
設利用
者の月
額平均
工賃

円 - 集計中

授産施
設利用
者への
通所費
用の一
部支給
額(月
額)

円 3,000 3,172

56
2-
4-1

ながの
ﾍﾞｼﾞﾗｲ
ﾌ宣言
推進事
業､糖
尿病の
発症･
重症化
予防の
徹底事
業

保健所
健康課

糖尿病等の生活習慣病を
予防し､健康寿命を延伸す
る｡

･宣言の普及啓発
･青年期糖尿病予防講座の
開催
･｢ﾊｯﾋﾟｰかみんぐ｣市民実
践講座
･健康出前講座
･30才の歯周疾患検診
･｢ﾍﾞｼﾞﾗｲﾌ応援店｣登録の
推進
･糖尿病重症化予防保健指
導

H30:啓
発ﾘｰﾌ
ﾚｯﾄの
配布数
H31:ﾍﾞ
ｼﾞﾗｲﾌ
応援店
登録数

店 200 137

国保特
定健診
受診者
のうち
HbA1c6
.5%以
上の割
合の減
少

% 減少 14

57
2-
4-1

がん検
診事業

保健所
健康課

がん検診により早期にが
んを発見し､早期の治療に
つなげ､がんによる死亡数
を減らす｡また､医療費の
削減につなげる｡

･国が示す｢がん検診の指
針｣に基づき検診ごとに対
象者､受診間隔等を設定し
て実施｡
･職場の健康保険等による
受診機会のある人は対象
外｡
･検診により日時･会場を
指定して検診車等で実施
する集団健診と､医療機関
で受診する個別検診のい
ずれか｡

検診受
診率
(全が
ん検診
の受診
率の平
均)

% 50 12

精密検
査受診
率
(全が
ん検診
の受診
率の平
均)

% 90 88

58
2-
4-1

後期高
齢者保
健指導
事業

高齢者
活躍支
援課

できる限り長く自立した
日常生活を送ることがで
きるよう､健康の保持と疾
病の重症化を予防する｡

健診結果､医療情報等を活
用し､低栄養防止及び生活
習慣病の重症化予防の観
点から､重症化ﾘｽｸの高い
対象者を絞り､訪問保健指
導を行う｡

保健指
導対象
者のう
ち指導
を実施
した割
合

% 80 71

受診勧
奨判定
値該当
者で医
療機関
未受診
者の割
合

% 55 65
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ
毎年､参加者数が増加してい
る｡

現
行
の
ま
ま
継
続

現行の枠組みで継続｡適宜､見
直していく｡

58,915 3,800 4 4 4 4 3 4 3.83

Ｂ
成果･効果の指標に合致し､か
つ目標額に近い｡

現
行
の
ま
ま
継
続

補助額は減少傾向にあるもの
の生活保護法によらない市独
自の援護であることから､生
活に困窮し､生活保護を受給
する世帯が増加している中､
生活保護法の扶助基準では不
十分､または対象とならない
支出への支援が求められてい
るため､継続する｡

2,038 1,701 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｃ

応援店の登録件数は目標に及
ばなかったが､令和元年度の
まちづくりｱﾝｹｰﾄでは､本宣言
の野菜から先に食べる｢ﾊｯﾋﾟｰ
かみんぐ1｣について10代､20
代を除くすべての年代で5割
以上の方が実践している結果
であり､普及が進んでいる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

健康寿命の延伸を図るために
は､自覚症状がない段階から
自分のからだの状態に気づ
き､市民自らが主体的に予防･
健康づくりに取り組めるよ
う､継続的に普及啓発する必
要があるため｡

2,931 2,121 4 3 4 3.67

Ｃ

精検受診率は､概ね国が示す
目標値に近い実績となってい
るが､検診受診率は､最も高い
大腸がん検診でも約20%(R1)
で､国が示す目標の50%を大幅
に下回っている｡また､無料ｸｰ
ﾎﾟﾝ事業や受診勧奨､休日検診
等を実施しているものの､低
下傾向が続いているため｡

見
直
し
て
継
続

がん検診は安心して暮らせる
健康づくりには欠かせないも
のであり､今後も国の指針に
基づき､検診の有効性や社会
の動向等を注視しつつ､実施
内容を見直しながら継続す
る｡

199,329 198,715 4 2 2 2.67

Ｂ

 事業初年のため､保健指導に
あたる人材の育成等準備を要
したものの､全体の保健指導
実施率は目標値の88.4%､成
果･効果目標についても84.2%
であることから､B評価とし
た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 保健指導を通じ､潜在的な疾
病の早期発見や自身の健康意
識の高まり等につながり､健
康寿命の延伸に期待できる｡
また､国においても､高齢者の
特性を踏まえた保健事業の推
進を求めていることから､今
後も継続して実施していく｡

3,472 3,040 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

59
2-
4-2

おたふ
くかぜ
ﾜｸﾁﾝ接
種に対
する助
成事業

保健所
健康課

未来ある子どもたちのお
たふくかぜのﾜｸﾁﾝの予防
接種が済んでいること

･対象者1歳以上2歳未満
･助成額3,000円を上限
･市内医療機関等で実施
2回接種のうち､初回接種
に対して1人につき1回を
助成

助成数 人 - 2,887

医療機
関から
の患者
報告数

人 減少 5月確定

60
2-
4-3

救急医
療提供
体制整
備事業

医療連
携推進
課

市民がいつでも安心して､
必要に応じた医療を受け
られように医療提供体制
を維持する｡

救急医療の提供体制を整
備するため､急病ｾﾝﾀｰ･在
宅当番医の委託､病院群輪
番制病院への補助等を実
施する｡

･急病ｾﾝﾀｰ(市内3か所)
長野市民病院･医師会急病
ｾﾝﾀｰ
厚生連南長野医療ｾﾝﾀｰ篠ﾉ
井総合病院･
医師会急病ｾﾝﾀｰ
厚生連長野松代総合病院
急病ｾﾝﾀｰ
･在宅当番医(医科･歯科)
･病院群輪番制病院(長野
医療圏内の7病院)

休日初
期救急
医療の
提供
(在宅
当番
医､歯
科急
患)

機
関
数

- 987

夜間初
期救急
医療の
提供
(急病ｾ
ﾝﾀｰ)

日 365 365

61
2-
4-3

医療安
全支援
ｾﾝﾀｰ運
営事業

保健所
総務課

･苦情や相談に対して納得
してもらい､市民の医療に
関する不安を解消する｡
･市民の医療に対する信頼
を高める｡
･より安全で適正な医療が
提供できるようにする｡

･医療相談窓口での電話相
談､面接相談の実施｡
･医療従事者の医療安全意
識の理解を深め､患者･市
民の医療に対する信頼を
確保するため資質向上を
目的とした医療安全研修
会を開催する｡
･相談や不満の改善に向け
医師会や医療機関の相談
担当関係者と連携し対応
する｡

医療機
関への
情報提
供や医
療安全
に関す
る医療
従事者
向け研
修会の
開催

回 1 1

相談や
助言に
納得し
たと思
われる
人の割
合

% 90 91

62
2-
4-3

特定健
康診査
費事
業､特
定保健
指導事
業

国民健
康保険
課

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑの該当者
及び予備群の割合を減少
させ､生活習慣病の発症及
び重症化を防ぐことで､医
療費の適正化を図る｡

･30歳代の国保被保険者を
対象に委託医療機関でﾒﾀ
ﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑに着目した
健診を実施する｡
･健診結果から､ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝ
ﾄﾞﾛｰﾑの該当者及び予備群
に対し保健師等が個別の
保健指導を実施する｡
･重症化のﾘｽｸが特に高い
者には受診勧奨を行う｡

30歳代
の国保
健診受
診率

% 22 14.9
保健指
導実施
率

% 40 50.5

63
2-
4-3

福祉医
療費給
付事業

福祉政
策課

受給者が福祉医療費を受
給することにより､必要な
時に医療を安心して受け
ることができ､健康の保持
と生活の安定が得られて
いる｡

(1)支給対象者  子ども､
障害者､ひとり親家庭の親
と子
(2)支給対象額 保険診療
の自己負担分
(3)主な控除額  ①高額療
養費　②公費負担医療
③付加給付　④受給者負
担金1ﾚｾﾌﾟﾄあたり500円

受給者
数(平
均)

人 67,000 66,774
受診件
数 件 810,000 825,201
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ
おたふくかぜは数年に一度の
流行期があるが､患者数の減
少を目指していく｡

現
行
の
ま
ま
継
続

日本小児科学会では国へ定期
予防接種化を要望しているな
ど､国の定期化の検討の中で
も優先順位が高いものである
ため､令和元年度から接種希
望者に対する助成事業とし
た｡

9,000 8,750 4 4 4 4.00

Ａ
必要とする休日､夜間の救急
医療体制を24時間365日切れ
間なく､提供できた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

引き続き､市民の夜間･休日の
急病等に対応するため､医療
提供体制を確保する必要があ
ることから､現在の体制を維
持していく｡

102,365 - 4 3 4 3.67

Ｂ
相談者の納得度は平成29年度
よりは低いが昨年より上昇
し､目標は達成できている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市民の医療に関するﾆｰｽﾞに対
応し､医療従事者の資質の向
上に寄与するために行政によ
る医療相談の継続は必要であ
る｡

3,126 3,087 4 4 4 4.00

Ｂ

保健指導実施率は目標値を大
きく上回ったが､健診受診率
は目標値には至らなかったた
めBとした｡

見
直
し
て
継
続

ｱｳﾄｶﾑ評価が不十分なため､評
価を行い､より効率的かつ効
果的な実施方法を検討して実
施する｡

11,487 6,958 4 2 4 3.33

Ｂ

受診件数がほぼ想定どおりで
あることから､｢概ね目標どお
り｣とした｡
  (注:平成30年度は､8月に子
どもの福祉医療費の現物給付
化に伴い13ヶ月分の支給と
なっており､ ｢乳幼児等｣の受
診者数を12ヵ月分に補正して
いる｡)

現
行
の
ま
ま
継
続

市民ﾆｰｽﾞも高く制度が定着し
ていることから､現行制度の
維持に努めていくこととする
が､国では医療保険制度の改
正など幾つかの動きがあり､
それらについて情報収集をし
ながら､制度のあり方につい
て検討を進めていく｡

2,210,625 2,184,152 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

64
2-
5-1

人権教
育啓発
事業

人権･
男女共
同参画
課

あらゆる差別や人権侵害
をなくし､市民と行政が一
体となって｢すべての人が
人間として尊重され､心豊
かな生活を送ることがで
きる明るく住みよい社会
を築く｣こと｡

･各住民自治協議会に､区
や地域公民館等を単位と
した研修会及び住民集会
を開催してもらうため､人
権教育指導員の養成､講師
の派遣や情報の提供､資料
の提供等の支援
･ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞｵ放送等による
啓発､啓発標語･ﾎﾟｽﾀｰの募
集､啓発ﾋﾞﾃﾞｵ･DVDの貸出
し､啓発資料の配布など人
権尊重意識の普及啓発

住民自
治協議
会にお
ける研
修会及
び住民
集会実
施回数

回 500 集計中

｢互い
の個性
や立場
を尊重
し合え
る地域
であ
る｣｢人
権問題
につい
て理解
を深め
ようと
してい
る｣と
思う人
の割合

% 50、60 33、52

65
2-
5-1

人権啓
発･相
談事業

人権･
男女共
同参画
課

心配事や悩み事を早期解
消し､安心で暮らしやすい
社会を目指す｡

心配ごと悩みごと相談室
を開設し､相談者自身が人
権尊重の意識を持ち､自ら
問題を解決することがで
きるよう指導助言を行う｡
(開設頻度:毎週 月､水､金
曜日の3日間)

相談室
の開設
回数

回 140 141
相談件
数 件 200 210

66
2-
5-2

男女共
同参画
ｾﾝﾀｰ運
営事業

人権･
男女共
同参画
課

男女がともに､あらゆる分
野においてその人権が尊
重され､個性と能力を発揮
し､共に責任を分かち合う
男女共同参画社会の実現
を目指す｡

･女性活躍推進等､男女共
同参画に係る企画講座等
を実施し､様々な機会を捉
えた啓発を行う｡
･地域､学校､企業におい
て､男女共同参画ｾﾐﾅｰを開
催し､男女共同参画社会形
成や固定的役割分担意識
を見直すための啓発を行
う｡

企画講
座及び
男女共
同参画
ｾﾐﾅｰの
開催回
数

回 45 43

企画講
座及び
男女共
同参画
ｾﾐﾅｰの
参加者
数

人 2,300 1,603

67
2-
5-2

男女共
同参画
促進ｻ
ﾎﾟｰﾄ事
業

人権･
男女共
同参画
課

市民団体等が男女共同参
画に関する自主的な活動
を企画･実施することで､
市民が男女共同参画を身
近な課題として捉え､理解
を深めることを促進する｡

市民団体等から男女共同
参画に関する自主的な事
業を公募し､補助金を交付
して当該事業を推進する｡

ｻﾎﾟｰﾄ
事業募
集回数

回 2 2
ｻﾎﾟｰﾄ
事業応
募者数

件 8 7

68
3-
1-1

太陽光
発電ｼｽ
ﾃﾑ普及
促進事
業補助
金

環境保
全温暖
化対策
課

補助金終了 補助金終了

太陽光
発電ｼｽ
ﾃﾑ設置
者への
補助件
数

件 552 489

住宅用
太陽光
発電に
よる
CO2削
減量
(当該
年度の
新たな
削減
量)

t-
CO2
/年

1,573 1,367
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｃ

住民自治協議会における研修
会及び住民集会の実施回数は
例年目標に届かず､また総合
計画市民ｱﾝｹｰﾄ結果から見る
と､人権意識の醸成が進んで
いないと考えるため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

いまだ同和問題等人権課題は
山積し､人権が尊重される社
会の形成には至っていない｡
一層の人権意識の向上を図る
ためにも､家庭､地域等あらゆ
る場での人権教育啓発を推進
していく必要がある｡

15,883 12,983 4 4 4 2 4 4 4 3.71

Ａ

相談件数について目標を上回
り､相談室も予定どおり開設
できていることから｢目標を
上回る｣と評価した｡

現
行
の
ま
ま
継
続

生活ｽﾀｲﾙの変化や少子高齢化
の進行で､今後､様々な人権に
係る問題の増加が想定され
る｡｢誰もが･気軽に･安心し
て｣利用できるような相談者
に寄り添った窓口のﾆｰｽﾞは高
くなることが想定され､人権
尊重の意識向上を図っている
中､いまだ人権侵害の事例は
多く､継続していくことが必
要である｡

837 693 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｃ

各住民自治協議会に男女共同
参画ｾﾐﾅｰの開催を依頼し､ま
た､地域公民館にはｾﾐﾅｰ開催
のために職員を派遣する旨告
知したが､参加者数の増には
至らなかった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

固定的役割分担の意識は向上
してきているが､未だ男女共
同参画社会という言葉の意味
を知っている市民の割合は低
い｡男性が依然優位な立場に
あり､女性の社会参画や活躍
が不十分な状況が見られる｡
男女共同参画社会の実現に向
けて､引き続き企画講座や男
女共同参画ｾﾐﾅｰを開催し､啓
発を継続していく必要があ
る｡

12,247 11,524 4 4 4 2 4 4 3.67

Ｂ

活動指標の｢ｻﾎﾟｰﾄ事業募集回
数｣は目標を達成しているが､
成果指標の｢ｻﾎﾟｰﾄ事業応募者
数｣については目標を下回る
結果となった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

男女共同参画を推進する上
で､市民の意識の向上は不可
欠である｡自ら事業の企画を
実施することで市民団体等
は､その理解をより深めるこ
ととなる｡また､市民自らの企
画に伴い､市民の課題意識が
さらに深まるため｡

500 140 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

昨年､一昨年よりも補助件数
及びCO2削減量ともに増加し
たものの､目標値には届かな
かった｡しかし､直近2年の中
では最大の設置件数及びCO2
削減量であり､太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑの普及促進に大きく寄与し
たといえる｡

終
了

設置費用の低廉化､市民の省ｴ
ﾈ意識の向上による設備の普
及により､令和元年度をもっ
て現行の制度を終了した｡

27,600 23,252 4 4 4 3 4 3 2 3.43
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

69
3-
1-1

太陽熱
利用ｼｽ
ﾃﾑ普及
促進事
業補助
金

環境保
全温暖
化対策
課

補助金終了 補助金終了

太陽熱
利用ｼｽ
ﾃﾑ設置
者への
補助件
数

件 40 37

住宅用
太陽熱
利用ｼｽ
ﾃﾑによ
るCO2
推計削
減量
(当該
年度の
新たな
削減
量)

t-
CO2
/年

35 35

70
3-
1-1

小水力
発電事
業

環境保
全温暖
化対策
課

大岡小･中学校への発電電
力の供給を行い､経費削減
を図るとともに､環境学習
会等を実施し､長野市の環
境保全の一助とする｡

発電した電力は､大岡小･
中学校へ供給し､余剰分は
FIT制度を活用し売電を行
うとともに､小水力発電設
備の定期点検等による維
持管理を行う｡

ｲﾍﾞﾝﾄ･
講習会
開催回
数

回 3 3

大岡
小･中
学校の
電力削
減量/
参加･
受講者
数

kWh
/人

20,67
4／70

5,974
／74

71
3-
1-1

電力の
地産地
消ﾓﾃﾞﾙ
事業

環境保
全温暖
化対策
課

市内の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを
活用した発電所から市有
施設の電力を購入するこ
とで､電力料金の削減､地
産地消､CO2の削減､環境教
育など複数の効果を得る
ことを目指す｡

･｢いいづなお山の発電所｣か
ら市役所第二庁舎の電力購入
は3年間の事業で一定の効果
が見られたため､さらに3年間
事業継続
･新たに､長野広域連合ごみ処
理施設｢ながの環境ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝ
ﾀｰ｣から市立小･中学校､高校
で使用する電力の購入を開
始｡ﾓﾃﾞﾙ事業を通じて､電気の
大切さやごみ処理など､児童･
生徒への身近な環境学習に生
かす｡
･両事業を通じて､CO2排出量
や電気料金削減にもつなげ
る｡
事業期間:平成31年4月から令
和4年3月までの3年間

電力購
入ﾓﾃﾞﾙ
事業数
(件)

- 2 2

電力購
入施設
CO2削
減量
(t)

- 2,973
集計
中

72
3-
1-1

電気自
動車
(EV)充
電設備
設置ﾓ
ﾃﾞﾙ事
業

環境保
全温暖
化対策
課

電気自動車などの普及環
境を整備し､電気自動車な
どの普及促進を図る｡

｢道の駅中条｣に設置した
電気自動車用急速充電器1
台の維持管理
･充電設備利用状況の把握
･定期的に現場確認､清掃
･維持権利金の申請
･維持管理業務委託契約事
務
･ｻｰﾊﾞｰ利用に関する契約
事務

定期点
検の実
施

回 1 1
充電設
備利用
台数

台 1,030 1,297
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

令和元年度は､補助件数が目
標よりも少なくなってしまっ
た｡これは､予想よりも強制循
環型の申請件数が多く､予算
終了となったもので､補助件
数は減少したものの､CO2推計
削減量は目標値を達成でき
た｡

終
了

設置費用の低廉化､市民の省ｴ
ﾈ意識の向上による設備の普
及により､令和元年度をもっ
て現行の制度を終了した｡

3,400 3,400 4 4 4 3 4 3 2 3.43

Ｂ

24時間発電が可能な設備では
あるが､気象条件や電力会社
の工事等により小水力発電を
停止しなければいけない時間
帯が多かった分と､令和元年
12月の水位計の故障のため､
実績が伸びなかった｡しかし､
講習会･ｲﾍﾞﾝﾄ等における事業
の周知を通じて､環境教育は
図られている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

･小水力発電は､比較的安定し
た電力を得られる再生可能ｴﾈ
ﾙｷﾞｰであり､大岡小中学校の
電力削減に寄与するととも
に､環境学習の面においても
活用が可能なため｡

806 745 2 4 4 4 4 4 3 3.57

Ｂ

計画時より電力の使用量が
減ったため､H28年度から3年
間の｢いいづなお山の発電所｣
からの電力購入によるCO2削
減量は､約78%の達成率であっ
た｡R元年度から｢ながの環境ｴ
ﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ｣も加わったため目
標値を上げている｡実績値は
集計中であるが､概ね目標値
を達成する見込みである｡

現
行
の
ま
ま
継
続

事業の効果検証のため､R3年
度までのﾓﾃﾞﾙ事業としてい
る｡それまでの期間の実績を
分析･評価し､事業の方向性を
検討する｡

- - 4 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ

成果指標の実績値は年々増加
しており､利用台数が増加し
ている｡電気自動車の普及が
進んでいることが伺える｡ま
た､本体に不具合が起こった
場合も24時間電話ｻｰﾋﾞｽによ
り､問題なく利用が可能と
なっている｡

見
直
し
て
継
続

長野､白馬を結ぶ観光ﾙｰﾄ上で
当該設備のほかに充電設備が
無いことや､道の駅に設置さ
れていることから､観光客等
の利用も見込まれるため､日
本充電ｻｰﾋﾞｽによる充電ｲﾝﾌﾗ
普及支援金による支援により
運用する中で､事業効果の検
証を行う｡また､同施設の維持
管理費用の補助期間満了後に
ついて､方針を検討していく｡

796 796 3 4 4 4 4 2 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

73
3-
1-1

市有施
設ﾃﾞﾏﾝ
ﾄﾞ監視
装置導
入事業

環境保
全温暖
化対策
課

最大電力抑制による業務
用電力契約の適正化や見
える化による電気使用量
の削減を図る｡

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ監視装置を導入し､
電力使用の適正化と省ｴﾈ
効果の見える化に取り組
む｡年2回電力使用量の分
析を行い､結果に基づく省
ｴﾈｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行う｡

導入施
設数
(累計)

箇
所

98 98

導入施
設の電
力使用
量削減
(導入
前との
比較)

% 5 集計中

74
3-
1-1

地球温
暖化防
止活動
推進ｾﾝ
ﾀｰ補助
金

環境保
全温暖
化対策
課

市民･事業者が温暖化対策
の意義や具体的な方策を
理解し､実践する｡

長野市地球温暖化防止活
動推進ｾﾝﾀｰを啓発拠点と
して指定し､ｾﾝﾀｰが行う地
球温暖化対策の重要性や
具体的取組の紹介､市民･
事業者の相談等の事業に
対して補助金を交付する｡

ｲﾍﾞﾝﾄ･
講習会
開催回
数

回 25 35
参加･
受講者
数

人 1,000 2,095

75
3-
1-1

温暖化
防止企
画･調
査事業

環境保
全温暖
化対策
課

市民･事業者･行政が協力
して､温暖化防止の施策を
取り組むことで､将来市民
の健康で文化的な生活が
確保できる｡

･｢長野市地球温暖化対策
地域推進計画｣及び｢長野
市役所温暖化防止実行計
画｣の推進
･温室効果ｶﾞｽ排出量の把
握(算定)
･再ｴﾈ､省ｴﾈなどの利用と
普及拡大に関する調査･研
究
･温暖化の影響についての
情報収集
･温暖化の現状と具体的な
対策に関する啓発

長野市
地球温
暖化対
策地域
推進計
画評価
会開催

回
数

2 2

市域の
温室効
果ｶﾞｽ
年間排
出量

千
t-
CO2
/年

-
2,205
（H28

）

76
3-
1-1

温暖化
防止企
画･調
査事業
(耕作
放棄地
等のｿﾙ
ｶﾞﾑ活
用調
査)

環境保
全温暖
化対策
課

本事業の社会実装化によ
り､耕作放棄地の解消を図
るほか､地域のｴﾈﾙｷﾞｰの地
産地消を含めた温室効果
ｶﾞｽの削減や､地域産業･雇
用の創出を目指す｡

事業ﾓﾃﾞﾙの実証･構築段階
から､実の食品利用を中心
に社会実装段階に移行し
つつあり､流通環境整備や
商品化の拡大､講習会等を
通じて栽培者の増加を図
る｡また連携中枢都市圏構
想に位置付け､高山村､飯
綱町､須坂市が参加してい
る｡それに応じて多量に生
じる茎葉の活用について､
ｷﾉｺ培地化･廃培地のｴﾈﾙ
ｷﾞｰ化について､ﾒﾀﾝ発酵の
ほか市内事業者による固
形燃料化についても検討
し､具現化を図る｡

栽培講
習会開
催回数

回
数

3 3
市内ｿﾙ
ｶﾞﾑ栽
培面積

a 581 集計中
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

成果指標の令和元年度実績は
5月下旬頃にまとまる予定で
あるが､取組み状況から概ね
目標を達成できると考える｡

現
行
の
ま
ま
継
続

設置施設にあっては､設置前
と設置後の電気料金比較で､
概ね2千万円の削減が図られ
ている｡新規の導入について
は､概ね終了しているが､導入
効果を維持､あるいは高めて
いく上で､事業の継続は必要
である｡

4,487 4,472 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ

講習会や体験ｲﾍﾞﾝﾄ等､温暖化
対策に関する情報発信を実施
しており､1,000人を超える市
民に参加･体験していただい
ている｡

見
直
し
て
継
続

地球温暖化防止のためには､ｾ
ﾝﾀｰを拠点とした市民･事業者
への啓発活動を継続強化する
必要がある｡気候変動への市
民の関心が高まる中､市によ
る再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ補助制度は
廃止となったが､ｾﾝﾀｰの活動
によって機運を逃すことな
く､より積極的に啓発を実施
していく｡

8,500 8,500 4 4 4 3 3 4 3 3.57

Ｂ

 計画の進捗評価等に関して
概ね予定どおり実施したほ
か､再ｴﾈ(木質ﾊﾞｲｵﾏｽ等)調査､
適正な太陽光ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの運
用､市民(事業所)に対する
COOL CHOICEへの賛同呼びか
け等啓発活動を実施した｡温
室効果ｶﾞｽ排出量は電力の排
出係数の変動により影響する
が､H26以降は減少している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 推進計画及び実行計画に基
づく施策･事業を着実に実施
する必要がある｡また､温暖化
をめぐる状況は常に変化して
おり､温室効果ｶﾞｽ削減に向け
た新たな施策を講じていく必
要があるため､施策展開に必
要な調査･研究等を継続して
行っていく｡

1,764 1,641 4 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ

 栽培講習会の開催､民間事業
者による子実の流通環境の整
備､ﾏｽﾒﾃﾞｨｱによる本事業のPR
効果などにより､ｿﾙｶﾞﾑの栽培
面積が前年に比べ増加したた
め

見
直
し
て
継
続

平成25年度から、信州大学と地域自
立型循環モデル構築について研究を
進めてきた。栽培面積の増加や、流
通環境の整備が進んだこと、茎葉の
エネルギー化の目処が立ちつつある
ことなどの成果を踏まえ、また連携
中枢都市圏構想の計画期間が終わる
ことから、信州大学との共同研究に
ついては令和２年度をもって終了と
する。しかしながら、子実の活用、
茎葉のエネルギー化等、事業全体の
社会実装に当たっては、更なる栽培
面積の拡大や事業全体の認知度の向
上等を、その成果を踏まえながら、
大学とともに、民間事業者の取組を
支援していく。その上で、作物栽培
奨励部局（農林部）や商品開発・販
売促進部局（商工観光部）などへの
所管変更などを検討していく。

492 492 4 4 4 4 4 4 4 3 3.88
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

77
3-
1-2

30･10
食べき
り啓発
事業

生活環
境課

30･10運動が市内全域で実
践されている｡

長野県､長野ｴｺ活動推進本
部との連携による｢あるを
尽くして残さず食べよう
30･10運動｣を推進する｡

30･10
運動
知って
ますか
ｱﾝｹｰﾄ
調査

回 1 1

｢知っ
ている
し実践
してい
る｣と
回答し
た割合

% 60 69

78
3-
1-2

ごみ分
別等啓
発･指
導事業

生活環
境課

環境負荷の低減､資源の有
効利用につなげる｡

･ごみｶﾚﾝﾀﾞｰ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ｢ご
みの出し方(保存版)｣､住
民説明会､出前講座等によ
りごみの減量及び分別の
徹底を図る｡
･事業所を訪問し､ごみの
分別を指導し､他事業所の
ごみ減量の取り組みを紹
介などする｡

家庭ご
み総量
(集団
資源回
収を含
む)

t 85,992 -

ﾘｻｲｸﾙ
率
(集団
資源回
収を含
む)

% 25 -

79
3-
1-2

生ごみ
減量対
策事業

生活環
境課

家庭の生ごみを堆肥化す
ることで､可燃ごみを減ら
し､持続可能な循環型社会
の構築を図る｡

①市内各地で生ごみ減量ｱ
ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを講師に生ごみ
自家処理講座を開催する｡
②各地区で開催する学習
会等に生ごみ減量ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰを派遣する｡生ごみの
有効活用を紹介するｶﾞｰﾃﾞ
ﾆﾝｸﾞ等講座を開催する｡

生ごみ
自家処
理実践
講座等
の受講
者数

人 1,160 858

受講
後､生
ごみ減
量のた
めに実
践でき
ること
がある
と答え
た人の
割合

% 75 73

80
3-
1-2

資源回
収報奨
金

生活環
境課

資源物の団体回収を実施
する登録団体を対象に､資
源回収を実施することに
より､再資源化を促進し､
ごみの分別徹底やごみ減
量とﾘｻｲｸﾙ意識の向上を図
るとともに､地域の環境活
動の活性化を促す｡

再生利用可能な資源物(古
紙類､缶類､布類及びﾋﾞﾝ
類)の回収を行った団体に
対し､資源業者への引渡し
量に応じて報奨金(6円
/kg)を､又､逆有償の場合
は取引額(上限額は段ﾎﾞｰﾙ
1円/kg､雑誌2円/kg､布類3
円/kg(H29年度~))を加算
し交付する｡

資源回
収実施
団体数

件 555 568
資源回
収量 t 10,601 9,968

81
3-
1-2

ごみ収
集運搬
事業

生活環
境課

市民及び地域の衛生的な
生活環境が維持されてい
る｡

安定的､効率的かつ適正に
集積所から収集し､処理施
設まで運搬する｡
資源物の拠点回収(ｻﾝﾃﾞｰﾘ
ｻｲｸﾙ)を行う｡

家庭ご
み収集
日数

日 303 303
家庭ご
み収集
運搬量

t 76,605 集計中
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

･｢実践している｣との回答の
目標が60%に対して69%と9ﾎﾟｲ
ﾝﾄ高かった｡
･街頭啓発について､上半期は
計画どおりに参加できたが､
下半期は台風第19号に伴う災
害廃棄物処理対応を優先し､
参加できなかった｡県と長野ｴ
ｺ活動推進本部により実施さ
れた｡これまで3者が連携して
合同で実施していたので､本
市が参加なしでも街頭啓発が
実施されたことは､連携事業
の強みである｡
･ｱﾝｹｰﾄ調査は､当初予定して
いなかったが､｢30･10運動｣庁
内展示に併せて行うことがで
きた｡

見
直
し
て
継
続

令和元年10月1日施行｢食品ﾛｽ
削減推進法｣において｢市町村
食品ﾛｽ削減推進計画｣の策定
が努力義務とされたことや本
市のごみ減量を更に推進する
ため､30･10運動のほかﾌｰﾄﾞﾄﾞ
ﾗｲﾌﾞ等を含めた食品ﾛｽ削減を
目的とした推進計画の策定に
ついて県､他自治体の動向を
見ながら検討する｡

754 580 2 4 4 3 3.25

Ｂ

･平成21年10月以後の家庭ご
み有料化後は､家庭ごみの減
少､資源化は着実に定着して
いる｡
･ﾘｻｲｸﾙ率は､回収する資源物
が減少してきていることか
ら､近年横ばいである｡

現
行
の
ま
ま
継
続

･家庭ごみの収集処理は市民
生活に必要不可欠なものと
なっている｡環境負荷の低減､
資源の有効利用といったこと
からもごみの減量やﾘｻｲｸﾙを
推進しなければならない｡
･家庭ごみに比べ減少率が低
い事業ごみについても減量
化､分別徹底の働きかけを引
き続き行う必要がある｡

26,586 27,032 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

･令和元年東日本台風に伴う
災害及び新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの蔓延
防止の方針に従い､複数の当
該講座が中止となったため､
各講座に参加予定だった合計
424人について不参加となっ
たことにより､目標に対して
実績が伴わなかったことを鑑
みて､この評価とした｡

見
直
し
て
継
続

現行の､生ごみ自家処理実践
講座､生ごみ減量ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派
遣制度及び生ごみ自家処理機
器購入費補助金の一体的な取
り組みは効果的であり､この
点については一定の成果を得
ることができていると考える
が､今後は､生ごみの発生抑制
の観点から､食品ﾛｽの削減に
ついて拡充すると同時に､生
ごみ減量啓発については､
SDGsの考え方に沿った内容や
表現に改め､いずれは事業主
体をNPO法人等にｼﾌﾄしていく
ことを見据え､今後の検討を
しながら継続していく｡

3,916 3,700 3 4 4 4 4 2 3.50

Ｂ

活動指標の実施団体数は目標
を若干下回っているものの前
年度より増加したこと､しか
しながら成果指標の資源回収
量は目標に対して6%程度下
回ったため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

･集団資源回収を通じて再資
源化を促進することにより､
ごみの減量と分別の徹底が図
られ､ﾘｻｲｸﾙ意識の高揚が期待
できること､加えて､地域ｺﾐｭﾆ
ﾃｨｰでは貴重な活動資金に
なっているところもあること
から､本事業を継続して実施
する｡

67,562 61,630 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ

ごみ集積所(ｻﾝﾃﾞｰﾘｻｲｸﾙによ
る資源物拠点回収を含む｡)に
排出されたごみ及び資源物
は､家庭ごみ収集運搬計画に
基づき､適正､迅速､効率的に
収集することができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ごみの収集運搬は､市民及び
地域の衛生的な生活環境を維
持するために欠かせないた
め､ｻﾝﾃﾞｰﾘｻｲｸﾙも活用し､安定
的､効率的かつ適正な収集を
継続すると共に､一層のごみ
減量･資源化を推進する｡

1,200,072 1,188,405 4 4 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

82
3-
2-1

ながの
環境
ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｼｯﾌﾟ会
議負担
金

環境保
全温暖
化対策
課

 市民･事業者･行政の三者
が連携協働し､地域に根差
した様々な環境保全活動
を推進し､日常生活･事業
活動で生じる環境負荷の
軽減を図る｡

 市民･事業者･行政のお互
いの長所を生かした連携
協働により､環境保全に寄
与する事業､個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
活動及びこれらの活動の
啓発活動を実施する｡

ながの
環境
ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｼｯﾌﾟ会
議会員
数

人 150 未確定

環境保
全活動
参加者
数(な
がの環
境ﾊﾟｰﾄ
ﾅｰｼｯﾌﾟ
会議参
加者
数)

人 4,500 未確定

83
3-
2-1

環境教
育事業

環境保
全温暖
化対策
課

子どもの環境保全意識を
高め､日常生活において保
全活動に積極的に取組む
姿勢を育成すること｡

市民や児童･生徒を対象と
した体験を通じて学ぶ環
境学習会等(森林博物館で
の動植物観察､川での水生
生物調査等)を開催する｡
教職員を対象とした義務
教育における環境教育の
充実を図るために研修会
(ごみ処理施設見学)を開
催する｡

環境学
習会参
加人数

人 200 499

市民意
識調査
の｢環
境活動
参加
者｣に
おけ
る､現
状値以
上の項
目数

項
目

6 5

84
3-
2-1

自然環
境保全
調査･
希少動
植物保
護事業

環境保
全温暖
化対策
課

豊かな自然環境のもとに
生物多様性が確保されて
いること｡

①長野市自然環境保全推
進委員からの活動報告書
による本市の自然保全状
況の把握及び記録として
活用するための保存
②希少動植物保護のため
の外来種の駆除
③大谷地湿原保全･再生手
法の実践及び影響調査と
検証
④生物多様性確保の取組
みの重要性や必要性の市
民への啓発

自然環
境保全
推進委
員活動
報告数

件 17 16

ｱﾝｹｰﾄ
による
市民意
識調査
｢豊か
な自然
環境が
保たれ
てい
る｣に
おい
て､肯
定的回
答割合
の合算
値

% 74 69

85
3-
2-2

環境美
化啓発
事業
(ﾎﾟｲ捨
て･歩
行喫煙
等防
止)

環境保
全温暖
化対策
課

きれいで快適に暮らせる
まちの実現

条例の周知啓発と巡回指
導
ﾎﾟｲ捨て等の現状調査(定
点調査)

地区環
境美化
活動の
ごみ回
収量

㎏ 21,500 16,263

ﾎﾟｲ捨
て吸い
殻本数
(月平
均本
数:長
野大通
り10ｶ
所)

本 70 116
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

 環境保全活動を広めていく
ため 会員加入を進め､会員を
増やすことができた｡各ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑによるｲﾍﾞﾝﾄ等を継
続して開催することで､当会
議の活動への理解が進み､参
画人数を増加させることがで
きた｡また､信州大学工学部の
地域環境演習に伴う学生の受
入や新たに創設したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ｻﾎﾟｰﾀｰ制度により事業者の協
働参画を得ることができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

持続可能な社会の構築を目指
し､引き続き､市民･事業者･行
政などの多様な担い手により
互いの長所を活かしながら協
働して環境保全活動を行って
いく｡また､広く市民に環境保
全活動の必要性や本会議の活
動内容を周知し､より多くの
市民･事業者の参画を促して
いく｡

1,000 1,000 4 3 4 4 4 4 4 4 3.88

Ｂ

 環境学習会において新たな
取組を行ったことで学習会の
参加人数が増加した｡また概
ね満足度が高い学習会を開催
できた｡まちづくりｱﾝｹｰﾄにお
ける参加度においては､1項目
のみ減少してしまったが､高
齢化により地域の清掃活動へ
の参加が難しくなっているこ
とが要因と考えられる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 まちづくりｱﾝｹｰﾄの結果から
も､子ども､成人及び事業所を
対象とした環境教育の充実が
求められており､市民的ﾆｰｽﾞ
が高い｡市民一人ひとりが環
境について理解を深め､環境
保全活動に積極的に取り組む
ことができるような機会の提
供が必要である｡

1,172 1,140 4 3 4 4 4 4 4 4 3.88

Ｂ

 自然環境保全推進員は精力
的に活動しており､活動報告
も概ね適正な回数がされてい
る｡
 ｱﾝｹｰﾄによる市民意識調査に
おける肯定的回答割合の合算
値は､微減で推移した｡

  

縮
小

･持続可能な自然環境の保全
方法を検討し､その上で､観光
施設等としての位置付けの
下､関係課､地域団体と協議
し､維持管理の段階に移行し
ていく｡
･外来生物については､新たな
侵入種への対処研修等を進め
る必要がある｡

7,548 6,873 4 3 4 4 4 3.80

Ｂ

住民自治協議会が主体となり
実施している地区清掃でのご
み回収量は､目標を達成して
いる｡たばこの吸い殻ｺﾞﾐは､
ﾎﾟｲ捨て禁止条例施行前に比
べ中心市街地全体では大幅に
減少しているが､施工後は鉾
倍状態にある｡

見
直
し
て
継
続

 実施内容の見直しを検討し､
新たなﾒﾃﾞｨｱなどの活用とよ
り効率的で､効果的な啓発事
業を実施していくとともに､
屋外喫煙所の設置により､点
在する吸殻入れの撤去を行っ
ていく｡

4,524 4,383 4 3 4 4 4 4 4 3.86
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

86
3-
2-2

長野ｴｺ
活動推
進本部
補助金

環境保
全温暖
化対策
課

ごみの減量分別による資
源化の推進と食品ﾛｽの削
減に取り組み､資源が循環
する社会形成を目指す

商工関係者が中心となり
設立された｢長野ｴｺ活動推
進本部｣と連携し､ﾎﾟｲ捨
て､歩行喫煙防止等の啓発
活動に加え､消費者･飲食
店等事業者双方への食品ﾛ
ｽ削減に向けた啓発活動を
行う｡

長野ｴｺ
活動推
進本部
会員数

団
体

100 未確定

事業系
ごみ年
間排出
量

t 39,115 未確定

87
3-
2-2

不法投
棄対策
事業

生活環
境課

不法投棄は犯罪であるこ
とを浸透させ､不法投棄の
減少を図り､地域の衛生的
な生活環境と豊かな自然
環境を保全する｡

不法投棄の特定が不可能
な一般廃棄物について回
収を行う｡また､ﾊﾟﾄﾛｰﾙの
実施､防止ﾈｯﾄや監視ｶﾒﾗの
設置を行うことにより不
法投棄されにくい環境を
整える｡さらには､不法投
棄防止のための啓発活動
を行う｡

不法投
棄ﾊﾟﾄ
ﾛｰﾙ日
数(職
員+民
間委
託)

延
べ
日
数

281 245
不法投
棄物の
回収量

㎏ 56,000 43,602

88
4-
1-1

自主防
災組織
強化事
業

警防課
 自主防災組織の災害対応
力の向上により､災害によ
る被害の軽減を図る｡

･自主防災組織の長及び防
災指導員を対象とした研
修会の実施
･災害対応や訓練の実施促
進のための必要物品の購
入
･自主防災訓練時の災害補
償のための費用

地区別
自主防
災組織
ﾘｰﾀﾞｰ
研修会
実施件
数

件 16 16
防災訓
練実施
率

% 100 69

89
4-
1-1

災害応
急対策
事業

危機管
理防災
課

災害に対する備えを充実
することにより､災害時の
被害を軽減し､市民の生
命･財産を守る｡

･住民､通勤･通学者､旅行
者など災害時の長野市滞
在者の安全を確保するた
め､災害時に必要となる食
料､飲料水､日常生活用品､
緊急資機材等必要な物資
等を計画的に備蓄する｡
･避難場所を示す標識を整
備する｡

主要9
品目の
備蓄品
等の購
入数

式 10,200 10,200

各備蓄
品の目
標数に
対する
現有備
蓄数の
割合

% 65 65

90
4-
1-1

洪水ﾊ
ｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟ作
成事業

危機管
理防災
課

洪水から人命を守るとと
もに被害を最小限とする｡

国及び県が管理する河川
の想定最大規模降雨に伴
う浸水想定区域図等に基
づき､洪水浸水想定区域､
洪水予報等の伝達方法､避
難施設及び避難経路等に
関する情報の周知等を行
うため､洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを
作成し､住民などに配布す
る｡

洪水ﾊ
ｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟ
ﾃﾞｰﾀ作
成及び
印刷･
配布進
捗率

%
印刷/
配布
100

100

洪水ﾊ
ｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟを
配布し
た世帯

数 163,496 163,496

91
4-
1-1

大規模
盛土造
成地ﾏｯ
ﾌﾟ作成
事業

建築指
導課

市民の防災意識の醸成を
促し､地震災害時の被害軽
減につなげる｡

地震発生により被害が生
じる恐れのある､大規模盛
土造成地を調査し､併せて
ﾏｯﾌﾟを作成･公表すること
で市民の防災意識の醸成
を促し､地震災害時の被害
軽減につなげる｡
･令和2年度:大規模盛土造
成地の危険度調査の実施

大規模
盛土造
成地の
調査と
点検

式 1 1

大規模
盛土造
成地や
点検結
果の住
民への
周知

式 1 1
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

長野商工会議所を中心に民間
事業者､商店会､慈善団体など
様々団体で構成されており前
身の｢ｸﾘｰﾝ長野推進本部｣を上
回る会員数となっている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

国の施策に対応した事業展開
を推進していくとともに､環
境配慮への意識向上の必要性
や本団体の活動内容を周知
し､より多くの市民･事業者の
参画を促していく｡また､発足
したばかりであるため､今後
の活動展開等を注視し､事業
効果を見極めていく｡

1,500 1,500 4 3 4 4 4 4 4 3.86

Ｂ

不法投棄防止のためのﾊﾟﾄﾛｰﾙ
や､防止ﾈｯﾄ･監視ｶﾒﾗの設置に
より不法投棄されにくい環境
を整えており､不法投棄箇所
数は減少している｡一方で､不
法投棄物の回収量は平成24年
度から減少傾向にあったが､
平成30年度に増加し､令和元
年度はﾊﾟﾄﾛｰﾙ日数が少なく
なったことから回収量も減少
している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

衛生的な生活環境と豊かな自
然環境の保全を図るために必
要な事業であり､継続するも
の｡

5,591 5,162 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

 自主防災組織ﾘｰﾀﾞｰ研修会
は､消防局の署､分署等の単位
で管内の自主防災組織を対象
に実施をしており､全ての署､
分署等で実施した｡
 自主防災訓練実施率につい
ては､全ての自主防災組織が
実施することを目標にしてい
るが､令和元年東日本台風に
より中止になるなど目標を達
成できなかった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 自主防災組織単独での訓練
に併せ､自主防災組織連絡協
議会等での訓練実施を促進
し､災害対応力の強化に加え､
連携力の強化を図る｡
 さらに､地域防災力の中核で
ある消防団との連携について
も強化を図る｡

6,636 6,221 4 4 4 4 4.00

Ｂ

災害用資機材の配備について
は､東日本大震災や熊本地震
の経験から､簡易ﾄｲﾚ､毛布を
はじめ長期避難に必要な生活
用品､ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰに配慮したﾌﾟﾗ
ｲﾍﾞｰﾄﾙｰﾑ等の主要9品目の備
蓄品等を購入するとともに､
多種多様化している防災用品
に対して､常に最新の情報を
得て備蓄資機材の充実を図っ
た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

令和元年東日本台風災害の検
証及び長野市防災ｱｾｽﾒﾝﾄによ
る被害想定に基づき､必要な
備蓄品の購入･配備を進め､避
難所生活を想定した生活必需
品を中心に備蓄していく｡

908,623 301,176 4 4 4 4 4.00

Ｂ
 当初の予定通り､洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞ
ﾏｯﾌﾟを作成し､全世帯に配布
が完了した｡

終
了

令和元年度に事業完了 17,761 17,742 4 4 4 4 4.00

Ａ

令和元年度に調査した結果市
内に39か所の大規模盛土造成
地があるという結果であっ
た｡この造成地にお住いの住
民は約150戸であり､対象とな
るすべてに住民に調査の経緯
や宅地の点検方法､今後の調
査予定などを盛り込んだﾘｰﾌ
ﾚｯﾄを年度内に配布すること
が出来た｡

終
了

39か所の大規模盛土造成地の
ﾏｯﾌﾟを公表周知及び点検を実
施し､その結果を住民にお知
らせすることで住民の防災意
識の啓発を図ることを目的と
していたことから､令和2年度
の点検結果をお知らせするこ
とで目的が達成できるため｡

8,500 7,216 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

92
4-
1-1

ﾌﾞﾛｯｸ
塀等除
却事業
補助金

建築指
導課

危険なﾌﾞﾛｯｸ塀等の倒壊に
よる通行人の被害を未然
に防止し､安全を確保す
る｡

･市街地の小学校周辺の一
斉ﾊﾟﾄﾛｰﾙ
･道路沿いの危険なﾌﾞﾛｯｸ
塀等の補助を平成30~令和
元年度に期間限定で拡充
  【除去】限度額10万円
  【設置】限度額5万円

危険ﾌﾞ
ﾛｯｸ塀
の除去
に対す
る補助
金の交
付件数

件 100 124 ‐ ‐ ‐ ‐

93
4-
1-1

住宅耐
震対策
事業

建築指
導課

今後発生が予想される大
規模地震に対して､住宅の
倒壊等による被害から市
民の生命､身体及び財産を
守る｡

これまでの取り組みに加
え､住宅耐震化緊急促進ｱｸ
ｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定し､対象
住宅の所有者にﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ
を送るなど直接的な働き
かけを実施｡

当該年
度に実
施した
木造戸
建住宅
の無料
耐震診
断件数

件 300 297 ‐ ‐ ‐ ‐

94
4-
1-1

住宅耐
震改修
事業補
助金

建築指
導課

今後発生が予想される大
規模地震に対して､住宅の
倒壊等による被害から市
民の生命､身体及び財産を
守る｡

これまでの取り組みに加
え､住宅耐震化緊急促進ｱｸ
ｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定し､診断
受診者にきめ細かなﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟを行い､耐震改修に結
び付ける取組みを実施｡

木造戸
建住宅
の耐震
改修工
事に対
する補
助金の
交付件
数

件 70 32 - - ‐ ‐

95
4-
1-1

特定既
存耐震
不適格
建築物
等耐震
診断事
業補助
金

建築指
導課

今後発生が予想される大
規模地震に対して､建築物
の倒壊等による被害から
市民の生命､身体及び財産
を守る｡

耐震診断が義務付けされ
た建築物の所有者に対し､
耐震診断結果の報告の命
令を実施

耐震診
断費に
対する
補助金
交付件
数

件 7 2 ‐ ‐ ‐ ‐

96
4-
1-2

火事を
なくす
る市民
運動事
業

予防課
火災予防､啓発活動を実施
し､市民の防火意識の高揚
と火災予防の推進を図る｡

1 ｲﾍﾞﾝﾄや訓練出向時にﾁﾗ
ｼ配布
2 各運動時､横断幕や懸垂
幕の設置
3 消防だより(広報ながの
3回実施)
4 標語入り防火ﾎﾟｽﾀｰ 応
募663点 防火標語871点

各種火
災予防
運動等
での車
両広報
回数
(回)

会
員
数

1,000 1,285
出火率
(%) % 3 3

97
4-
1-2

救急高
度化事
業

警防課
適切な救急救命処置を行
うことで､救命率の向上と
後遺症の軽減を図る｡

救急救命士の養成を行う
ために､救急救命士の養成
所である､救急救命東京研
修所及び大阪市消防局高
度専門教育ｾﾝﾀｰに､毎年3
名の養成者を派遣すると
ともに､資格取得後の研修
に使用する資器材の整備
を行う｡

救急救
命士の
養成

人 3 3

救急救
命士の
2名乗
車率

% 100 53
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

小学校周辺の一斉点検により
把握した810件の基準不適合
なﾌﾞﾛｯｸ塀のうち､約4割の298
件が直近2年間で除却･補強等
され､指導啓発や制度拡充の
効果が大きく現れている｡
一方で未改善の塀や学校周辺
以外のｴﾘｱで､まだ多くの危険
ﾌﾞﾛｯｸ塀が残存している｡

見
直
し
て
継
続

過去の地震時と比較して､こ
こ2年間は市民の関心が非常
に高まっている｡未だ多くの
ﾌﾞﾛｯｸ塀が市内に残存してい
る状況において､所有者への
適確な指導とあわせ､補助金
制度は除却促進に有効である
ことから､この機を逃さずに
運用等見直して継続する必要
がある｡

14,239 12,992 3 4 4 3.67

Ｂ

達成状況の評価は住宅の耐震
化率で評価した｡(※耐震化率
は実数として捉えることが難
しいため､既往の統計調査結
果等からの推計値としてい
る｡)
R2年度末目標耐震化率90%に
対して､R1年度末耐震化率は
84.4%｡
R1年度末時点で目標達成率は
93.7%である｡

見
直
し
て
継
続

この事業は､令和2年度までを
計画期間とする｢長野市耐震
改修促進計画｣に基づき実施
しているもので､耐震性を満
たしていない住宅は約23,000
戸余りあると推計されてお
り､目標の耐震化率には届か
ない状況のため､令和3年度以
降についても､現計画を延長
し､更なる住宅の耐震化の促
進に取り組む必要がある｡

22,302 21,586 3 4 4 3.67

Ｂ

達成状況の評価は住宅の耐震
化率で評価した｡(※耐震化率
は実数として捉えることが難
しいため､既往の統計調査結
果等からの推計値としてい
る｡)
R2年度末目標耐震化率90%に
対して､R1年度末耐震化率は
84.4%｡
R1年度末時点で目標達成率は
93.7%である｡

見
直
し
て
継
続

この事業は､令和2年度までを
計画期間とする｢長野市耐震
改修促進計画｣に基づき実施
しているもので､耐震性を満
たしていない住宅は約23,000
戸余りあると推計されてお
り､目標の耐震化率には届か
ない状況のため､令和3年度以
降についても､現計画を延長
し､更なる住宅の耐震化の促
進に取り組む必要がある｡

77,000 31,905 3 4 4 3.67

Ｂ

達成状況の評価は､多数の者
が利用する一定規模以上の建
築物等(特定建築物)の耐震化
率で評価した｡
R2年度末目標耐震化率95%に
対して､R1年度末耐震化率は
88.4%｡
R1年度末時点で目標達成率は
93.0%である｡

見
直
し
て
継
続

この事業は､令和2年度までを
計画期間とする｢長野市耐震
改修促進計画｣に基づき実施
しているもので､耐震性を満
たしていない特定建築物は約
150棟余りあると推計されて
おり､目標の耐震化率には届
かない状況のため､令和3年度
以降についても､現計画を延
長し､更なる建築物の耐震化
の促進に取り組む必要があ
る｡

10,978 2,800 3 4 4 3.67

Ｂ

出火率は昨年と比較し減少し
ており､目標値に近づけるこ
とができた｡これは､火災件数
の減少によるもので､特に原
因の上位を占めるたき火によ
る火災の件数を少なくするこ
とができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

住民の生命､身体を火災から
守るため､引き続き市民の安
全･安心な生活を守るため事
業を継続する必要がある｡

1,860 1,205 2 4 4 3.33

Ｂ

 毎年､計画的に救急救命士の
養成はできている｡しかし､複
数乗車については継続した養
成が今後も必要である｡

現
行
の
ま
ま
継
続

現行のまま継続して養成して
いく｡中長期的な観点から､年
齢構成を考慮しながら対応し
ていく｡

29,773 16,062 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

98
4-
1-2

消防団
装備整
備事業

警防課

消防団員の基本装備を充
実することにより､消防団
の組織力､活動安全性の強
化を図り､地域防災力の向
上を実現する｡

･新基準活動服､雨衣､災害
現場用長靴･編上靴､耐切
創手袋の配布
･無線資格取得の推進 ほ
か

消防団
装備品
(新基
準活動
服､雨
衣)の
配備数
累計
(着)

着 3,430
1,008/
2,580

消防団
員配備
品の配
備率
(%)
(新基
準活動
服･雨
衣)

% 100 0

99
4-
1-2

非常備
消防装
備整備
事業

警防課
消防車両と装備の機能維
持･強化を図り､市民の安
全･安心を確保する｡

消防活動に必要な消防車
両等(小型動力消防ﾎﾟﾝﾌﾟ
及び小型動力消防ﾎﾟﾝﾌﾟ付
積載車及び)の更新｡

小型ﾎﾟ
ﾝﾌﾟ及
び積載
車更新
台数

台 6 6 - - - -

100
4-
2-1

交通安
全教育

地域活
動支援
課

全市民に交通安全意識を
持ってもらうことで､交通
事故のない安心･安全な交
通社会を目指す｡

交通安全教育講師派遣制
度の実施
(1) 概要 市内教育施設や
お茶のみｻﾛﾝに交通安全教
育講師を派遣する｡
(2) 対象 全年代
(3) 内容 講話､腹話術､寸
劇等を取り入れた交通安
全教室

交通安
全教室
の実施

 
回･
人

150・
10,000

136・
8,801

人身交
通事故
発生件
数

件
前年
未満

1,114

101
4-
2-2

防犯灯
設置等
補助金

地域活
動支援
課

市民の安全安心を確保す
るため､自主防犯活動を推
進するための一つとして､
防犯灯の設置及び維持管
理費の財政支援を行うこ
とで､市民の安心感を醸成
する｡

行政連絡区等が設置又は
維持管理する防犯灯に係
る経費の一部を助成する｡

補助対
象防犯
灯数

灯 420 241
刑法犯
発生件
数

件
前年
比減

1,877

102
4-
2-3

消費生
活相談
事業

市民窓
口課

消費生活相談員の相談対
応能力の向上に伴い､事業
者(ﾄﾗﾌﾞﾙ業者)とのあっせ
ん件数が増加し､消費者被
害の防止､被害の回復につ
ながっている｡

･消費生活相談  2,203件
･各種広報媒体を使った啓
発
･出前講座の実施 (20会場
687人)
･生活知識講座の開催
･市民相談(法律､登記､公
証､税務､手続=910件)

消費生
活相談
のうち
通信販
売に関
する相
談

件 - 677

通信販
売(ｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄ
等)に
関する
被害認
知件数

件 70 59

-43-



評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ
必要な装備品の配備について
概ね計画どおりの配備ができ
ている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 地域における災害対応力を
確保するため､方面隊制移行
後の組織体制について検証を
継続して行うとともに､消防
団員の処遇改善､装備の充実
等､より一層取り組み､消防団
員の確保へ繋げる必要があ
る｡

23,533 24,562 4 4 4 4.00

Ｂ
更新計画に基づき､緊急防災･
減災事業債を有効に活用し､
計画的な更新を実施｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市民の生命､身体及び財産を
守るため､消防車両更新は必
要不可欠であり､極めて重要
な事業である｡消防力の充実･
強化を図るため､事故防止及
び体力負担の軽減を考慮した
装備及び車両の更新を継続し
ていく｡

16,896 16,758 4 4 4 4.00

Ｂ

 交通事故発生件数は､年々減
少傾向で推移し､成果目標は
達成してものの､交通事故全
体に占める高齢者死亡事故の
割合が約60%とここ数年横ば
いで推移している｡
 その理由の一つに､高齢者対
象の交通安全教室の講師派遣
申請数の減少があげられる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

現行の枠組みで継続するが､
既存の講師の意向を踏まえ､
後継者育成を含めた体制の強
化を図っていく｡

8,152 6,686 4 3 4 4 3.75

Ｂ

環境面や電気料を含む維持管
理にかかる経費削減を図るた
め､平成24年度から29年度に
かけてLED防犯灯推進期間を
設け､約95%の防犯灯をLED化
したことで､環境面はもとよ
り5年間で約2,500万円の電気
料削減効果を生み出し､かつ､
刑法犯発生件数もほぼ同数で
あるため｡

見
直
し
て
継
続

今後発生することが予測され
る灯具の大量更新に備え､市
及び行政連絡区の費用負担が
必要以上とならないようにす
るため｡

33,706 32,928 2 3 4 2 2.75

Ａ

 通信販売に関する相談が
年々増加している中､消費生
活相談員が積極的に事業者と
あっせんを行った結果､被害
を減少させることができた｡
[R1通信相談:677件]

現
行
の
ま
ま
継
続

 悪質商法や特殊詐欺の相談
件数が増加傾向にあり､更に
氾濫する情報の中で､市民自
らが知識や情報を収集し､世
代を問わず消費生活に関する
知識を身につける必要がある
ことから､｢出前講座を拡充｣
して自立した消費者の育成と
消費啓発を図る｡
 早期にｾﾝﾀｰ相談員の人員体
制を整える｡

17,229 15,527 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

103
5-
1-1

長野市
版運動
ｻｰｷｯﾄ
普及事
業

学校教
育課

小学校低学年から運動好
きな子どもを育成するた
め､体力の向上と運動習慣
の形成を図る｡

平成30年度､令和元年度で
ﾓﾃﾞﾙ校6校､普及推進校7校
へ補助金を交付し､運動ｻｰ
ｷｯﾄの環境整備を行い､ｻｰ
ｷｯﾄ事業導入による成果
(運動好きな児童の増加な
ど)を市内小･中学校に情
報提供した｡
本事業については､令和2
年度をもって終了とし､新
たな事業展開を検討する｡

補助金
交付校
数

校 14 11

ｻｰｷｯﾄ
事業に
取り組
んだ学
校の授
業以外
の1週
間の運
動時間
が60分
以上の
児童生
徒の全
国平均
比

%

全国
比を
上回
る

小5男
112.1
　 女
111.5

104
5-
1-1

学校図
書館運
営事業

学校教
育課

学校図書館運営に必要な
環境整備と資料･蔵書の充
実を図るとともに効果的
な学習の場をつくり､児童
生徒の豊かな人間性と確
かな学力を育成する｡

･学校図書館運営の実務を
担う学校司書の配置に係
る人件費等
･図書等購入に係る予算の
配当
･ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟによる学校
司書実務のﾏﾆｭｱﾙ作成
･学校司書資質向上を目的
とした研修内容の検討と
実施

学校司
書対象
研修の
実施回
数

回 6 6

一日の
読書時
間が｢
10分以
上｣と
答えた
児童･
生徒の
割合

%

小6
67.0
中3

52.2

小6
67.0
中3

55.4

105
5-
1-1

地域発
活力あ
る学校
づくり
推進事
業

学校教
育課

児童生徒が発達段階に応
じた多様性ある集団で学
びあえる豊かな教育環境
の構築

1活力ある学校づくり検討
委員会による審議
2連携推進ﾃﾞｨﾚｸﾀｰの配置
 (1)地域の特色ある文化
や歴史を学ぶ教育活動の
促進
 (2)学校と地域の連携･協
働の促進
 (3)小･中交流事業や合同
行事､合同授業等の促進
 (4)教員の相互交流や授
業乗り入れ等の促進
3連携事業移動手段の調
整･確保に係る支援
4答申内容の周知及び保護
者等との対話の促進

連携推
進ﾃﾞｨﾚ
ｸﾀｰの
配置人
数

人 8 8

少子化
に対応
した子
どもに
とって
望まし
い教育
環境の
在り方
の審議
結果に
ついて
説明し
た地区
数(32
地区)
及び小
学校区
数(54
校)

個
所

86 61

106
5-
1-1

学校教
育管理
事業

学校教
育課

中学校教員の部活動指導
に係る負担を軽減する｡

教職員の働き方改革を推
進するため､中学校の部活
動顧問に外部の人材を部
活動指導員として任用し､
中学校教員の負担軽減を
図る｡

部活動
指導員
の配置
人数

人 7 7

部活動
指導員
の指導
時間

時
間

2,100 1,929

107
5-
1-1

学校教
育管理
事業

学校教
育課

児童生徒の自尊感情を高
め､将来の自身の成長や子
育てについて積極的に考
える力をつける｡

赤ちゃんとその母親が､親
子で小･中学校を訪問し､
子どもたちが実際に赤
ちゃんとふれあい､また､
母親から赤ちゃんが生ま
れたときなどの話を聞く
ことで､親の思いやりの気
持ちや自分の大切さ･周り
の仲間の命の大切さを考
える機会とする｡

事業学
級数

学
級

45 67 - - - -
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

全校を対象とした全国体力･
運動能力･運動習慣等調査の
結果､ｻｰｷｯﾄ事業に取り組んだ
学校(2校)の前年度との比較､
全国比いずれも小学5年生男
女ともに上回っているため｡

見
直
し
て
継
続

運動ｻｰｷｯﾄ事業の補助は手上
げ方式で実施しているが､全
ての学校から要望が出ている
わけではないため､第三期し
なのきﾌﾟﾗﾝと照らし合わせ､
新たな事業に展開していく｡

780 690 4 4 4 4.00

Ｂ

･児童･生徒の読書への興味向
上と図書館機能の充実､学校
司書の力量向上を目的とした
研修や実施回数も考慮しなが
ら総合的に成果を測定する｡
･79校中76校の小･中学校が全
校一斉読書週間を実施するな
ど､学校における取組は定着
しつつあるが､令和元年度の
全国学力･学習状況調査にお
いて｢一日の読書時間が｢10分
以上｣と答えた児童･生徒の割
合｣は､小･中学生ともに前年
度の調査実績を下回ってい
る｡

見
直
し
て
継
続

児童生徒の読書活動･学習活
動をさらに促進するため､学
校図書館の機能の充実と学校
司書の力量向上に努める｡

118,797 111,298 4 4 4 4.00

Ｃ

･活力ある学校づくり検討委
員会からの答申(H30.6)及び
小･中学校の在り方調査研究
特別委員会からの委員長報告
(H30.9)を受け､平成31年1月
の住民自治協議会理事会にお
いて地域や保護者に審議結果
を説明することの了承を得
た｡その後､各地区での説明を
進め､市内全32地区の住民自
治協議会への説明を完了した
とともに､市内小学校区への
説明を進めている｡

見
直
し
て
継
続

活力ある学校づくり検討委員
会からの答申を受け､未就学
児及び児童生徒の保護者との
｢新たな学びの場｣に関する対
話に取り組み､それぞれの地
域にあった豊かな教育環境の
構築を目指すとともに､これ
までの連携事業(学校連携､地
域連携等)の定着状況を鑑み
ながら､段階的に連携推進ﾃﾞｨ
ﾚｸﾀｰの配置を縮小していく｡

21,229 20,817 4 4 3 4 3.75

Ｂ

配置した7校では､年間平均
275.6時間を部活動指導員に
指導していただくことがで
き､顧問の教員の負担軽減に
つながった｡

拡
大

教員の負担軽減につながって
おり､中学校からも多くの希
望が寄せられているため｡

- 3,089 4 4 4 4.00

Ｂ

実施校数を調整しながら､当
該事業の普及率を高め､子ど
もたちのｷｬﾘｱ教育向上を図る
ことができたため｡

見
直
し
て
継
続

平成29年度から実施を継続し
ている学校のほかに､新たに
実施を希望する学校があるこ
とから､実施校の拡大を検討
する必要がある｡

1,005 1,024 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

108
5-
1-1

国際理
解教育
推進事
業

学校教
育課

英語の4技能(聞く､話す､
読む､書く)を活用できる
ｸﾞﾛｰｶﾙな子どもを育成す
る｡

令和2年度の小学校ALTは､
中学校から配置換えで1名
増員し､常勤10名､ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
7名の体制とする｡小学校
の英語授業については､小
学3~4年に100%､5~6年には
30%の割合で､ALTが参加す
る｡また､訪問する学校を
固定化し､授業時間以外の
給食や清掃､休み時間等で
も児童と触れ合える体制
にする｡

小学校
ALTの
活用人
数

人

常勤
9

パー
ト 7

常勤
9

パー
ト 7

学校評
価ｱﾝｹｰ
ﾄにお
ける
ALT授
業の満
足度

% 61 49

109
5-
1-1

情報教
育推進
事業

学校教
育課

･GIGAｽｸｰﾙ構想の推進に向
けて､教員のICT機器を活
用した指導力の向上を図
るとともに､児童生徒の情
報活用能力の育成を図る｡
･教員の働き方改革をさら
に進め､教員の事務負担の
軽減と子どもと向き合う
時間を確保し､教育の質の
向上を図る｡

･教育ｾﾝﾀｰの研修の充実や
ﾒﾃﾞｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの効果的な
派遣等により､教員のICT
機器を活用した指導力の
向上や児童生徒のICT活用
を指導する能力の向上を
図る｡
･情報処理基盤としての校
務支援ｼｽﾃﾑ等の利用推進
を行い教職員の校務の削
減を図る｡

ﾒﾃﾞｨｱ
ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀ 派
遣件数

件 350 402

教員の
自己評
価とし
てICT
機器を
活用し
て指導
できた
と思う
者の割
合

% 83 76

110
5-
1-1

小学校
市費教
員管理
/中学
校市費
教員管
理

学校教
育課

柔軟な校内体制づくりを
行うことで､長野市の子ど
もたちの｢知･徳･体｣をﾊﾞﾗ
ﾝｽよく伸ばす｡

令和2年度事業(案)
(1)配 置 校:15校
(2)配 置 数:17人(学校間
の兼務を含む)
(3)契約期間:1年間
(4)雇用形態:臨時的任用
職員(12人)､ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計
年度任用職員(5人)

市費教
員の配
置人数

人 19 18
複式学
級数

学
級

‐ ‐

111
5-
1-2

心の教
育推進
事業

学校教
育課

 子どもたち一人ひとりが
自立し､主体的に社会参加
できる環境をめざす｡

 ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰを活用し
学校におけるｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ会
議を推進することにより､
児童生徒の心理状態や学
級の様子を把握し､不登校
の未然防止を図る｡
 また中間教室では､集団
生活への適応や基礎学力
の補充､ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰによる
心理面の支援等を行い学
校復帰を含めた社会的自
立をめざす｡

中間教
室適応
指導員
の研修
回数

回 18 18

中間教
室にお
ける学
校復帰
率

%
小60
中50

小
23.8

中
47.6

112
5-
1-2

国補･
特別支
援教育
体制整
備推進
事業

学校教
育課

一人一人の教育的ﾆｰｽﾞに
応じた適切な支援の下､安
心して学習に取り組んで
いる｡

(1)特別支援教育巡回相談
員の派遣
(2)医療的ｹｱを行う特別支
援教育支援員(看護師)の
配置

特別支
援教育
支援員
(看護
師)の
配置人
数

人 34 34

医療的
ｹｱが必
要な児
童生徒
に対す
る看護
師の配
置率

% 100 100
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｃ

成果指標には､平成30年度か
ら実施する学校評価ｱﾝｹｰﾄの
結果を採用しているが､令和
元年度において､前年を下回
る結果となった｡要因として
は､ALTの増員や退職等にとも
なう､年度当初及び年度途中
のALTの配置換え等があった
ことが影響していると考えら
れる｡

拡
大

英語授業のﾋﾞｼﾞｮﾝに沿って､
ALTが､小学校3~4年の英語授
業の100%に､5~6年の英語授業
の60%に参加するとともに､授
業以外の時間でも児童と日常
的に触れ合うことができるよ
う､効果的な配置を検討し､必
要に応じて更なる増員を要求
していく｡

99,427 99,427 4 3 4 3.67

Ｂ

ICT機器を活用した授業を支
援するﾒﾃﾞｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの派遣
については､派遣件数が伸び
ており支援体制基盤の確立が
できていると考える｡しかし
ながら､教員のICT活用指導力
については､自己評価の割合
が一昨年度の水準を回復する
ことができておらず､これに
ついてはﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育指導
についての不安感が表れてい
ると考えられる｡

拡
大

GIGAｽｸｰﾙ構想の実現を図るた
め､ﾒﾃﾞｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの派遣･教
育ｾﾝﾀｰでの研修を通じ､教員
のICT機器を活用した指導力
向上を目指す｡
また､働き方改革を実現する
ために､校務支援ｼｽﾃﾑ等によ
る校務の削減を進める｡

201,702 201,009 4 2 4 4 3.50

Ｂ

小規模校におけるきめ細やか
な指導の充実に寄与してきた
ため｡
今後は､複式学級編制におけ
る指導を含め､長野市活力あ
る学校づくり検討委員会答申
に基づく教育環境の充実を目
指して活用する｡

見
直
し
て
継
続

長野市活力ある学校づくり検
討委員会答申(平成30年6月)
を尊重し､多様性ある集団の
中での学びの環境構築を目指
す中で､令和3年度から長野県
が定める学級編制基準による
複式学級編制とする｡令和3年
度以降は､各校における複式
学級編制による授業の完成度
等を注視するとともに､新た
な配置基準を基本とする市費
教員配置を行う｡

87,961 75,063

Ｃ

 中間教室に在籍した児童生
徒86名のうち36名(小学生21
名中5名､中学生65名中31名)
が再び登校できるようになっ
たが､全体としては目標を下
回った｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 引き続きｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰやｽ
ｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等の専門家を活用
しながら､不登校の未然防止
を図るとともに､中間教室に
おいては､通室生の学校復帰
を含めた社会的自立をめざ
す｡

26,517 24,587 4 4 4 4 4.00

Ｂ
医療的ｹｱの必要な児童生徒に
対して看護師を配置すること
ができたため

現
行
の
ま
ま
継
続

医療的ｹｱの必要な児童生徒に
対して切れ目のない支援を行
うため､看護師資格を有した
特別支援教育支援員を適正に
配置していく｡また､国の通知
により令和2年度から医療的ｹ
ｱ運営協議会を設置し､医療の
専門家からの助言を聞きなが
ら適切な支援を行う｡

51,772 46,917 4 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

113
5-
1-2

特別支
援教育
推進事
業

学校教
育課

一人一人の教育的ﾆｰｽﾞに
応じた適切な支援の下､安
心して学習に取り組んで
いる｡

(1)特別支援教育支援員の
配置
(2)新設特別支援学級 消
耗品･備品の購入

特別支
援教育
支援員
の配置

人 121 121 - - - -

114
5-
1-2

教育相
談事業

教育ｾﾝ
ﾀｰ

様々な特性を持った児童･
生徒が適切な教育支援を
受けられるようにする｡
また､児童･生徒や保護者
等が抱える様々な悩みや
不安の解消を図る｡

様々な特性を持った児童･
生徒の個々に応じた支援､
適切な就学を判断するた
め､面接､行動観察及び諸
検査を通して､教育支援委
員会との連携のもと､指導
助言を行う｡
また､窓口相談員が来所及
び電話による相談を行う｡

就学相
談の受
付件数

件 - 506

教育支
援委員
会で望
ましい
就学判
定をし
た件数

件 - 433

115
5-
1-3

家庭教
育力向
上事業

家庭･
地域学
びの課

子どもが家庭や地域に育
まれ､思いやりの心と基本
的な生活習慣を身に付け
ることで､健全に育つ｡

･全公民館で親子で学べる
｢親子学級｣､全保健ｾﾝﾀｰで
親が学べる｢家庭の学び講
座｣を家庭教育講座として
実施する｡
･小･中学校のPTAが主催し
た家庭教育力向上研修会
に対して､奨励金を交付す
る｡
･｢長野市大人と子どもの
心得八か条｣､｢啓発ﾘｰﾌﾚｯ
ﾄ｣を､小･中学校児童･生徒
へ配布する｡

親子学
級の開
催回数

件 390 377

家庭･
地域･
学校が
連携し
て､子
どもの
学びや
育ちを
支えて
いる
(総合
計画市
民ｱﾝｹｰ
ﾄ指標)

割
合

1 1

116
5-
1-3

青少年
対策事
業

家庭･
地域学
びの課

青少年が正義感､倫理観な
どを持ち､主体性や社会性
のある自立した人間に成
長する｡

①成人指導者の派遣及び
成人指導者の会研修会の
開催
②長野市子ども会ﾘｰﾀﾞｰ研
修会の開催
③子ども会ｷｬﾝﾌﾟの開催

長野市
子ども
会ﾘｰ
ﾀﾞｰ研
修会の
参加者
数

人 100 115
ｼﾆｱﾘｰ
ﾀﾞｰ数 人 10 18

117
5-
1-3

青少年
団体育
成補助
金

家庭･
地域学
びの課

地域等での異なる年齢の
子どもとの交流や世代間
交流を通じて様々な体験
を行い､子どもたちが健や
かに成長する｡

子どもわくわく体験事業
補助金として､子ども会育
成会､住民自治協議会､地
域公民館､PTA､青少年育成
団体等が行う子どもの体
験活動事業に対し､補助金
を交付する｡

子ども
わくわ
く体験
事業補
助金未
交付地
区(住
民自治
協議
会)へ
の訪問
地区数

地
区

9 7

補助金
活用地
区数
(全32
地区)

地
区

26 23

118
5-
2-1

｢歌と
健康ｾﾐ
ﾅｰ｣･
「NAGA
NOｺｰﾗ
ｽ･ﾌｪｽ｣
事業

家庭･
地域学
びの課

高齢者が新たな活動の場
を得て､元気に活躍をして
いる｡

･定期公演等をしていない
団体に､文化ﾎｰﾙ等で発表
の場を提供し､交流を図
る｡
･合唱を通して仲間づくり
や健康づくりに関心を持
たせるｾﾐﾅｰを実施する｡

｢
NAGANO
ｺｰﾗｽ･
ﾌｪｽ｣参
加者数
(出演
者+一
般観覧
者)

人 200 144

｢
NAGANO
ｺｰﾗｽ･
ﾌｪｽ｣参
加者数
(一般
観覧
者)

人 70 58
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

学校の実態に応じた特別支援
教育支援員の人数を､目標ど
おり配置することができたた
め｡

現
行
の
ま
ま
継
続

様々な特性を持った児童生徒
数が年々増加している中で､
適正に特別支援教育支援員を
配置するよう努めていく｡

131,453 124,832 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

 申請のあったすべての就学
相談について､必要な観察･検
査等を行い､保護者との合意
形成を経て教育支援委員会へ
の資料提供による支援を行っ
た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

これまでどおり､申請に基づ
き所要準備を行い､教育支援
委員会で審議し､適切な就学
判断をする｡これまでどおり､
窓口相談を行う｡

30,024 30,024 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

活動指標は､令和元年東日本
台風の影響もあり目標値を下
回ったが､成果指標は､目標を
達成したため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

家庭の教育力の低下や地域と
のつながりの希薄化に歯止め
をかけるために､長野市全域
での事業の実施及び事業の周
知を継続していく｡

300 105 4 2 4 4 3.50

Ａ
研修会の参加者数､ｼﾆｱﾘｰﾀﾞｰ
数ともに目標を達成すること
ができたため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

長野市子ども会ﾘｰﾀﾞｰ研修会
の参加者数とｼﾆｱﾘｰﾀﾞｰ数がと
もに増加しているため､引き
続き参加者数が増加するよう
にPRの方法等を工夫しながら
継続していく｡

1,794 1,544 4 2 4 2 3.00

Ｂ

補助金の未交付地区住自協へ
は､Eﾒｰﾙ等で周知案内をして
きたが､H30年度からは､直接
訪問して､周知を図ることと
した｡評価の理由は､補助金を
活用した地区数については､
中止や補助対象外事業もあっ
たが､概ね目標を達成するこ
とができたため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

子どもわくわく体験事業補助
金は､有効活用していただい
ているため､更なる周知､PRに
努め､継続する｡

3,800 2,858 4 2 4 4 3.50

Ｂ

令和元年東日本台風の影響に
より2団体が出演を辞退した｡
出演者数は減少したが､ｺｰﾗｽ･
ﾌｪｽ､ｾﾐﾅｰの内容を工夫したこ
とにより､新規の参加者(一般
観覧者)が増加したため､評価
は､概ね目標どおりとした｡

現
行
の
ま
ま
継
続

｢ｺｰﾗｽ･ﾌｪｽ｣｢ｾﾐﾅｰ｣の参加者
や受講者のﾆｰｽﾞを取り入れ､
年度ごとに事業内容の見直し
を行っており､少しずつであ
るが認知されはじめているこ
とから､本事業の継続は必要
と考える｡

392 166 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

119
5-
2-1

成人学
校事業

家庭･
地域学
びの課

個々人の豊かな生活を育
み､学びの成果をもって､
地域づくりにおける主体
的な活動･活躍の実現を目
指す｡

･学習成果の発表の場を設
け､市民の学習意欲の醸成
を図る｡
･自主的なｻｰｸﾙ化への支援
を行う｡

講座開
催数 回 380 344

講座成
立数 % 100 90

120
5-
2-1

公民館
管理運
営事業

家庭･
地域学
びの課

一人一人が自己の人格を
磨き､豊かな人生を送る｡

各種学級･講座の開催､ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ･ｻｰｸﾙへの活動場所の
提供､展示会等の開催､各
種団体や機関等との連絡

学級･
講座･
集会開
催数

回 2,500 2,256

受講者
ｱﾝｹｰﾄ
におけ
る｢満
足｣｢や
や満
足｣の
割合

% 100 99

121
5-
2-1

生涯学
習ｾﾝﾀｰ
管理運
営事業

家庭･
地域学
びの課

市民､市民ｸﾞﾙｰﾌﾟ､各種団
体､学校､企業などの学習
ﾆｰｽﾞに応え､生涯を通じて
の生きがいや自己実現､学
んだ知識を家庭･地域活動
などに活かす一助とする｡

研修会･各種ｾﾐﾅｰ･講演会･
作品展示会などの学習室
の貸出､放送大学長野ﾌﾞﾗﾝ
ﾁとしての利用､生涯学習
情報の提供｡自主企画講座
(教えて常識塾､ﾄｲｰｺﾞｾﾐ
ﾅｰ､親子わくわくﾌｪｽﾀ､地
域人材育成講座､経済ｾﾐ
ﾅｰ)生涯学習だよりの発
行｡ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(まなびいの
ﾍﾟｰｼﾞ)での学習情報提供｡

生涯学
習ｾﾝﾀｰ
の年間
利用者
数

人 205,200 190,386

自主企
画講座
の受講
者数

人 1,968 2,612

122
5-
2-1

地域公
民館建
設事業
補助金

家庭･
地域学
びの課

自治活動･社会教育活動の
場である地域公民館の整
備に対して補助を行い､地
域の経済的負担を軽減す
る｡

自治活動や社会教育活動､
防災の拠点となる施設の
維持を支援することで地
域住民間のつながりを深
め､地域の活性化および安
全安心な地域づくりにつ
なげる｡

補助金
交付件
数

件 45 41 - - - -

123
5-
3-1

長野市
芸術館
運営事
業

文化芸
術課

長野市芸術館を運営する
ことで､文化芸術振興を図
る｡

長野市芸術館の管理及び
指定事業の運営について
指定管理者である(一財)
長野市文化芸術振興財団
に委託する｡管理運営にあ
たっては､指定管理者と連
携を密に行う｡

年間施
設利用
者数

人 246,000 194,168
平均稼
働率 % 70 65
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

講座内容の充実を図った結
果､講座成立率は全体の9割以
上であるため､概ね目標どお
りとして評価した｡

現
行
の
ま
ま
継
続

講座内容､開設時間の工夫を
行うとともに､講座運営の一
部は､受講者が行うなど､地域
づくりにつながる自主的な参
加意欲も見えることから､本
事業は継続する必要があると
考える｡

19,049 15,355 4 3 2 3.00

Ｂ

令和元年東日本台風の影響に
より､公民館､交流ｾﾝﾀｰが避難
所となり､講座の開催も中止
したことを受け､開催数は若
干減少したが､満足度も高い
ことから､概ね目標どおりと
評価した｡

現
行
の
ま
ま
継
続

地域に根差した生涯学習の機
会を提供しており､地域づく
り･地域振興等も含め､あらゆ
る世代に広く利用されている
ことから､本事業は継続する
必要がある｡

414,645 347,432 4 2 4 2 3.00

Ｂ

令和元年度年間利用者数は
190,386人で目標である
205,200人に達しなかったが､
自主企画講座受講者数は
2,612人(全38講座)で前年を
上回る市民に受講いただい
た｡貸室利用率59.0%で令和元
年度東日本台風及び新型ｺﾛﾅ
ｳｨﾙｽ感染拡大の影響により前
年度より低下した｡

見
直
し
て
継
続

･生涯学習の拠点施設として､
市の施策を取り入れた講座の
企画実施や公民館の講座企画
の相談窓口等､中央公民館的
な指導的施設とする｡
･市民が集うことにより中心
市街地活性化の一翼を担う場
として事業を実施する｡

50,902 49,992 2 4 2 4 3.00

Ｂ

地域公民館は自治活動の拠点
であり､行政と地域を結び両
者が協働していく上で欠かす
ことのできない役割を担って
いる｡地域の協力によって成
り立つ行政にとって､これら
地域拠点の維持に対して補助
を行うことは､市政運営に大
きく寄与していると考えられ
る｡令和元年度は目標を45件
としていたが､災害特例分4件
を含む地域の要望41件全てに
応えることができた｡

見
直
し
て
継
続

自治会等から新築にかかる補
助要望や､市議会から補助金
予算の増額要望が出されてい
ることから､需要が多く補助
金の廃止は困難である｡人口
減少など今後予想される地域
課題等に対応しながら継続す
る｡

31,218 29,847 4 2 4 2 3.00

Ｃ

年間施設利用者数は目標値を
下回っているが､年々増加し
ており､令和元年度は平成30
年度と比べて14,299人の増と
なっている｡
平均稼働率も目標値を下回っ
ているものの､練習室等の利
用が好評であり年々上昇して
いる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

令和元年度からの第二期指定
管理に当たり､財団では｢文化
芸術を通した活動の進化と深
化-ともに成長-｣を新たなﾃｰﾏ
に掲げ､より市民に寄り添っ
たわかりやすい事業展開を計
画している｡財団との連携を
さらに強化し､本市の文化芸
術振興の拠点施設として運営
を継続する｡

399,092 388,953 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

124
5-
3-1

街角に
芸術と
音楽が
あるま
ちづく
り事業

文化芸
術課

市民の文化芸術活動の推
進

･表参道芸術音楽祭(GWで
賑わう中心市街地で市民
団体が一堂に会した発表
と鑑賞)
･街角ｱｰﾄ&ﾐｭｰｼﾞｯｸ(年間を
通じて市内のあちこちで
発表と鑑賞)
･ｱｰﾃｨｽﾄ･ｻｰｸﾙﾊﾞﾝｸ(ｱｰﾃｨｽﾄ
やｻｰｸﾙと市民を結ぶ)

街角ｺﾝ
ｻｰﾄ出
演団体
数

団
体

160 213
街角ｺﾝ
ｻｰﾄ観
客数

人 18,000 21,008

125
5-
3-1

野外彫
刻なが
のﾐｭｰ
ｼﾞｱﾑ事
業

文化芸
術課

野外彫刻を鑑賞する市民･
来訪者に対し､身近で芸術
文化にふれる機会を提供
するとともに､彫刻の持つ
芸術性を生かし､文化の薫
り高いまちづくりを行う｡

年次計画による作品の修
繕､ﾒﾝﾃﾅﾝｽを行い､既存の
作品を活用した野外彫刻
めぐり､写真ｺﾝﾃｽﾄ入賞作
品展示を実施する｡

野外彫
刻めぐ
り参加
者数

人 100 77

野外彫
刻めぐ
りの満
足度

% 80 87

126
5-
3-2

伝統芸
能継承
事業､
伝統芸
能こど
もﾌｪｽ
ﾃｨﾊﾞﾙ
事業

文化芸
術課

次世代への伝統芸能の継
承と世代や地域を超えた
交流

ながの獅子舞ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの
開催
伝統芸能継承事業補助金
の交付
令和元年度より伝統芸能
こどもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙを開催

獅子舞
ﾌｪｽﾃｨ
ﾊﾞﾙ出
演団体
数

団
体

75 81

市内伝
統芸能
団体の
活動率

% 90 100

127
5-
3-2

重要伝
統的建
造物群
保存地
区保存
整備事
業

文化財
課

国の重要伝統的建造物群
保存地区に選定された戸
隠中社･宝光社地区におい
て､所有者等が実施する保
存事業に補助金を交付し
て経済的理由による伝統
的建造物の滅失を防ぐ｡

修理､修景､復旧に対して
6/10~9/10の範囲で補助金
を交付する｡修景について
は､上限額設定あり｡令和2
年度は､補助事業2件
(43,044千円)に交付予定｡

保存事
業補助
金交付
件数

件 4 4

伝統的
建造物
滅失件
数

件 - -

128
5-
3-2

ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱ活動
推進事
業

文化財
課

文化施設を積極的に活用
することで､施設利用者の
拡大を図り､文化財に対す
る意識の高揚につなげる｡
また､利用する側もその活
動を通し文化財への愛着
を深め､次世代への継承
と､創造につなげる｡

博物館ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ組織(松代
文化財ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの会)によ
る文化施設の解説､旧白井
家表門での湯茶のおもて
なしなどの活動や､文化財
の調査とその成果報告書
の発行及び管理事務所と
の協働によるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの
開催を通して､文化施設の
有効活用と､文化財を支え
る人材を育成する｡

活動総
人数 人 5,500 7,885

案内者
数 人 35,000 20,324

129
5-
3-2

文化財
保護補
助金

文化財
課

指定等文化財の所有者･管
理者による適正な管理及
び継承｡

法､県条例及び市条例の規
定により指定､選択又は選
定された､指定文化財の修
復復元及び環境整備､無形
文化財の保存に要する経
費に対して補助金を交付
する｡
また､伝統環境保存区域内
における伝統環境を構成
している建造物等の修理
修景事業等に対して､その
費用の一部を補助をする｡

補助金
交付件
数

件 60 47

文化財
保護活
動参加
者数

人 5,800 6,348
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

応募枠を超える申し込みがあ
るほか､新規団体の参加もあ
ることから､市民ﾆｰｽﾞの高さ
と今後の発展に期待が持てる
ため

現
行
の
ま
ま
継
続

市民ﾆｰｽﾞは高く､今後も発表
の場を求めている市民団体が
多いため､継続して実施する｡

8,225 8,218 4 4 3 3.67

Ｂ

野外彫刻めぐり参加者数に関
しては､令和元年東日本台風
の影響で開催が1回減となっ
たため目標を下回ったが､全
体で154名の参加応募があっ
た｡満足度は目標を上回る結
果となった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

市内全域を美術館になぞらえ
た｢野外彫刻ながのﾐｭｰｼﾞｱﾑ｣
構想に基づく本事業は､既存
の野外彫刻を利活用していく
ことへ方針を変更しているこ
とから､当面現行のまま継続
する｡

2,661 2,577 4 4 3 3.67

Ａ

成果指標は平成29年度が基準
であり評価するには時期尚早
であるが､獅子舞ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ参
加団体数が目標を上回るほ
か､伝統芸能継承事業補助金
も予算を超える応募があるた
め

現
行
の
ま
ま
継
続

神楽･獅子舞に限らず､幅広い
ｼﾞｬﾝﾙの伝統芸能の継承に取
り組む必要がある｡

10,079 9,256 4 4 4 3 3.75

Ａ

補助金交付により伝統的建造
物の適切な保存が図られた｡
令和元年度は､茅葺屋根､主屋
などの修理を行い将来にわた
る保存が可能となった｡また､
石垣修理及び庭園復旧により
戸隠地区の魅力ある町並みを
高め､交流人口の増加にも寄
与している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

本補助金は貴重な伝統的建造
物の滅失を防ぎ歴史的町並み
の維持向上を図る上で効果的
であり､地域からも本補助金
の利用希望が多数寄せられて
いる｡伝統的建造物群保存地
区の保存整備は地域住民との
協働による息の長い事業展開
が不可欠であり､今後も現行
のまま継続としたい｡

42,275 40,039 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

平成28年度には､NHK大河ﾄﾞﾗﾏ
｢真田丸｣の影響から､真田宝
物館･真田邸･文武学校への入
場者数合計が629,041人と過
去最高を数えた｡これに伴い
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動数､案内者数がと
もに増加し､利用者からも多
数の礼状などがあり､満足度
を高めた｡しかし､29年度以降
は､団体利用者の減などによ
り､案内者数は減少傾向にあ
る｡

現
行
の
ま
ま
継
続

多様化する利用者(観光客)ﾆｰ
ｽﾞに対応した質の高いｻｰﾋﾞｽ
と､CS(顧客満足)を提供する｡
文化財と文化財の魅力を市民
が自らの手で守り､次世代に
継承していくことが重要であ
る｡

5,418 3,870 4 4 2 4 3 3.40

Ｂ

指定文化財等の修復･復元及
び環境整備､無形文化財保護
事業等に対し補助金を交付し
た｡特に修復･復元については
多額の費用が必要となるが､
一部を負担することで所有
者･管理者の負担を軽減し､文
化財の保護･管理に寄与し､意
識向上も図られている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

補助率や補助対象､要綱の見
直しも含め､より効率的かつ
持続可能な補助のあり方を検
討していく｡

11,324 4,967 4 3 4 4 2 3.40
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

130
5-
4-1

NAGANO
体力･
健康
ﾁｪｯｸｷｬ
ﾗﾊﾞﾝ事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

ｽﾎﾟｰﾂや運動が日常生活に
定着し､市民の健康が増進
する｡

NAGANO体力･健康ﾁｪｯｸｷｬﾗ
ﾊﾞﾝを4回開催する｡

NAGANO
体力･
健康
ﾁｪｯｸｷｬ
ﾗﾊﾞﾝ実
施数

回 4 2
ｽﾎﾟｰﾂ
実施率 % 65 60

131
5-
4-1

ｽﾎﾟｰﾂ
健康づ
くり事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

ｽﾎﾟｰﾂや運動が日常生活に
定着し､市民の健康が増進
する｡

NAGANO健康ｽﾎﾟｰﾂ教室や
NAGANOｽﾎﾟｰﾂﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ､ﾛｹﾞ
ｲﾆﾝｸﾞ等を開催する｡

NAGANO
ｽﾎﾟｰﾂ
ﾌｪｽﾃｨ
ﾊﾞﾙへ
の参加
者数

人 2,400 -
ｽﾎﾟｰﾂ
実施率 % 65 60

132
5-
4-1

大会共
催等負
担金

ｽﾎﾟｰﾂ
課

市民の健康が増進する｡
ｽﾎﾟｰﾂや運動を行う人口が
増加する｡

･H28年度ﾏﾗｿﾝ大会からｳｫｰ
ｷﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄに変更
･H26年度に補助金等交付
要領を見直し､H26~H29に
かけ負担金､補助金の交付
額適正化を実施

健康
ｳｫｰｷﾝ
ｸﾞﾌｪｽ
ﾃｨﾊﾞﾙ
への参
加者数

人 1,000 -
ｽﾎﾟｰﾂ
実施率 % 65 60

133
5-
4-1

長野市
ｽﾎﾟｰﾂ
大使活
用事業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

市民の健康が増進する｡
ｽﾎﾟｰﾂや運動を行う人口が
増加する｡

･ｽﾎﾟｰﾂ大使を活用した事
業としてﾛｹﾞｲﾆﾝｸﾞ体験会
の実施
･2回程度､市のｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ
への参加

ﾛｹﾞｲﾆﾝ
ｸﾞへの
参加者
数

人 300 113
ｽﾎﾟｰﾂ
実施率 % 65 60

134
5-
4-1

NAGANO
ﾊﾟﾗ★ｽ
ﾎﾟｰﾂ
ﾃﾞｰ事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

多くの市民が障害者ｽﾎﾟｰﾂ
に親しみ､障害者と健常者
の相互理解が進む｡

すべての市民が､障害のあ
るなしにかかわらず障害
者ｽﾎﾟｰﾂに触れ､楽しめる｢
NAGANOﾊﾟﾗ★ｽﾎﾟｰﾂﾃﾞｰ｣を
開催する｡

NAGANO
ﾊﾟﾗ★ｽ
ﾎﾟｰﾂ
ﾃﾞｰへ
の参加
者数

回 1,000 -
ｽﾎﾟｰﾂ
実施率 % 65 60
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

令和元年度はｷｬﾗﾊﾞﾝを4回予
定していたが､台風災害等に
より2回の実施にとどまった｡
しかし4回で参加者500名を見
込んでいたところ､2回で246
名の参加があり､一定の成果
を上げることができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

健康寿命の延伸や社会保障費
の抑制が求められている中､
効果的にNAGANO体力･健康ﾁｪｯ
ｸｷｬﾗﾊﾞﾝを実施し､一層多くの
参加者獲得に努めながら継続
したｽﾎﾟｰﾂ活動につなげてい
く｡

2,600 1,162 4 4 4 4.00

Ａ

ｽﾎﾟｰﾂﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙについては
H28年度にｽﾎﾟｰﾂ大会型から参
加･体験型への大幅な内容見
直しを行い､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ数の増
加､個人参加者の増加により､
全体の参加者が増加傾向にあ
る｡H30年度は企業の協力によ
るﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄの招へいが強い
動機づけとなり､活動目標の
参加者数を達成している｡令
和元年度は台風により中止｡

現
行
の
ま
ま
継
続

健康寿命の延伸や社会保障費
の抑制が求められている中､
引き続きNAGANO健康ｽﾎﾟｰﾂ教
室やNAGANOｽﾎﾟｰﾂﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ､ﾛ
ｹﾞｲﾆﾝｸﾞ等多様なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを
提供する｡

6,742 5,635 4 4 4 4.00

Ｂ

令和元年度の健康ｳｫｰｷﾝｸﾞﾌｪｽ
ﾃｨﾊﾞﾙへは台風の影響で中止
となったが､参加者はH28年度
の開催第1回目の300人から増
加傾向にあり､ｽﾎﾟｰﾂ実施率も
向上している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

健康寿命の延伸や社会保障費
の抑制が求められている中､
第二次長野市ｽﾎﾟｰﾂ推進計画
に基づき､市民のｽﾎﾟｰﾂに親し
むきっかけを提供するため､
子ども､勤労世代､高齢者など
が参加するｽﾎﾟｰﾂ大会･ｲﾍﾞﾝﾄ
の開催や支援をする｡

3,083 2,986 4 4 3 3.67

Ｂ

ｽﾎﾟｰﾂ大使が参加する新規のｽ
ﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄとして､ﾛｹﾞｲﾆﾝｸﾞ
を実施したところ､参加者は
目標の4割だったが､ﾌｧﾐﾘｰ12
組､仲間19組､個人27人で高校
生未満19人､大人94人､女性41
人､男性72人､市民69人､市外
44人と市内外から幅広い参加
を得ることができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ｽﾎﾟｰﾂ大使の岡崎朋美さんの
魅力を活かし､ｽﾎﾟｰﾂに対する
無関心層を取り込み､継続し
たｽﾎﾟｰﾂ活動につなげていく｡
3年継続し､3年間の成果を検
証した上で継続性を判断す
る｡

2,500 200 4 4 4 4 4.00

Ａ

令和元年度は台風災害により
中止を余儀なくされたが､平
成29年度の第1回は集客目標
200人に対し実績500人､第2回
は集客目標250人に対し実績
950人と､目標を達成しつつ実
績を積み上げている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

東京ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ開催に伴い､障
害者ｽﾎﾟｰﾂへの関心が高まっ
ている状況から､より積極的
に障害者ｽﾎﾟｰﾂに触れる機会
を提供し､障害者と健常者の
相互理解を進めるとともに､
全ての市民がｽﾎﾟｰﾂを楽しめ
る環境づくりを推進する｡

2,010 514 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

135
5-
4-1

障害者
ｽﾎﾟｰﾂ
振興事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

障害者と健常者の相互理
解が進み､すべての市民が
障害のあるなしにかかわ
らず自分に合ったｽﾎﾟｰﾂを
楽しめる｡

H30年以降､ﾊﾟﾗｽﾎﾟｰﾂの講
習会･体験会開催

障害者
ｽﾎﾟｰﾂ
の大
会､講
習会､ｲ
ﾍﾞﾝﾄの
開催数

回 44 24

長野市
障害者
ｽﾎﾟｰﾂ
大会と
講習会
の参加
人数

人 885 963

136
5-
4-1

ｽﾎﾟｰﾂ
協会負
担金

ｽﾎﾟｰﾂ
課

市ｽﾎﾟｰﾂ協会との連携強
化､多角的なｱﾌﾟﾛｰﾁによ
り､競技人口が拡大し､競
技者の競技力が向上する｡

H29年度から基本構想ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑに全国大会等出場ﾚﾍﾞ
ﾙの選手育成強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
を追加

負担金
の交付
額

人 37,039 37,039

国体長
野県勢
におけ
る長野
市出場
者の占
有率

% 16 14

137
5-
4-2

東京
2020大
会合宿
受入事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

市民のｵﾘﾝﾋﾟｯｸﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄが
推進し､交流人口拡大によ
り地域が活性化する｡

東京2020ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ大会に
向けたﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ水泳日本
代表ﾁｰﾑの合宿を受け入れ
る｡

ﾃﾞﾝﾏｰｸ
競泳ﾁｰ
ﾑの合
宿の実
施回数

回 2 1

ﾃﾞﾝﾏｰｸ
競泳ﾁｰ
ﾑの合
宿実施
による
経済波
及効果

円 0 0

138
5-
4-2

ｽｹｰﾄｲ
ﾔｰ
inNAGA
NO実行
委員会
負担金

ｽﾎﾟｰﾂ
課

ｴﾑｳｪｰﾌﾞで開催される世
界･全国規模のｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ
大会において､観戦者が多
数来場する｡

･ｽｹｰﾄNAGANO盛り上げ映像
制作､放映
･横断幕による告知
･長野駅ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ放映
･ｼｬﾄﾙﾊﾞｽ支援

ｽｹｰﾄｲ
ﾔｰ in
NAGANO
事業の
対象と
なる大
会数

大
会

3 3

ｽｹｰﾄｲ
ﾔｰ in
NAGANO
事業対
象大会
におけ
る観戦
入場者
数

人 23,000 24,479

139
5-
4-2

ｽﾎﾟｰﾂｺ
ﾐｯｼｮﾝ
推進事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

市民のｽﾎﾟｰﾂへの関心が高
まり､交流人口が増加して
地域活性化が進む｡

･ｵﾘﾝﾋﾟｯｸｺﾝｻｰﾄの誘致開催
･東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ大会聖
火ﾘﾚｰの対応
･2027年長野県での開催が
内定している国体､全国障
害者ｽﾎﾟｰﾂ大会の対応

国際大
会･全
国大会
等の開
催数

回
10回
以上

9

国際大
会･全
国大会
等開催
に伴う
経済波
及効果

円 - -
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

令和元年度は台風災害及びｺﾛ
ﾅｳｨﾙｽ感染症予防のため多く
のｲﾍﾞﾝﾄ､講習会等が中止と
なったが､参加者数は､目標値
を上回る963人の参加があっ
た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

2021年開催予定の東京ﾊﾟﾗﾘﾝ
ﾋﾟｯｸ､及び2027年に県内で開
催予定の全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大
会に向け､障害者ｽﾎﾟｰﾂの普及
を推進するとともに､障害者
の障害者のｽﾎﾟｰﾂへの参加の
機会を拡大する｡

11,228 11,181 4 4 4 4 4.00

Ｂ

成果指標の目標値には達しな
かったが､各競技団体の競技
水準向上事業の取り組みによ
り､成果目標値15.5%に対し
13.7%で､成果が得られた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

2027年に長野県で2順目とな
る国体開催が内定している
中､本市の競技力が向上し､国
体や全国大会で入賞する種目
や選手が増えることは､市民
の誇りと喜びとなり､本市のｽ
ﾎﾟｰﾂ環境全体に活力を生み出
すため｡

37,039 37,039 4 4 4 4.00

Ａ

令和元年7月8日~17日の期間､
合宿を受入れ､宿泊や交通､飲
食など地域への経済効果が
あった｡また､川中島小学校の
児童と選手の交流が実施さ
れ､ｵﾘﾝﾋﾟｯｸﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄを推進す
ることができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

合宿の受入れは､長野ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
のﾚｶﾞｼｰを継承し､ｵﾘﾝﾋﾟｯｸﾑｰ
ﾌﾞﾒﾝﾄの推進に寄与するとと
もに､本市に与える経済効果
が大きいため､合宿受入を継
続していく｡

19,807 9,575 4 4 4 4 4.00

Ａ

｢ISUﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ競
技大会｣｢全日本ｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ選
手権大会｣｢全国中学校ｽｹｰﾄ大
会｣の3大会を事業対象大会と
して､これまでの最高入場者
数23,000人を目標に設定し､
目標を上回る24,479人の来場
を得ることができ､交流人口
を拡大することができた｡

終
了

ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ競技大
会など世界･全国規模の大会
開催を契機に､交流人口の拡
大､地域の活性化を図るため､
本事業を単年度で実施するも
の｡

3,000 3,000 4 4 4 4.00

Ａ

大規模大会開催が9件だった
が､FIVBﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ
やISUﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ
などの誘致開催により､多数
の観戦者､宿泊が伴う大会開
催など､ｽﾎﾟｰﾂによる大きな経
済効果を得ることができた｡
また､ﾌﾙｵｰｹｽﾄﾗのｵﾘﾝﾋﾟｯｸｺﾝ
ｻｰﾄの誘致開催によりｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
ﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄを推進することがで
きた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ｴﾑｳｪｰﾌﾞやﾎﾜｲﾄﾘﾝｸﾞなど､大
規模な施設に国際大会等を誘
致し開催することは､大きな
経済効果が得られる｡また､国
内外のﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄと子供たち
の交流の機会が得られ､ｵﾘﾝ
ﾋﾟｯｸﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄが推進できる｡

38,492 36,323 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

140
5-
4-2

ｽﾎﾟｰﾂ
拠点づ
くり推
進事業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

･ｽｹｰﾄ競技の拠点化
･宿泊滞在型の大会開催に
よる経済効果や交流人口
拡大等による地域の活性
化｡

令和元年度日本中学校体
育連盟理事会において､令
和4年度以降5年間(令和8
年度まで)の継続開催が内
定した｡

全国中
学校ｽ
ｹｰﾄ大
会開催
日数

日 4 4

全国中
学校ｽ
ｹｰﾄ大
会観客
数

人 13,000 14,157

141
5-
4-2

ﾎｰﾑﾀｳﾝ
ながの
推進事
業

ｽﾎﾟｰﾂ
課

ｱｳｪｲの観戦者など交流人
口が増加し､地域活性化に
つながる｡

･R2年度､応援ﾊﾞｽ事業の見
直し
･R2年度､信州ﾌﾞﾚｲﾌﾞｳｫﾘｱｰ
ｽﾞによるｽﾎﾟｰﾂ交流事業を
追加
･R2新規､転入者ﾎｰﾑｹﾞｰﾑ招
待事業

AC長野
ﾊﾟﾙｾｲﾛ
と連携
したｽ
ﾎﾟｰﾂ交
流事業
の実施
回数

回 47 47

南長野
運動公
園総合
球技場
入場者
数

人 251,500 73,359

142
5-
4-2

国際競
技大会
等負担
金

ｽﾎﾟｰﾂ
課

･交流人口が増加して地域
活性化が進む｡
･ｽﾎﾟｰﾂへの関心が高まる｡

･国際大会や全国大会等､
大規模大会の誘致､開催
(負担金交付)
･経費の一部を負担しない
と大会の誘致が実現しな
い大会等への補助金交付｡
･財源として｢ながの夢応
援基金｣を活用する｡

国際大
会･全
国大会
等の開
催数

回
10回
以上

9

国際大
会･全
国大会
等開催
に伴う
経済波
及効果

円 - -

143
5-
5-1

姉妹都
市交流
事業

観光振
興課

両市の友好親善と相互理
解が深まり､市民主体での
交流が活発になること｡ま
た､国際的な視野を持つ人
材が育成されること｡

姉妹都市との中学生･高校
生･教師の相互派遣､親善
訪問団の相互派遣等､各種
交流事業を実施する｡

姉妹都
市から
の受入
れ､派
遣人数

人 36 38

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

% 15 15
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

･観客数については､前年度よ
り増加し､目標値を上回る観
戦があった｡
･大会期間中は選手､役員等関
係者で､約1,700人が携わり､
宿泊や食事等の経済効果が得
られた｡(H27経済波及効果調
査結果:252百万円)

現
行
の
ま
ま
継
続

令和8年度までの継続開催が
内定している｡ｽｹｰﾄの拠点と
してのｲﾒｰｼﾞが定着し､市内の
ｽｹｰﾄ競技ﾚﾍﾞﾙも年々向上して
いる｡また､本大会開催による
経済的効果を持続するため継
続していく｡

20,974 20,945 4 4 4 4 4.00

Ｂ

台風災害の影響で10月以降の
入場者数が伸び悩み目標値を
下回ったが､予定していた子
どもを対象にしたｽﾎﾟｰﾂ交流
事業を実施することができ､
ﾁｰﾑへの興味･関心を得ること
ができた｡また､台風災害によ
る避難所において､避難して
いる子供たちを対象に松本山
雅と連携して無償でｻｯｶｰ教室
を開催する等､地域貢献の効
果もあった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

本市をﾎｰﾑﾀｳﾝとする地域密着
型ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰﾂﾁｰﾑ(4ﾁｰﾑ)と連携
し､活力あるまちづくりを進
め､交流人口を拡大し､地域の
活性化や市民の一体感醸成に
つなげる｡

4,857 4,098 4 4 4 4 4.00

Ａ

国際大会等開催数が9回と目
標値を下回ったが､長野ﾏﾗｿﾝ
の参加者数が定員10,000人を
超える参加申込(11,018人)が
あり､選手等宿泊や食事等の
経済効果が得られた｡(H24経
済波及効果調査結果:9億5千
万円)また､ｽｹｰﾄやﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ
の国際大会を誘致し開催し､
さらなる経済効果を得ること
ができた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

長野市で国際的･全国的な競
技会等が継続的に開催される
ことは､大きな経済効果が期
待されるとともに､市民のｽ
ﾎﾟｰﾂへの関心が高まり､市内
外からの交流人口の拡大が推
進することから､国際大会等
大規模競技会を積極的に誘
致･開催する必要がある｡

68,450 57,953 4 4 4 4.00

Ａ

受入れ､派遣ともに､目標を上
回る人数であり､教育､文化等
な様々な相互交流が実現でき
たため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

長年にわたる訪問団の相互派
遣や､市民ﾚﾍﾞﾙでの交流を積
み重ねたことにより､両市は
友好親善を深めた｡また､姉妹
都市交流は､次世代を担う青
少年の教育に大きく貢献して
いる｡今後は､事業における諸
課題を解消しながら､より多
くの市民が多くの分野で交流
に関わることができるよう､
引き続き活発に交流事業を実
施する｡

1,584 1,053 4 3 3 3.33
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

144
5-
5-1

友好都
市交流
事業

観光振
興課

本市と友好都市の友好親
善と相互理解が深まり､市
民主体での交流が活発に
なること｡
国際的な幅広い視野を持
つ人材が育成されること｡

各交流事業の実施
友好都市との､中学生､研
修生及び親善訪問団の相
互派遣等

友好都
市から
の受入
れ､派
遣人数

人 35 33

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

% 15 17

145
5-
5-1

姉妹都
市友好
都市派
遣受入
事業

学校教
育課

両都市間の友好親善と次
世代を担う若い生徒たち
が国際化社会で活躍でき
るよう国際感覚の醸成と
国際理解の促進を目的と
する｡

姉妹都市であるｸﾘｱｳｫｰﾀｰ
市とは､生徒及び教師の相
互派遣を､友好都市である
石家庄市とは､生徒の相互
派遣を行っている｡

生徒派
遣者数 人 25 25

派遣成
果報告
数

件 76 76

146
5-
5-1

国際交
流事業
補助金

観光振
興課

市民の国際感覚や異文化
理解が促進されているこ
と｡

市内の国際交流団体等が
行う国際交流事業に対し
補助金を交付し､事業が活
発に行われるよう誘導す
る｡

長野市
国際交
流推進
事業補
助金交
付件数

件 13 10

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

% 15 17

147
5-
5-1

外国青
年招致
事業

観光振
興課

本市の更なる国際化を目
指す｡
外国籍職員による､正確な
翻訳･通訳業務を実施する
こと｡

下記業務に携わる国際交
流員の確保
･国際交流業務(児童生徒
との交流､異文化講演会)
･翻訳､通訳業務
･姉妹都市､友好都市との
交流に係る業務
･SNS等による長野市の魅
力発信

国際交
流活動
派遣件
数

件 20 22

国際交
流が盛
んに行
われて
いる

% 15 17
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

受入れ､派遣ともに､目標どお
りの人数であり､教育､文化等
な様々な相互交流が実現でき
たため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

長年にわたる両市の相互派遣
や市民ﾚﾍﾞﾙでの交流を積み重
ねたことにより､友好親善を
深めた｡更に､友好都市との交
流は､次代の日本を担う青少
年の国際人としての資質を高
めることに貢献している｡今
後も引き続き交流事業を活発
に行っていく必要がある｡事
業における諸課題を解消しな
がら､多くの市民が多様な分
野で交流事業に関わることが
できるよう事業を推進してい
く｡

5,368 3,191 4 3 3 3.33

Ｂ

生徒派遣においては､市立中
学校の代表25名を12人･13人
の組み合わせで､2都市へ派遣
している｡現地での体験だけ
でなく､出発前4回の事前学習
会で相手国の理解を深め､事
後においては､ﾚﾎﾟｰﾄや展示物
の製作､各校での成果発表等
で全校生徒に体験を伝えるな
ど､国際理解推進に寄与して
いる｡

見
直
し
て
継
続

姉妹都市の派遣については､ｲ
ﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ･国際室と協力して見
直しの計画に沿って実施す
る｡課題があれば､修正し､次
年度の事業につなげていく｡
また､友好都市への派遣につ
いては､派遣人数を変更する
等制度の見直しを進めなが
ら､実施していく｡

8,868 8,818 3 3 2 2.67

Ｂ

令和元年度は､東日本台風の
影響により中止や規模を縮小
して実施した事業もあったこ
とから､交付総額は前年を下
回ったものの､例年並みに活
発に行われている｡また､成果
指標としている市民ｱﾝｹｰﾄの
結果も向上しているため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

国際交流基金からの繰入れに
より交付している補助金であ
る｡多くの団体がこの制度を
利用し､国際交流団体等が主
体の国際交流活動が活発に行
われてきている｡今後も､安定
的に国際交流活動を継続して
いく必要があるため｡

2,000 1,530 4 2 4 3.33

Ａ

国際交流員の積極的な取り組
みにより､講座等への派遣実
績を伸ばすことができたた
め｡

現
行
の
ま
ま
継
続

国際交流員は､本市の国際化
の推進に非常に重要な役割を
担っており､国際交流業務や
翻訳･通訳業務のほか､姉妹都
市交流､ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ等の施策の
遂行上必要である｡

5,319 4,276 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

148
5-
5-2

国際交
流ｺｰﾅｰ
管理運
営事業

観光振
興課

市民に国際的な情報を提
供するとともに､国際交流
団体の活動拠点と国際交
流の場を提供する｡

国際交流団体に対する活
動拠点の提供｡外国籍等市
民との交流ｲﾍﾞﾝﾄ開催｡外
国籍住民が参加できる教
室･講座の実施と､生活相
談･案内等を行う窓口の運
営｡

国際交
流ｺｰﾅｰ
年間利
用者数

人 9,500 8,098

外国の
文化や
習慣を
理解し
ようと
努めて
いる

% 31 29

149
5-
5-2

諸外国
交流事
業

観光振
興課

外国籍住民が地域住民と
理解しあい､必要なｻﾎﾟｰﾄ
を受けて､快適に生活でき
ること｡

多言語による生活ｶﾞｲﾄﾞ
ﾌﾞｯｸの発行､多言語ｲﾝﾌｫﾒｰ
ｼｮﾝの放送､ﾆｭｰｽﾚﾀｰの発
行､FacebookなどのSNSを
利用した国際交流関連情
報等の発信等｡
びんずる祭り｢国際連｣へ
の参画､国際交流市民会
議､国際交流ｲﾍﾞﾝﾄ｢ﾜｰﾙﾄﾞ
ﾌｪｽﾀIN長野｣､信州大学と
連携した児童生徒に対す
る学習交流会等の開催｡

生活ｶﾞ
ｲﾄﾞﾌﾞｯ
ｸ｢
Living
in
NAGANO
｣発行
言語数

種
類

5 5

外国の
文化や
習慣を
理解し
ようと
努めて
いる

% 31 28

150
5-
5-2

外国人
児童生
徒等教
育事業

学校教
育課

文化や習慣などの異なる
外国籍児童生徒が暮らし
やすい環境を整える｡

対象児童生徒が在籍する
小･中学校へ日本語巡回指
導員等を派遣し､教科等の
学習指導及び学校生活に
ついて､母語を使って支援
し､意欲的に学習に取り組
めるようにする｡
また､日本語巡回指導員等
の研修や情報共有を通じ
て､校内連携･学校間連携
による支援体制の充実を
図る｡

日本語
巡回指
導員等
の派遣
時間数

時
間

4,709 4,570

日本語
指導に
より支
援を要
しなく
なった
児童生
徒の割
合

% 13 14

151
6-
1-1

観光ま
つり補
助金

観光振
興課

観光客にとって魅力ある
祭りを実施することで､長
野市への誘客､観光地とし
ての知名度の向上､地域の
活性化及び滞在時間延長
により本市経済の活性化
につなげる｡

観光まつりの開催に要す
る経費に対し補助金を交
付する｡

まつり
におけ
る集客
人数

千
人

2,000 算定中

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

国際交流ｺｰﾅｰは､外国籍住民
の交流及び生活支援の場とし
て定着している｡また､令和元
年度に国が交付する外国人受
入環境整備交付金を活用し､
外国人向け｢一元的相談窓口｣
としての整備を行い､15言語
以上での対応が可能となっ
た｡なお､令和元年度は､台風
19号災害とｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響に
より､利用者数が減少してい
る｡

拡
大

市民と外国籍住民等の交流の
拠点として必要である｡外国
籍等住民に対しては､学習や
各種相談･案内等の生活支援
の窓口としての機能を強化
し､多文化共生施策の中心と
して運営を継続していく｡

8,570 7,111 4 4 3 3 3.50

Ｂ

最新の生活関連情報を反映さ
せた､生活ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ｢Living
in NAGANO｣は､外国籍利用者
の利便性に配慮して5言語で
発行するとともに､市ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞにも掲載を行った｡(英語･
中国語･ﾊﾝｸﾞﾙ･ﾀｲ語･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ
語で7割程度の外国籍住民をｶ
ﾊﾞｰ)ただし､市内における外
国人者数は､ﾍﾞﾄﾅﾑ国籍者が2
番目に多くなっていることか
ら､ﾍﾞﾄﾅﾑ語版も発行する予
定｡

現
行
の
ま
ま
継
続

言語や文化､習慣の違いによ
り生活する上で､行政からのｻ
ﾎﾟｰﾄを必要とする外国籍住民
は依然として多い｡また､外国
人労働者の受入れ拡大に伴
い､今後の外国籍住民のﾆｰｽﾞ
にも注視する必要がある｡こ
のような背景から､本事業へ
の必要性が高いため｡

1,083 404 3 4 3 4 3 3.40

Ａ
日本語指導により支援を要し
なくなった児童生徒の割合が
目標以上となったため

現
行
の
ま
ま
継
続

外国籍等児童生徒の個々の習
熟度に応じて文部科学省が示
す適正な指導時数を確保に努
めるほか､言語の多様化･児童
生徒が分散して在籍している
ことへの対応及びさらなる人
材の確保に努めていく｡また､
入管法改正により外国籍児童
生徒の増加が予想される中
で､就学義務のない外国籍児
童生徒の学習機会を確保する
ため､関係機関と連携し就学
を勧めていく｡

5,604 5,282 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

台風19号災害や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
等の影響により､まつりの中
止･観光需要の落ち込みが見
られ､令和元年度は目標値に
は達成しない見込みである
が､実施したまつりにおいて
は観光客の誘客･消費額を上
げる工夫が凝らされ入込客数
は前年より増加しているた
め｡

見
直
し
て
継
続

事業は継続するが､規模や集
客力など､祭りごとに大きな
差があり､今後の補助のあり
方が課題であるため､補助金
の趣旨に合うよう改善を促す
必要がある祭りについては､
事業運営等に対して指導す
る｡また､補助金を交付する新
基準の策定を進める｡

47,412 38,851 3 4 4 3 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

152
6-
1-1

大岡観
光施設
総務
(鬼無
里大岡
観光施
設運営
の一
部)

観光振
興課

自然災害や倒木､ごみ投棄
などによる環境汚染を防
ぎ､自然豊かな聖高原大岡
保健休養地(別荘地)を維
持する｡

支障木の伐採のみならず､
敷地内道路の草刈等によ
り､景観を維持する｡

別荘地
内巡視
回数

件 24 24 - - - 24

153
6-
1-1

奥裾花
観光施
設管理
(鬼無
里大岡
観光施
設運営
の一
部)

観光振
興課
(北部)

訪れる来園者が自然への
知識を深め､健康増進やﾚｸ
ﾘｴｰｼｮﾝのために自然とふ
れあいを目的とする｡

(1)4月:開園作業 林道除
雪
(2)4月~10月:入園料徴収､
施設管理
(3)7月~9月:林道改修工事
に伴い､休園
(4)11月:閉園作業 施設雪
囲等

開園日
数 日 100 94

入園者
数 人 10,000 6,322

154
6-
1-1

観光宣
伝事業

観光振
興課

旅行を目的とする人に本
市を訪れてみたいと思う
ような情報を提供するこ
とで誘客を促進し､観光客
の増加､特にﾘﾋﾟｰﾀｰを獲得
し､交流人口の増加を目指
す｡

令和2年度事業(案)
(1)ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの製作･配布
 ･おでかけ通信ながの
 ･各種ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 他
(2)観光宣伝ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
 ･総合宣伝ｷｬﾗﾊﾞﾝ
 ･東京ﾄﾞｰﾑPRｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 他

観光入
込客数

千
人

10,300 10,332

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中

155
6-
1-1

観光宣
伝事業
負担金
(観光
宣伝事
業の一
部)

観光振
興課

旅行を目的とする人に本
市を訪れてみたいと思う
ような情報を提供するこ
とで誘客を促進し､観光客
の増加､さらには交流人口
の増加を図る｡

本市の観光宣伝を担う各
種団体へ負担金等を交付
する｡

観光入
込客数

千
人

10,300 算定中

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ
別荘敷地内の巡視が計画的に
継続して実施され､環境や美
観が保持されている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

休養地(別荘地)の管理者とし
て現在の環境維持に努める｡

- 683 2 4 4 3.33

Ｂ

奥裾花自然園の開園日数は概
ね目標どおりとなったが､秋
の紅葉ｼｰｽﾞﾝの10月に､台風災
害や休日の降雨の影響など
で､入園者数は減少し､目標に
到達しなかった｡

見
直
し
て
継
続

鬼無里地区の地域振興の中核
施設であることから継続する
必要がある｡収益を目的とし
た施設運営から､再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰの活用も含めた新たな自
然園の活用方法､自然学習の
場等の取り組みを中心とした
施設運営に見直す｡

18,382 13,854 2 4 4 4 4 2 3.33

Ｂ

各種ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成の他､(公
財)ながの観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰ
ﾛｰ及び観光関係団体ととも
に､県内外でﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動を
実施し誘客を図った｡これら
の効果により､台風19号災害
や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響によるｲ
ﾍﾞﾝﾄの中止･観光需要の落込
みなど､観光を取り巻く厳し
い社会情勢の中でも､入込客
数はほぼ横ばいとなる見込み
である｡

見
直
し
て
継
続

観光客数の増加を図るには､
観光客にとって魅力的な情報
を発信する観光宣伝活動が不
可欠である｡そのため､現行の
事業内容や手法を見直しなが
ら､引き続き実施していく｡

4,711 4,038 3 4 4 3 3.50

Ｂ

総合観光宣伝ｷｬﾗﾊﾞﾝ実行委員
会､長野市の観光と物産展実
行委員会が実施した各地での
PR活動､長野市そば歳時記実
行委員会が実施するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ
作成や各種媒体での情報発信
により､観光誘客を図った｡こ
れらの効果により､台風19号
災害や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響に
よるｲﾍﾞﾝﾄの中止･観光需要の
落込みなど､観光を取り巻く
厳しい社会情勢の中でも､入
込客数はほぼ横ばいとなる見
込みである｡

見
直
し
て
継
続

観光客誘客に一定程度の効果
があると思われるため､総合
観光宣伝ｷｬﾗﾊﾞﾝ実行委員会及
び長野市の観光と物産展実行
委員会への負担金､長野市そ
ば歳時記実行委員会への補助
金を継続して支出していく｡

2,270 2,270 3 4 4 3 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

156
6-
1-1

広域観
光推進
事業

観光振
興課

広域連携によって魅力的
な情報を発信することで
誘客を促し､本市の観光入
込客数の増加を目指す｡

･各協議会への参加(信越
高原連絡協議会､しなの鉄
道沿線活性化協議会､上信
越ふるさと街道協議会､長
野県国際観光推進協議会､
ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ白馬ﾙｰﾄ地域振興
協議会､妙高戸隠連山国立
公園連絡協議会)
･各都市交流への参加(知
音都市交流会議､真田街道
推進機構､日本忍者協議
会､集客ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾊﾟｰﾄﾅｰ都
市､全国木曽義仲ゆかりの
会､松本市･上田市との連
携)

観光地
利用客
数(年
度)

千
人

10,300 算定中

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中

157
6-
1-1

広域観
光推進
協議会
負担金
(広域
観光推
進事業
の一
部)

観光振
興課

近隣市町村等が連携し観
光客に対して魅力ある情
報を発信することで､誘客
を促し､本市の観光入込客
数の増加や経済の活性化
を図る｡

各協議会への参加に伴い
負担金を支出する｡

観光地
利用客
数(年
度)

千
人

10,300 算定中

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中

158
6-
1-1

新幹線
延伸対
策(広
域観光
推進事
業の一
部)

観光振
興課

北陸新幹線を利用する観
光客に､当市を滞在地とし
て選択していただき､地域
経済の活性化を図る｡

･集客ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾊﾟｰﾄﾅｰ都市
での観光宣伝
･連携中枢都市圏市町村と
の合同観光ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
･北陸新幹線停車駅都市観
光推進会議での都市間連
携強化

観光地
利用客
数(年
度)

千
人

10,300 算定中

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中

159
6-
1-2

ｲﾝﾊﾞｳﾝ
ﾄﾞ推進
事業

観光振
興課

外国人観光客の利便性を
高め､満足度の高いまちと
することにより､来訪者が
増加し､それに伴う地域経
済の活性化が図られるこ
と｡

外国人観光客のﾆｰｽﾞを捉
えた企画を実施するとと
もに､SNSでの観光PRや､海
外も含めたﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを実
施する｡また､受入れ環境
整備としてWi-Fi環境､案
内ｻｰﾋﾞｽ(多言語対応)の充
実を図るとともに､市内事
業者の外国人観光客受け
入れ支援研修会を実施す
る｡

NAGANO
DESIGN
WEEK等
で開発
した製
品及び
ｺﾝﾃﾝﾂ
の商品
数

件 2 2
外国人
宿泊客
数

人 66,300

算定
中（9
月）
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

各協議会において､県内外で
のﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動等で誘客を
図った｡こうした効果により､
台風19号災害や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
の影響によるｲﾍﾞﾝﾄの中止･観
光需要の落込みなど､観光を
取り巻く厳しい社会情勢の中
でも､入込客数はほぼ横ばい
となる見込みである｡

現
行
の
ま
ま
継
続

観光客の多様なﾆｰｽﾞに柔軟に
対応するためには､関係市町
村が連携しながら観光情報を
発信し､誘客に取り組むこと
が必要である｡

582 215 3 4 4 3 3.50

Ｂ

各協議会において､県内外で
のﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動等で誘客を
図った｡こうした効果により､
台風19号災害や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
の影響によるｲﾍﾞﾝﾄの中止･観
光需要の落込みなど､観光を
取り巻く厳しい社会情勢の中
でも､入込客数はほぼ横ばい
となる見込みである｡

現
行
の
ま
ま
継
続

観光客の多様なﾆｰｽﾞに柔軟に
対応するためには､関係市町
村が連携しながら観光情報を
発信し､誘客に取り組むこと
が必要である｡

3,059 3,059 3 4 4 3 3.50

Ｂ

集客ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾊﾟｰﾄﾅｰ都市で
のｲﾍﾞﾝﾄ出展､各市広報やSNS
を活用した情報発信等の誘客
を行った｡こうした効果によ
り､台風19号災害や新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽの影響によるｲﾍﾞﾝﾄの中止･
観光需要の落込みなど､観光
を取り巻く厳しい社会情勢の
中でも､入込客数はほぼ横ば
いとなる見込みである｡

見
直
し
て
継
続

従来の関東方面に加え､北陸､
関西方面からの誘客を図るた
めには､北陸新幹線沿線での
観光ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝや､沿線自治体
等との連携が不可欠であるこ
とから､引き続き､誘客事業を
実施していく｡

4,143 3,354 3 4 4 3 3.50

Ａ

外国人宿泊者数の実績におい
て､台湾が約2割で一番多く､
増加傾向が継続している｡そ
の他ｱｼﾞｱ圏では､ﾀｲ､中国､ｼﾝ
ｶﾞﾎﾟｰﾙ､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ等が､欧州で
は､ﾄﾞｲﾂ､ｲｷﾞﾘｽが牽引し､外国
人旅行者は増加しているた
め｡

見
直
し
て
継
続

外国人旅行客の興味をひく魅
力的な企画の実施や効果的な
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ､受入れ環境整備に
より来訪を促していく｡その
来訪者に対し､ｱﾝｹｰﾄ調査等を
実施して長野市固有の課題の
抽出を図ることなどにより､
PDCAｻｲｸﾙを確立し､課題抽出
と改善を積み重ねる体制とす
る必要があるため｡

76,202 71,926 3 4 4 4 3 3.60
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

160
6-
1-3

観光･ｺ
ﾝﾍﾞﾝｼｮ
ﾝ事業
助成金

観光振
興課

(公財)ながの観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮ
ﾝﾋﾞｭｰﾛｰ及び各観光協会が
実施する専門的なｺﾝﾍﾞﾝｼｮ
ﾝや観光振興､誘客促進事
業に対し支援することで､
本市観光の振興及び年間
を通じた誘客の促進を図
る｡

(公財)ながの観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮ
ﾝﾋﾞｭｰﾛｰ及び各観光協会が
実施する事業に対して補
助金を交付する｡

観光入
込客数

千
人

10,300 10,332

観光に
よる地
域への
経済波
及額

億
円

789 算定中

161
6-
2-1

親元就
農者支
援事業

農業政
策課

認定農業者の子弟が､親の
元気な時期から親ととも
に経営を担い､徐々に経営
を継承する流れを確立す
る｡

転入又は退職等をして親
元に就農した認定農業者
の子弟に対し､助成金を交
付する｡

親元就
農者支
援事業
新規交
付者数

人 12 11
新規就
農者数 人 30 43

162
6-
2-1

農業次
世代人
材投資
事業

農業政
策課

若者の就農意欲を喚起し､
新規学卒者や農業への転
職を希望する者を実際の
就農に結びつける｡

･新規就農希望者への相談
支援
･新規就農者への営農資金
の助成
･支援会議による営農に関
する助言･指導

新規就
農希望
者の相
談対応
数

人 70 75
新規就
農者の
数

人 30 43

163
6-
2-1

農業研
修ｾﾝﾀｰ
管理運
営事業

農業政
策課

定年帰農者､農業に関心の
ある市民､農業への参入を
希望する企業など､新たな
農業の担い手を育成する｡

1 市民向け研修ｺｰｽ  定員
(1)新たな担い手育成ｺｰｽ
10名
(2)野菜づくり初級(A･B)
ｺｰｽ  各20名
(3)野菜づくり中級ｺｰｽ 28
名
2 企業向け研修ｺｰｽ
  企業育成ｺｰｽ  3社
3 特別講座(単発)
  一般市民向け講座､農業
者向け講座

研修ｾﾝ
ﾀｰ受講
者数
(企業
含む)

人 65 69
受講生
の満足
度

% 70 100
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

観光関係団体･組織とともに
県内外でのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動等で
誘客を図った｡これにより､台
風19号災害や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの
影響によるｲﾍﾞﾝﾄの中止･観光
需要の落込みなど､観光を取
り巻く厳しい社会情勢の中で
も､入込客数はほぼ横ばいと
なる見込みである｡

現
行
の
ま
ま
継
続

(公財)ながの観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ
ﾋﾞｭｰﾛｰと各観光協会が行う観
光振興事業及びｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ事業
が一層促進されるように補助
金による支援を継続する｡

140,317 140,317 3 4 4 3 3.50

Ｂ
目標の達成率:活動指標=92%
成果指標=143%

現
行
の
ま
ま
継
続

親元就農者支援事業は､認定
農業者の子弟の退職･転入のﾘ
ｽｸ軽減に効果が見込まれ､新
たな農業の担い手の確保につ
ながるため｡

20,400 18,000 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ

活動指標の｢新規就農希望者
の相談対応数｣及び成果指標
である｢新規就農者の数｣の二
つの実績はそれぞれ目標を達
成していることから､評価は
目標を上回るとしている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

農業次世代人材投資事業は上
記6の｢妥当性｣にあるとおり､
市町村が交付主体とされてい
ることから農業公社との重複
は無い｡なお､経営開始型の前
段である準備型については同
様に県が資金の交付を直接
行っている｡

49,500 34,442 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ
目標の達成率:活動指標=106%
成果･効果指標=142%

現
行
の
ま
ま
継
続

受講生との情報交換やｱﾝｹｰﾄ
調査の結果から､状況に応じ
て講習内容を適宜見直すとと
もに､市農業公社､ 県長野農
業農村支援ｾﾝﾀｰやJA等と連携
を図りながら､受講生を支援
する｡

9,943 9,943 4 4 4 4 4 3 3.83
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

164
6-
2-1

農業機
械化補
助金

農業政
策課

 農業機械の導入により農
作業の省力化､生産性の向
上､環境負荷の軽減及び農
地の遊休荒廃化の防止を
図る｡

 農業者が個人又は共同で
利用する農業機械の購入
費用に対し補助する｡
 なお､地域の農業の中心
的な担い手である認定農
業者の場合は補助率を嵩
上げしている｡

補助件
数 件 76 53

認定農
業者数 件 342 337

165
6-
2-1

農業協
同組合
補助金

農業政
策課

農協による営農指導を通
じ､農業従事者の営農技術
等の向上を図る｡

ｸﾞﾘｰﾝ長野農業協同組合､
ながの農業協同組合の営
農指導員が市内の農業従
事者に実施する営農指導
活動に補助金を交付する｡

農協の
営農指
導員数

人 50
集計
中

農業協
同組合
の販売
品販売
高

億
円

130
集計
中

166
6-
2-1

農地流
動化助
成金

農業政
策課

農業振興地域内の農用地
の利用権設定を促進し､農
業経営の改善及び農業生
産力の増進を図る｡

農業振興地域内の農用地
を新たに3年以上賃借した
認定農業者等に対し助成
金を交付する｡

農地の
利用権
設定件
数

件 1,400 1,679

農地の
利用権
設定面
積

ha 819 719

167
6-
2-1

多面的
機能支
払交付
金

農業政
策課

農地･農業用水等の資源を
適切に保全管理する｡

多面的機能を支える共同
活動(農地法面の草刈り､
水路の泥上げ､農道の路面
維持等の基礎的保全活動､
保全管理構想の作成等)及
び､地域資源(農地､水路､
農道等)の質的向上を図る
共同活動(水路､農道､ため
池の軽微な補修､植栽によ
る景観形成､ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟづく
り､施設の長寿命化のため
の活動等)を行う組織に対
して､国の基準に基づき交
付金を交付する｡

活動組
織数

組
織

32 27
取組面
積 ha 836 799
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ
目標の達成率:活動指標=70%
成果指標=99%

現
行
の
ま
ま
継
続

 農業機械のﾘｰｽ及びﾚﾝﾀﾙの経
費への補助について研究す
る｡また､ｽﾏｰﾄ農業の導入を促
進する施策の調査･研究を行
う｡

26,036 26,036 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

※令和元年度の実績を集計中
につき､平成30年度で評価
目標の達成率:活動指標=90%
成果指標=92%

現
行
の
ま
ま
継
続

市では農業に関する専門的な
技術指導者がないため､農協
の営農指導員が実務面を担っ
ている｡

16,000 16,000 4 3 4 4 4 4 3.83

Ａ

活動指標の｢農地の利用権設
定面積｣､成果指標の｢農地の
利用権設定面積｣ともに目標
を上回っていることから､評
価は目標を上回るとしてい
る｡

現
行
の
ま
ま
継
続

本助成金は市の利用権設定等
促進事業と農業公社の農地中
間管理事業により農地の利用
権を設定した担い手の賃借料
負担を軽減するものだが､利
用権設定等促進事業に関する
個人情報を農業公社に取扱い
を委ねることが適当でないた
め､市が一元的に行っている｡

4,771 4,721 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ
目標の達成率:活動指標=84%
成果指標=96%

現
行
の
ま
ま
継
続

交付金を活用している組織で
は､農地維持活動をしている
ため荒廃農地は発生していな
い｡活用していない地区では
農地の荒廃化が進みやすいた
め､組織化をPRする｡

42,163 37,025 4 4 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

168
6-
2-1

農業公
社事業

農業政
策課

多様な担い手を育成し､農
地の流動化の促進による
農業経営規模の拡大等を
通じて優良農地の確保並
びに遊休農地の解消を推
進し､農業･農村の振興を
図る｡

農作業支援､農地流動化促
進､ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの推進等の農
業公社事業に対する補助
及び市派遣職員等の人件
費補助

農地の
利用権
設定件
数

件 1,400 1,679

農地の
利用権
設定面
積

ha 819 832

169
6-
2-2

果樹振
興補助
金

農業政
策課

果樹栽培の生産性と収益
性を向上させ､生産振興を
図る｡

りんご新わい化栽培等の
導入に必要な苗木･資材の
購入に対する補助
新品種の導入に必要な苗
木･資材の購入に対する補
助
振興果樹等の苗木の購入
に対する補助

奨励果
樹苗木
等本数

本
12,00

0
集計
中

奨励果
樹苗木
等導入
面積

ha 30
集計
中

170
6-
2-2

地域奨
励作物
支援事
業

農業政
策課

農地の遊休荒廃化を防止
するとともに､奨励作物
(小麦･大豆･そば･枝豆)の
地産地消を推進する｡

市内で生産した奨励作物
を､市内にある農業協同組
合等へ出荷した生産者に
対し出荷量に応じて奨励
金を交付する｡

作付面
積
(小麦･
大豆･
そば･
枝豆)

ha 400 416

出荷量
(小麦･
大豆･
そば･
枝豆)

t 590 615

171
6-
2-2

中山間
地域農
業対策
事業補
助金

農業政
策課

中山間地域の農業者の団
体が実施する主体的な活
動を支援して､中山間地域
の農業の活性化を図る｡

次の取組に係る費用に補
助金を交付し､地域の活性
化を支援する｡
①地区委員会の運営経費
②農業･農村の振興活動経
費 ③荒廃化している優良
農地の復元経費 ④地域へ
の普及を目指す振興作物
導入経費 ⑤地域への普及
を目指す新規作物の栽培
実験農場運営経費 ⑥ﾜｲﾝ
用ぶどう産地形成事業 ⑦
えごま栽培普及促進事業

農地復
元取組
団体数

団
体

6 4
実施面
積 a 100 145

172
6-
2-2

中山間
地域等
直接支
払交付
金

農業政
策課

生産条件が不利な中山間
地域等において､農業生産
活動(農用地における耕
作､適切な農用地の維持･
管理及び水路､農道等の維
持･管理)の自律的かつ持
続的な実施を図る｡

集落協定を結んだ集落及
び耕作者が行う､耕作放棄
の発生防止活動､水路･農
道等の管理活動に対し､国
の基準に基づき交付金を
交付する｡

集落協
定数

地
区

112 112
協定面
積 ㏊ 454 455
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

農業公社は担い手の経営規模
拡大を図るため､農地の流動
化に対して積極的に取組んで
おり､農地の利用権設定にお
ける目標に対して活動指標は
120%､成果指標は102%の達成
率であることから､評価は目
標を上回るとしている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

農業次世代人材投資事業及び
農地流動化助成金を市で行う
理由は2事業の調書を参照｡
農業公社は担い手づくりと農
地の有効利用に向けて行政よ
り効率的･効果的に行える事
業を担っており､農業公社の
機能を活かした取組を進めら
れるよう､今後も支援してい
く｡

85,221 84,333 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ

※令和元年度の実績を集計中
につき､平成30年度で評価
目標の達成率:活動指標=133%
成果指標=143%

現
行
の
ま
ま
継
続

東日本台風被災の復旧のため
に､生産農家の生産性と収益
性の向上を図るために引き続
き支援する｡

9,700 9,077 4 4 4 4 4 4 4.00

Ａ
 目標の達成率:活動指標
=104% 成果指標=104%

見
直
し
て
継
続

現要綱で令和2年度末を終期
に設定しているが､継続が必
要と考えているため｡

41,510 44,543 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ
目標の達成率:活動指標=67%
成果指標=145%

現
行
の
ま
ま
継
続

農地の荒廃化は､無くならな
いため事業を継続する必要が
ある｡

5,900 4,247 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ
目標の達成率:活動指標=100%
成果指標=100%

現
行
の
ま
ま
継
続

集落協定を締結している集落
には第5期対策も継続を働き
かけていく｡集落協定を締結
していない集落では荒廃化が
拡大しているため制度をPRす
る｡

76,850 75,909 4 4 4 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

173
6-
2-2

山村畑
作地域
活性化
事業補
助金

農業政
策課

農作物の高品質化及び多
収量化を図る｡

農業協同組合その他農業
者の組織する団体が実施
する､山村畑作地域に適し
た優良種苗等導入事業に
対して補助金を交付する｡

取組農
家数 戸 500 429

優良種
苗作付
面積

ha 28 35

174
6-
2-2

野生鳥
獣被害
防除対
策事業
補助金

いのし
か対策
課

捕獲活動を担ってきた猟
友会等を鳥獣被害対策実
施隊として任命し､個体捕
獲等の有害鳥獣対策に係
る総合的な施策を実施し
ていくことで農業被害額
が減少している｡

①電気柵等防護施設を導
入するために要する資材
費の補助
②ｲﾉｼｼ､ﾆﾎﾝｼﾞｶ､ﾆﾎﾝｻﾞﾙ､ﾊｸ
ﾋﾞｼﾝ､ﾀﾇｷ､ｱﾅｸﾞﾏ､ｶﾗｽの駆
除及び個体数調整に要す
る経費の補助
③捕獲おり及びわなの導
入に要する経費の補助
④追い払い業務の従事者
に支払う経費の補助
⑤狩猟免許の取得に要す
る経費の補助
⑥地区協議会等が実施す
る野生鳥獣被害防除対策
活動に要する経費の補助

ｲﾉｼｼ･ﾆ
ﾎﾝｼﾞｶ･
ﾆﾎﾝｻﾞﾙ
の捕獲
頭数

頭 1,600 2,490
農作物
被害額

千
円

55,800 調査中

175
6-
2-2

ｼﾞﾋﾞｴ
処理加
工施設
運営事
業

いのし
か対策
課

捕獲されたｲﾉｼｼやﾆﾎﾝｼﾞｶ
の多くは埋設処理である
が､新たな地域資源ｼﾞﾋﾞｴ
として有効活用すること
で､埋設作業の労力軽減と
地域活性化を図る｡

ｼﾞﾋﾞｴを地域活性化のため
地域のｲﾍﾞﾝﾄ等で利活用す
ると共に､猟友会や地元の
食品加工事業者等と捕獲
から搬送､ｼﾞﾋﾞｴ販売まで
の循環体制を確立する｡

ｲﾉｼｼ･ﾆ
ﾎﾝｼﾞｶ
の捕獲
数

頭 1,000 2,403

加工ｾﾝ
ﾀｰに搬
入され
たｲﾉｼ
ｼ･ﾆﾎﾝ
ｼﾞｶ

頭 800 1,122

176
6-
2-2

ｼﾞﾋﾞｴ
振興事
業

いのし
か対策
課

農業被害の軽減の及び中
山間地域の活性化につな
げる｡

･ｼﾞﾋﾞｴの需要拡大に向け
たPR
･販路拡大に向けたｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰと業務委託を締結す
る｡
･ｼﾞﾋﾞｴの加工技術向上に
向け研修等を実施

ｲﾍﾞﾝﾄ
等での
PR

回 5 5

加工ｾﾝ
ﾀｰで加
工処理
された
ｲﾉｼｼ･ﾆ
ﾎﾝｼﾞｶ

頭 600 520

177
6-
2-2

売れる
農業推
進事業

農業政
策課

農業及び農村の振興に取
り組むことにより､活力あ
る農業及び農村の確立を
図る｡

農業団体協議会へ補助金
を交付する｡
農産物加工施設等へ補助
金を交付する｡
消費地での農産物PRｲﾍﾞﾝﾄ
へ参加する｡

県外で
の農産
物PR実
施件数

件 12 6

PR実施
時の農
産物売
上額

万
円

240 198
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ
目標の達成率:活動指標=86%
成果指標=125%

現
行
の
ま
ま
継
続

優良種苗の作付けを継続する
ことにより､農作物の高品質
化･多収量化の向上を図るた
め｡

3,957 3,947 4 3 4 4 4 4 3 3.71

Ｂ

｢防御対策｣｢駆除･個体数調整
対策｣｢環境整備対策｣のを3つ
の施策を総合的にﾊﾞﾗﾝｽよく
行う実施したことにより農作
物被害額は減少傾向にある｡
また､有害鳥獣対策実施隊に
よる有害鳥獣の捕獲強化によ
り目標捕獲頭数を大幅に達成
できた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ﾆﾎﾝｼﾞｶによる農作物被害が高
止まりとなっているため､集
中捕獲等により駆除･個体数
調整を進めるとともに､地区
の有害鳥獣対策協議会(委員
会)による電気柵等の防護施
設の設置を含め､総合的にﾊﾞﾗ
ﾝｽよく被害防除対策を実施す
るための支援を継続してい
く｡また､ﾊﾝﾀｰの埋設負担軽減
と地域の活性化を図るため､ｲ
ﾉｼｼ･ﾆﾎﾝｼﾞｶのｼﾞﾋﾞｴ活用を推
進する｡

87,725 - 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

ｼﾞﾋﾞｴ販売については､当初予
定のなかった加工処理の段階
で発生するﾆﾎﾝｼﾞｶの残渣を7
月からﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ用として販売
すると共に､食肉用ｼﾞﾋﾞｴにつ
いては､R元年8月下旬に国産
ｼﾞﾋﾞｴ認証｣｢信州産ｼｶ肉処理
施設認証｣を取得後､10月から
販売を開始することができた
が､当初見込みを下回る結果
となった｡しかしながら､加工
ｾﾝﾀｰへのｲﾉｼｼ･ﾆﾎﾝｼﾞｶについ
ては､搬入目標を上回る持ち
込みがあり､捕獲従事者の労
力軽減と農業被害の軽減につ
なげることができた｡

見
直
し
て
継
続

本格稼働から数か月経過し､
計画段階では想定していな
かった問題点､改善点が発生
している｡これらの事象を洗
い出し整理して優先順を明確
にして解決策を模索してい
く｡

28,591 26,444 4 3 4 4 4 4 3 3.71

Ｃ

加工センターの本格稼働から
9か月間の中で、ジビエの販
路を開拓して一定量の販売に
つながったが、目標に届かな
かった。

見
直
し
て
継
続

CSFの影響で加工センターへ
のイノシシ受け入れは休止と
なっているが、ジビエのブラ
ンド力および販売流通形態の
確立を図り、ニホンジカ肉に
より市場でのジビエ定着およ
び販売促進を図る。

34,689 25,957 4 3 4 4 4 4 3 3.71

Ｂ

目標の達成率: 活動指標=50%
成果･効果指標=83%
令和元年東日本台風による災
害の影響で､中止となるｲﾍﾞﾝﾄ
があったため活動目標を下
回ったが､出展したｲﾍﾞﾝﾄでの
売上は好調のため､概ね目標
どおりとした｡

現
行
の
ま
ま
継
続

農産物や市の認知度を上げる
PR活動や農産物加工品の開
発･販売の取組みは､農業者の
所得向上に必要である｡

4,781 1,781 4 3 4 4 4 3 3.67
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

178
6-
2-2

地産地
消推進
事業

農業政
策課

市内で生産された農畜産
物の消費拡大により地域
内流通を高めるとともに､
市民の健康を守る安全･安
心な農畜産物を安定供給
する｡

生産者と実需者とのﾏｯﾁﾝ
ｸﾞ支援､地産地消協力店の
募集やこれらを紹介する
ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成､学校給食栄
養士と生産者との意見交
換などの事業を実施する､
市地産地消推進協議会に
補助金を交付する｡

地産地
消協力
店数

店
(累
計)

155 146

5千万
円以上
売上げ
のある
直売所
売上額

億
円

21.5 集計中

179
6-
2-2

長野市
農業祭
負担金

農業政
策課

ｲﾍﾞﾝﾄを通じて長野市産の
農産物の宣伝を行い､消費
拡大を図る｡

実行委員会へ負担金を支
出する｡

農業祭
実施 件 1 1

来場者
数 人 2,200 2,500

180
6-
2-2

都市農
村交流
推進事
業補助
金

農業政
策課

中山間地域の農家等団体
が､地域の資源を有効に活
用した取り組みを主体的
に開催することを通じて
地域の活性化を図る｡

農業体験や農家民泊の受
入れを組織化し､受入組織
が主体的に活動できるよ
う､必要な経費に補助金を
交付する｡

農家民
泊受入
地区数

地
区

9 8
農家民
泊参加
者数

人 4,000 3,466

181
6-
2-3

広葉樹
林造成
調査研
究事業

森林農
地整備
課

人工林の伐採後､自然の力
を活用して安価に広葉樹
林を造成する方法を検討
する

市営林にﾓﾃﾞﾙ林を設定し､
伐採を行ってその後の広
葉樹林の成林状況を調査
する｡
H29門沢ﾓﾃﾞﾙ林
H30上ｹ屋､田野口ﾓﾃﾞﾙ林
H31小田切ﾓﾃﾞﾙ林

ﾓﾃﾞﾙ林
の設定

箇
所

3 4
調査の
実施

箇
所

3 4

182
6-
2-3

市営林
保育事
業

森林農
地整備
課

市有財産の適切な管理と
森林の公益的機能の向上
を図る｡

市有林および分収林にお
いて､充実しつつある木材
資源を搬出間伐や主伐に
よって利用しつつ森林の
保育(植栽､下刈､除伐､枝
打､間伐等)を実施する｡

保育実
施面積 ha 30 11

搬出材
積 m3 1,400 382
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

平成30年度において､地産地
消協力店数についての実績は
目標値の94%と下回るも､5千
万円以上の売り上げのある直
売所の売り上げ額について
は､目標値と実績値が同額と
なったことから､評価はおお
むね目標どおりとしている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

代表的な直売所の売上の推移
を見る(定点観測)ことで､事
業効果の把握が可能になると
考える｡
第五次総合計画策定時のｱﾝｹｰ
ﾄなどから地産地消に対する
市民の関心は高いが､地元産
食材に対する消費者の理解を
更に深め､農業者の所得向上
を図るためにも継続的な取り
組みが必要｡

1,690 1,690 4 3 4 4 4 4 3.83

Ａ

目標の達成率:活動指標=100%
成果･効果指標=114%
令和元年度は､ﾃﾞﾝﾏｰｸ親善ﾌｪｱ
を同時開催した｡平成31年度
及び令和元年度は､市役所西
側広場(桜ｽｸｴｱ)で開催した｡

現
行
の
ま
ま
継
続

生産者と消費者が直接に顔を
合わせたり､農産物やその加
工品の認知度を上げるPR活動
の場となっており､地産地消
を図る上で必要である｡

2,000 2,000 4 3 3 3 4 3 3.33

Ｂ
目標の達成率:活動指標=89%
成果･効果指標=87%

現
行
の
ま
ま
継
続

農業振興ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ(H29~R3)
において､｢今後も無理のない
範囲で継続していけるよう支
援する｡｣ことを取組方針とし
ている｡

2,032 1,605 4 4 4 3 3 4 3 3.57

Ａ

送電線の線下伐採を実施する
必要があった田野口市営林を
ﾓﾃﾞﾙ林に設定することで､先
行して1箇所のﾓﾃﾞﾙ林を設置
することが出来た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

現行のまま事業を継続してい
く｡

3,800 2,568 4 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｃ

東日本台風災害により搬出間
伐を実施しなかったほか､台
風被害木処理のために事業費
を使用したので､保育面積減
となったが､森林は短期間で
劣化するものではないので､
次年度から取り戻すことは可
能である｡

現
行
の
ま
ま
継
続

森林資源の保全と公益的機能
の発揮を図るためには､市営
林の保育事業は継続して実施
する必要がある｡

30,435 13,160 4 4 4 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

183
6-
2-3

森林整
備･木
材活用
事業

森林農
地整備
課

国･県等の補助事業の対象
となりにくい森林が十分
に整備されている｡また､
大小さまざまな事業体が
林業に係る｡

事業廃止
間伐面
積 ha 19 21

間伐面
積 ha 19 21

184
6-
2-3

松くい
虫被害
防除事
業

森林農
地整備
課

守るべき松林の急激な枯
死による公益的機能の低
下および景観の悪化防止

被害木の伐倒くん蒸によ
る駆除

松くい
虫被害
木処理
量

m3 780 655

守るべ
き松林
での駆
除残量

m3 200 679

185
6-
2-3

森林保
護事業

いのし
か対策
課

緩衝帯を整備することに
より､野生鳥獣の出没の軽
減に繋がっている｡

森林と農地との間に､緩衝
帯を整備することにより､
野生鳥獣の出没を抑制し､
農業被害の軽減や人的被
害を防いでいる｡

緩衝帯
整備 ha 11 3

野生鳥
獣によ
る農業
被害金
額

千
円

55,80
0

調査中

186
6-
2-3

森林体
験事業

森林農
地整備
課

市民の森林･林業や森林整
備に対する理解と関心を
深める｡

森林体験学習の機会を提
供する｡又､森林体験学習
を行う他団体をｻﾎﾟｰﾄす
る｡
林業講座(趣味の林業講
座)を開催する｡

森林体
験事業
の開
催･補
助

回 43 31
森林体
験参加
者数

人 2,150 2,282

187
6-
3-1

商店街
環境整
備事業
補助金

商工労
働課

 中心市街地や商店街の賑
わいの創出と活性化｡安
全･安心な商店街環境

街路灯やｱｰｹｰﾄﾞ等のﾊｰﾄﾞ
設備や付帯設備の設置に
対する補助(環境整備事業
助成金)､街路灯やｱｰｹｰﾄﾞ
の修繕費に対する補助(街
路灯等維持管理事業補助
金)､花鉢やｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ等の
装飾による賑わい演出に
係る経費の補助(賑わい演
出補助金)､商店街が維持
管理している街路灯の電
気料に対する補助(電灯料
助成金)

電灯料
助成商
店街数

件 53 53 - - - -
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ
林業事業体に事業が浸透した
ため､間伐面積が目標を上
回った｡

終
了

内容を拡充して新たな森林管
理ｼｽﾃﾑに対応する事業を新規
に立ち上げるため､当事業は
終了する｡

4,591 4,454 4 4 4 4 4 4 2 3.71

Ｃ

H30年度は気象条件により被
害が多く駆除残量が多かった
ため､R元年度の被害増加につ
ながり､R元年度も駆除残が多
い状況となった｡一方で､中信
地域のように面的に壊滅的な
被害が出ているわけではな
く､駆除による抑制効果が出
ているものと考えられる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

被害の終息は見込めないもの
の､急激な松林の劣化を防ぎ､
徐々に広葉樹林への転換を図
るため､事業の継続が必要で
ある｡

26,285 26,086 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

実施地区の同意を得て施行し
なければならないことや､令
和元年度東日本台風の影響等
により､当初整備目標面積を
若干下回る結果となったが､
計画箇所を概ね整備できた｡

現
行
の
ま
ま
継
続

緩衝帯整備事業は､野生鳥獣
の出没しにくい環境づくり対
策として効果が高いため､今
後も推進していく｡また､森林
整備の意味合いもあり､健全
な森林育成に寄与していく｡

15,548 - 2 4 4 4 4 2 3.33

Ａ
被害市日本台風により事業の
開催回数は減となったもの
の､参加人数は目標に達した｡

現
行
の
ま
ま
継
続

より多くの市民が森林に対す
る理解と関心を深めるために
は､継続して事業を実施する
必要がある｡

1,083 637 4 4 4 4 4 4 4 3 3.88

Ｂ
予定通り支援することで､安
全･安心な商店街環境の維持
が図られる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 商店街の環境整備を支援す
ることは､商店街の魅力向上
やまちの安全向上につながる
ことに加え､商店街団体自体
の結束や地域との関係も強化
することに寄与している｡

22,235 15,876 4 3 3 4 3.50
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

188
6-
3-1

産学行
連携支
援施設
管理運
営事業
(もの
づくり
支援ｾﾝ
ﾀｰ)

商工労
働課

多くの企業が新技術･新製
品の開発や製品の高付加
価値化に成功することで､
産業競争力の向上が図ら
れる｡

ものづくり支援ｾﾝﾀｰに所
属するｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾏﾈｰ
ｼﾞｬｰ等専門ｽﾀｯﾌによる各
種相談業務､人材育成事業
やものづくりｻﾛﾝ(産学行
交流事業)等の開催｡低廉
な料金によるﾚﾝﾀﾙﾗﾎﾞの提
供｡

各種相
談数 件 60 81

ものづ
くり研
究開発
事業を
きっか
けにし
た製
品･技
術開発
件数

件 3 2

189
6-
3-1

中小企
業振興
資金融
資事業

商工労
働課

通常の資金調達が困難な
中小企業者等の信用力を
高め､事業資金の充足を図
り､将来企業が独自の力と
信用で民間金融機関との
通常な取引が図られる一
手段である｡

市が金融機関及び長野県
信用保証協会と協調し､長
期･固定･低利の融資制度
を設け､金融機関への資金
預託及び信用保証料の補
助を行う｡

融資実
行率
(年度
末融資
残高/
融資
枠)

% 90 -

融資
あっ旋
件数前
年比

% 100 -

190
6-
3-2

店舗流
動化推
進事業

商工労
働課

 中心市街地のﾆｰｽﾞに応じ
た有効な施策を展開する
ことで､中心市街地内の商
業活性化を目指す｡

R元 新規事業｢お試し出店
ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業｣の実施

調査の
実施
(H30)
新施策
を利用
した人
数(R元
~/累計
値)

事
業

3 4

調査結
果(報告
書)(H30
)新施策
を利用
し､中心
市街地
に新規
出店し
た人数
(R元~/
累計値)

件
(H30
)
人

(H31
)

- 1

191
6-
3-2

中心市
街地活
性化事
業補助
金

商工労
働課

 中心市街地や商店街の賑
わいの創出と活性化

まちづくり会社が行う中
心市街地活性化のための
非営利部門(事務局部門)
運営費に対し補助金を交
付する｡

補助金
交付件
数

件 1 1

まちな
かﾊﾟｰｷ
ﾝｸﾞ利
用者数
(年間)

件 311,000 412,351

192
6-
3-2

ものづ
くり産
業等活
性化支
援負担
金･補
助金

商工労
働課

中小企業の産業競争力が
向上し､持続可能な企業へ
と成長することにより､地
域産業の活性化が図られ
る｡

企業の新製品･新技術の研
究開発費用､展示会への出
展費用､特許出願費用､外
部への研修参加費用など
の一部を補助する｡

ものづ
くり研
究開
発､新
産業創
出･販
路拡大
事業

件 13 11

ものづ
くり研
究開発
事業を
きっか
けにし
た製
品･技
術開発
件数

件 3 2
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

研究開発事業補助金は毎年3
件程度の交付実績があり､新
製品･新技術の開発に結び付
いている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

ｽﾀｯﾌを含めた施設の活用につ
いては､民間のﾉｳﾊｳを取り入
れる必要があると考えられる
が､公の施設とすることが困
難なため､検討してきた指定
管理への移行の可能性は低い
との結論に達した｡今後の運
営の効率化に向けた方策を検
討していく｡

29,357 - 2 4 4 2 3.00

Ｂ

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸや東日本大震災によ
る大規模な資金需要時の借入
が返済時期を迎えているた
め､年度末融資残高が減少し
ている｡また､ﾏｲﾅｽ金利の影響
等で､民間金融機関の利率も
低金利になっているが､利用
件数が著しく減少しているわ
けでもないため､中小企業者
等の資金需要に対応している
と言える｡

現
行
の
ま
ま
継
続

本融資制度は中小企業金融の
補完措置であり､中小企業者
等の資金調達を円滑にし､経
営の安定及び事業の発展を支
援していくために､長期･固
定･低利の融資制度及び保証
料の補給は必要である｡

6,250,00
0 - 4 4 4 4 4.00

Ａ

 新規事業｢お試し出店ﾁｬﾚﾝｼﾞ
事業｣が順調に開始され､出店
区画5区画が全て埋まり､か
つ､開始初年度にも関わらず､
同事業を卒業して､中心市街
地に出店した店舗が1店舗
あった｡

現
行
の
ま
ま
継
続

 H30の調査が適正に終了｡R元
の新規事業も順調であり､事
業が非常にうまく進んでいる
ため｡今後､更なる新規事業の
実施し､それらの効果を見な
がら次の施策展開を考える｡

7,199 6,655 4 4 4 4 4 4.00

Ａ
成果目標の数値を大きく上
回っている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

中心市街地の活性化を進める
ために､まちづくり長野は一
般の行政職員では取組難い活
動をしており､それらの中に
は直ちに収益につながらない
ものや､総合的な調整活動が
含まれる｡市は今後も運営費
を補助し､会社の継続的な活
動を支援していく｡

7,500 7,500 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

研究開発事業補助金は毎年3
件程度の交付実績があるが､
新製品･新技術の開発に結び
付いている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

制度を活用した利用者の意見
等を踏まえ､更なる修正が必
要かどうか見極めていく｡

16,860 7,189 2 4 4 4 3 3.40
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

193
6-
3-2

ながの
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
郷土食
人材育
成ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑ事業
負担金
(ものづ
くり産
業等活
性化支
援負担
金･補助
金の一
部)

商工労
働課

本市の主要産業である食
品加工業の産業競争力が
向上し､地域のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ企業
へと成長することにより､
産業の活性化が図られる｡

信州大学工学部が組織し
ている｢ながのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ郷土
食運営協議会｣へ､本市と
の連携事業として負担金
を支出する｡

ながの
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
郷土食
人材養
成ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ事
業負担
金の交
付

件 - 1

ながの
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
郷土食
人材養
成ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ受
講者数

人 5 8

194
6-
3-2

地域伝
統産業
支援事
業

商工労
働課

補助金を交付することに
より､当該地域伝統産業の
振興を図り､もって地域伝
統産業の継承及び地域経
済の発展を促進する｡

地域に住所を有する者等
による団体が実施する地
域伝統産業の振興に資す
る事業に要する経費に対
し､補助金を交付する｡

講習及
び職人
技術研
修人数

人 250 183

生産
量･販
売額の
増(対
2016年
比)

% 120 120

195
6-
3-3

未来の
ICT人
材育成
事業

商工労
働課

将来のICT人材の育成を図
る

小中学生を対象としたﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教室等の開催によ
りICTﾘﾃﾗｼｰの醸成を図る
など各世代を通じての人
材育成を行う｡
･長野ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯﾌﾟ少年団負
担金
･U-15長野ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｺﾝﾃｽ
ﾄ負担金
･高校生ICTｾﾐﾅｰ
･ICT起業家育成

U-15長
野ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾐﾝ
ｸﾞｺﾝﾃｽ
ﾄの参
加者数

人 40 43

ﾌﾟﾛｺﾝ
出身者
の長野
工業高
校､長
野高
専､信
大工学
部への
入学者
数

人 3 -

196
6-
3-3

高度
ICT技
術者雇
用促進
事業

商工労
働課

市内企業が､高度ICT人材
を雇用して新製品開発､生
産性向上などの利益増加
に向けた取り組み(DX)を
推進する機運を醸成する

企業が高度ICT技術者を人
材紹介会社等を通じて雇
用する場合の経費の一部
を補助することにより､企
業の人材確保を支援し､市
内企業の事業拡大や新た
な事業の展開を促進する｡
(雇用1年後の補助)
･人材紹介手数料等の1/2
相当額を補助(上限50万
円)

高度
ICT技
術者雇
用促進
事業補
助金の
交付件
数

件 - -

高度
ICT技
術者の
新規雇
用数
(市で
把握し
たも
の)

人  - 2

197
6-
3-3

ｲﾍﾞﾝﾄ
事業補
助金

商工労
働課

 中心市街地や商店街の賑
わいの創出と活性化

(商店街ｲﾍﾞﾝﾄ)地元商店街
団体等が実施する商店街
の販売促進事業につなが
る祭りや行事等に対して
補助金を交付する｡
(大規模ｲﾍﾞﾝﾄ)大規模で集
客力があり､商店街の販売
促進事業が行われるｲﾍﾞﾝﾄ
に対し補助金を交付する｡

補助金
交付件
数
(商店
街ｲﾍﾞﾝ
ﾄ+大規
模ｲﾍﾞﾝ
ﾄ)

件 29 23

まちな
かﾊﾟｰｷ
ﾝｸﾞ利
用者数
(年間)

件 311,000 412,351
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

施設や人員体制の都合によ
り､受講者の定員は5名として
いるが､定員以上の応募があ
る｡

終
了

｢ながのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ郷土食推奨品｣
に認定された商品が12品ある
など､一定の成果を確認でき
たため､予定通り令和元年度
で本事業を終了とする｡

6,000 6,000 2 4 4 4 2 3.20

Ａ
活動指標､成果･効果指標とも
に目標値を上回ったため､達
成状況の評価をAとするもの｡

終
了

本事業は､創設時に終了を平
成33年と定めているため｡

3,600 3,200 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｺﾝﾃｽﾄは毎回募集
定員を超える応募があり､
断っている状態である｡全国
のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｺﾝﾃｽﾄ優勝者が
集う大会では､平成30年度に
優勝するなど､優秀な成績を
収めている受講者もいる｡優
秀な人を伸ばすとともに､裾
野の拡大を図っていく必要が
ある｡

見
直
し
て
継
続

既存事業は､事業効果を見な
がら継続的に実施していく｡
更なる裾野の拡大方法を検討
するとともに､小中学生で関
心を持った者が学び続け､IT
人材として企業に就職するま
での継続的な支援を検討す
る｡

8,542 5,996 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

本補助事業を利用した雇用は
なかったが､対象外となる雇
用で2名の高度ICT技術者の雇
用があったことから､一定の
成果があったと考えられる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

事業が開始したばかりで､補
助金交付実績もないため､数
年間本補助金の利用実績等を
確認しながら､事業効果を検
証していく｡

1,940 0 4 4 4 4 4.00

Ａ

成果指標の目標値そのものを
増加目標に設定しているうえ
で､その数値を上回る実績が
あることによる｡

現
行
の
ま
ま
継
続

毎年の要望調査により､多く
の補助金要望があり､かつ､ほ
とんどの実施団体が要望通り
に補助金を利用していること
から､高い需要が認められ､継
続して実施する｡

20,320 17,958 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

198
6-
3-3

商店街
活性化
事業補
助金

商工労
働課

まちのにぎわいを創出す
ることで､商業の振興等を
図る｡

商店街の積極的な情報発
信､個店強化､付加価値創
出､組織運営の円滑化等の
取組又は事業者の中心市
街地の空き店舗等を活用
した出店の取組に対して､
補助金を交付する｡

補助金
交付件
数

件 27 21

中央通
り及び
権堂ｱｰ
ｹｰﾄﾞ沿
いの1
階部分
の空き
店舗数

件 21 18

199
6-
3-3

起業家
支援事
業

商工労
働課

長野市の商業振興を図る
ため､商業活動における実
践的な知識を身に着けた
起業者を育成する｡

いつか創業してみたい方
などを対象に､創業ﾏｲﾝﾄﾞ
醸成のためのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟｾﾐ
ﾅｰを2回開催｡先輩創業者
とのﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ等により､
創業したいけれど何を
やったらいいかわからな
い方の計画立案のｲﾒｰｼﾞ作
りを後押しした｡また創業
予定者､ﾋﾞｼﾞﾈｽｱｲﾃﾞｱを構
築したい方などを対象に､
創業の心構えや事業戦略､
販売戦略などを実践的に
学ぶ｢実践起業塾｣(各期6
回)を開催｡より多くの創
業者創出を目指し､同一内
容の講座を2期開催した｡

起業塾
受講者
数

人 20 19

起業塾
卒業者
による
起業者
数

件 3 0

200
6-
3-3

工場等
立地対
策補助
金

商工労
働課

･地域経済を支える産業の
集積
･市民の働く場や収入の確
保
･中心市街地の活性化

･工場等を新増設する際の
固定資産税相当額の助成
･工場や事業所の新増設に
関する用地取得への助成
･事業所の新増設に伴う事
業所税相当額の助成
･市指定区域にｵﾌｨｽを賃貸
する場合の家賃等への助
成
･事業所の新増設などに伴
う新規雇用への助成 等

雇用創
出企業
立地支
援事業
及びｵ
ﾌｨｽ家
賃助成
金の新
規立地
の件数

件 4 2

雇用創
出企業
立地支
援事業
及びｵ
ﾌｨｽ家
賃助成
金の対
象と
なった
新たな
雇用者
数

人 0 11

201
6-
3-3

産業団
地立地
促進事
業

商工労
働課

産業集積･技術集積の向上
を図り､地域経済活性化に
つなげる｡

事業用定期借地権設定契
約土地及び貸付特約付土
地の維持管理｡

産業団
地の数

箇
所

- 13

産業団
地の区
画へ入
居数
(累計)

区
画

180 180

202
6-
3-3

企業誘
致活動
事業

商工労
働課

市外企業の誘致による地
域産業の活性化と新たな
雇用の創出

○東京圏での企業訪問活
動
○産業展示会への出展に
よるPR活動
○ICT産業集積のためのﾃﾚ
ﾜｰｸ体験ﾂｱｰの実施等

企業訪
問の件
数

社 50 90
企業の
誘致件
数

件 3 1
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

活動指標の｢補助金の交付件
数｣､成果指標の｢中央通り及
び権堂ｱｰｹｰﾄﾞ沿いの1階部分
の空き店舗数｣とも､概ね目標
どおりの実績になっている｡

現
行
の
ま
ま
継
続

商店街団体に対する補助金利
用予定調査､補助実績等によ
り､一定の需要があることか
ら引き続き実施する｡

8,350 7,080 4 4 4 4 4.00

Ａ

起業者数が前年実績､目標と
も上回っていることから､評
価はAとする｡起業は起業塾を
卒業すればすぐにできるもの
ではなく､綿密な事業計画や
資金計画が必要であり開業ま
でには一定期間を要すること
から､起業者数は今後さらに
増加していくことが見込まれ
る｡

現
行
の
ま
ま
継
続

成果の達成状況､上記の検証
結果からも事業の必要性は確
認できることから､引き続き
実施する｡

2,368 2,356 3 4 4 2 3.25

Ｂ

米中貿易摩擦や東日本台風災
害､新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症蔓延な
どの影響により､特に年度後
半は地方進出を取りやめた
り､設備投資を凍結する事業
者などがみられ､新規立地や
雇用者数が伸びなかった｡

見
直
し
て
継
続

市の経済発展を図る上では企
業誘致や市内企業の転出防止
が欠かせず､本補助事業は必
要不可欠である｡ただし､企業
ﾆｰｽﾞの変化や､信州ITﾊﾞﾚｰ構
想､善光寺門前ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾀｳﾝ構
想などの動きに対応し､必要
に応じ､補助内容を見直して
いく｡

245,278 179,791 4 4 4 3 3.75

Ｂ
開発した産業団地すべての区
画の分譲を達成

現
行
の
ま
ま
継
続

大規模な新団地開発について
は､財政的ﾘｽｸの観点や､開発
できる土地が限られているこ
とを勘案し､極力民間活力を
導入するとし､本事業では新
規に土地の取得は行わない｡
また､地価変動等に伴う経営
悪化が与える負担のﾘｽｸを低
減するため､早期売却を図る｡

900,000 233,146 4 4 4 4 4.00

Ｂ

誘致件数は､目標どおりで
あった｡また､この他にも誘致
活動継続中の企業もあること
から､概ね目標どおりと評価
する｡

見
直
し
て
継
続

企業誘致のﾀｰｹﾞｯﾄは主に都市
部の企業になることから､東
京事務所と連携し企業訪問や
東京圏で開催される産業展示
会等でのPRを行う｡また､経済
情勢や本市の状況､信州ITﾊﾞ
ﾚｰ構想などの状況などに柔軟
に対応していく｡

5,348 1,557 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

203
6-
4-1

就職支
援事業

商工労
働課

働くことによる安定的な
生活の享受､社会的･職業
的な自立､自分らしい生き
方の実現､学生の就職のﾐｽ
ﾏｯﾁの軽減､ｷｬﾘｱ教育の充
実､UJIﾀｰﾝ就職促進

令和元年度事業
(1)職業相談室
①職業相談､ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
②出前講座､各種ｾﾐﾅｰの開
催
③市立長野高校でのｷｬﾘｱｶ
ｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
(2)未来ﾋﾞｭｰ長野､ｼﾞｮﾌﾞｷｯ
ｽﾞしんしゅう､ﾏﾏたちのお
仕事ﾌｪｽﾀなどの就職支援
事業

職業相
談室開
設日数

日 240 240
相談件
数 件 　‐ 534

204
6-
4-1

長野地
域UJI
ﾀｰﾝ就
職促進
事業

商工労
働課

企業の魅力とともに､長野
地域で働く魅力を発信す
ることで､移住･定住の促
進と､東京圏からのUJIﾀｰﾝ
就職を促進する｡

令和元年度事業
｢長野地域若者就職促進協
議会｣設立･運営
①首都圏に進学等で出て
行った若者に長野の企業
の魅力を紹介し､学生や社
会人と企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞを
推進するｲﾍﾞﾝﾄ｢ﾅｶﾞﾉのｼｺﾞ
ﾄ博｣の開催､説明会･企業
研究会･交流会など
②ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟﾌｪｱ(長野県事
業)に共催
③企業の採用力強化､定着
率向上ｾﾐﾅｰの開催
④就職情報ｻｲﾄ｢おしごと
ながの｣の管理運営

長野地
域若者
就職促
進協議
会が実
施する
事業へ
のｲﾍﾞﾝ
ﾄ参加
者数

人 570 788 - - ‐ ‐

205
6-
4-1

雇用対
策補助
金

商工労
働課

①中小企業の勤労者の福
利厚生の充実を図り､勤労
者が心身ともに健康で安
心して働くことができる
環境を整備する｡
②熟練した技術･技能の継
承

①初めて退職金共済契約
の申込みをした事業所に
対して補助金を交付する｡
②運営費として賃金相当
分を定額で補助する｡

交付事
業所数
(中小
企業退
職金共
済金掛
金補助
金)

件 90 75

該当者
数(中
小企業
退職金
共済金
掛金補
助金)

人 470 398

206
6-
4-1

ｼﾙﾊﾞｰ
人材ｾﾝ
ﾀｰ補助
金

商工労
働課

公益社団法人長野ｼﾙﾊﾞｰ人
材ｾﾝﾀｰの運営を安定させ
て､高齢者の能力を活かし
た地域社会づくり及び地
域の福祉の向上に寄与す
る｡

地域の日常生活に密着し
た就労機会の提供するこ
とにより高齢者の｢居場
所｣と｢出番｣づくり､｢生涯
現役社会｣の実現､希望す
る高齢者のために職業紹
介事業又は労働者派遣事
業を行うｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰの
運営に要する経費に対し
補助金を交付する｡

契約額
千
円

883,000
未確
定

会員数 人 2,200
未確
定

207
6-
4-2

勤労者
生活資
金協調
融資事
業

商工労
働課

労働者の生活の安定及び
福祉の充実

長野県労働金庫と協調し
て､教育資金やﾘﾌｫｰﾑ資金､
自動車購入､福祉に関する
資金等に対して融資を行
う｡

融資件
数 件 12 8

融資残
額

千
円

20,000 27,490

208
7-
1-1

長野駅
周辺第
二土地
区画整
理事業

市街地
整備局
駅周辺
整備課

公共施設整備が完了し､都
市機能の集積も見られる｡
更なる｢安心･安全で住み
たくなるまちへの再生｣を
目指す｡

･換地計画の作成
･電線地中化の促進による
無電柱化
･公共施設の管理引継ぎ

公共施
設整備
率

% 99 100
事業地
区内人
口

人 2,827 2,827
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ
相談者に寄り添い相談やｶｳﾝｾ
ﾘﾝｸﾞを行っていることから､
概ね目標を達成している｡

見
直
し
て
継
続

出前講座､ｾﾐﾅｰ､｢未来ﾋﾞｭｰ長
野｣｢ﾏﾏたちのお仕事ﾌｪｽﾀ｣な
どの就職支援事業の開催につ
いては､市民や企業のﾆｰｽﾞを
把握し､ﾆｰｽﾞにあった見直し
を行いながら継続していく｡

15,913 15,514 4 4 3 4 4 3.80

Ｂ

令和元年度発足した｢長野地
域若者就職促進協議会｣の事
業費は､地方創生推進交付金
と長野市をはじめとする9市
町村の負担金で賄っており､
就職情報ｻｲﾄ｢おしごとなが
の｣の管理運営や｢ﾅｶﾞﾉのｼｺﾞﾄ
博｣など当初計画した事業を
実施していることから目標は
概ね達成されている｡

見
直
し
て
継
続

就活の多様化に対応した事業
を行っていく必要がある｡

22,633 22,538 4 4 3 4 4 3.80

Ｂ

目標に達したことから､中小
企業退職金共済に加入し､補
助金を申請する事業所が一定
数あると判断できるため｡

見
直
し
て
継
続

職業訓練ｾﾝﾀｰについては､平
成22年度末に､長野商工会議
所や長野県経営者協会を始
め､多くの業界団体からの陳
情により国から長野市に移管
された経過がある｡このこと
を踏まえて､長野地域職業訓
練協会と今後の運営について
の話合いを行っていく｡

10,525 9,116 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

退職後も自らの経験と能力を
活かして再任用や再就職など
多様な働き方を求める高齢者
が増えているため､会員数は
若干減少したものの､ｾﾝﾀｰの
PRを行い新規開拓に努めた結
果､受注件数は増加している｡

見
直
し
て
継
続

人口減少に伴う労働力不足対
応として､高齢者の就業を支
援する必要があることに加
え､より柔軟な対応が可能と
なる派遣事業を促進すること
で､現役世代のｻﾎﾟｰﾄとしての
役割も期待できる｡また､構成
員となっている｢長野市生涯
現役促進協議会｣と連携し､更
なる高齢者の就業拡大を図
る｡

15,927 15,926 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ
融資の性質上､毎年の利用者
は一定しないが､利用は昨年
並みであった｡

見
直
し
て
継
続

融資可能枠に対する貸出割合
はいまだ低く､景気や金利の
動向などを注視していく｡

40,000 40,000 4 4 4 4 4.00

Ａ
いずれの実績も目標を達成し
ており､事業の進捗と共に事
業効果の発現が確認できる

見
直
し
て
継
続

事業完了に向け年度ごとに実
施内容が変化するため､計画
に沿った予算配分を行う

852,893 795,517 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4.00
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

209
7-
1-1

従前居
住者用
住宅管
理運営
事業

市街地
整備局
駅周辺
整備課

施設が適切に管理され､入
居中は安全で快適な生活
が持続している｡

･施設の管理
 建物､設備(給排水設備､ｴ
ﾚﾍﾞｰﾀｰ､消防設備)の保守
点検､施設内の除草､樹木
の剪定､ﾊｳｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの実施
･施設の維持
 建物,設備の修繕､維持補
修的工事の施工
･施設の運営
 管理人の委嘱､入退去管
理

移転す
る権利
者の仮
住宅と
して使
用でき
るよ
う､施
設､受
入態勢
を整え
ておく

- - -

仮住宅
を確保
するこ
とで､
移転を
促し､
土地区
画整理
事業の
進捗を
図るこ
とがで
きる｡

- - -

210
7-
1-1

地域公
園維持
管理事
業

公園緑
地課

適切な公園管理により､公
共の福祉の増進に資する
ことを目的とする｡

･公園維持管理業務委託(ｼ
ﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰへ公園等見
回員として25名を委託)
･植栽管理委託
･高木剪定委託(適宜委託)
･ﾄｲﾚ清掃業務委託
･公園施設修繕･撤去･更新

公園見
回り員
が点
検､維
持管理
を行う
公園数

公
園

713 712 - - - 712

211
7-
1-3

危険空
家等対
策事業

建築指
導課

空家等対策計画に定めた5
つの取組方針のもと､関係
団体と連携し様々な施策
を展開することで､生活環
境の保全を図る｡

･空き家所有者の特定や特
定空家等の判定を実施し､
行政指導や老朽危険空き
家解体事業補助金を交付
することで危険空き家を
解消する｡
･空き家問題の解消手法と
して専門家団体によるﾜﾝｽ
ﾄｯﾌﾟ相談会を実施する｡

危険空
家等へ
の行政
指導件
数

件 50 71

危険空
家等の
除却件
数

件 10 31

212
7-
1-4

危険屋
外広告
物調査
事業

都市政
策課

屋外広告物の所有者(管理
者)を特定し､広告物によ
る事故が発生した際の維
持管理責任を明確にする｡

･｢長野県広告塗装事業協
同組合｣と連携し､危険な
状態のまま放置された屋
外広告物の実態調査を実
施
･実態調査を踏まえ､所有
者(管理者)を特定し､安全
点検及び適正な維持管理
を促す通知を行う｡

中心市
街地及
び歩行
者の多
い商業
系地域
の実態
調査

k㎡ 1 1

危険と
思われ
る屋外
広告物
の所有
者(管
理者)
の特定
割合

% 80 40

213
7-
2-1

ながの
ｽﾏｰﾄ通
勤応援
事業

交通政
策課

ｴｺ通勤とﾋﾟｰｸｼﾌﾄの推進に
より､市民がｽﾄﾚｽなく通勤
できること｡

｢ながのｽﾏｰﾄ通勤応援月
間｣を設けるなど､市内企
業や住民自治組織等との
協働により､｢ｴｺ通勤｣促進
の取組により､渋滞緩和に
つなげる｡
･ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ用駐車場の
設置､渋滞長等調査委託ほ
か

ながの
ｽﾏｰﾄ通
勤応援
月間期
間中の
ﾊﾟｰｸ･ｱ
ﾝﾄﾞ･ﾗｲ
ﾄﾞ申込
者数

台 - -
公共交
通利用
回数

回 - -

214
7-
2-1

長野市
公共交
通活性
化･再
生協議
会負担
金

交通政
策課

長野市公共交通活性化･再
生協議会が実施するICｶｰ
ﾄﾞ事業及びﾊﾞｽ利用を積極
的に推進するための利用
促進策の実施のため､負担
金を支出するもの｡

｢長野市地域公共交通網形
成計画｣に基づく事業の取
り組みやICｶｰﾄﾞ事業の運
営･ｼｽﾃﾑ更新に伴う費用に
対して負担金を支出する｡

｢ICｶｰ
ﾄﾞくる
る｣有
効枚数

数 128,000 127,652

｢ICｶｰ
ﾄﾞくる
る｣利
用件数
(1回乗
車/件)

千
件

4,981 4,527
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ｂ

建物及び設備の保守管理者と
しての情報共有に努め､入居
者等から指摘のあった箇所･
事象には随時対応しており､
施設は良好な状態にあるた
め｡
当該住宅は施設管理が良好な
ことから､平成元年東日本台
風災害の被災者の生活支援の
ため､一時入居の住宅として
提供できた｡(4月1日現在､両
住宅で35世帯が使用中)

現
行
の
ま
ま
継
続

土地区画整理事業施行中であ
るため､従前居住者用住宅と
して管理運営し､中断移転等
で住居が必要となっている権
利者等が利用できるよう､必
要な修繕､改修を行って状態
を整えておく必要がある｡

96,217 54,000 4 4 4 4 4.00

Ｂ
毎年公園数は増加している
が､公園ごとに適切に維持管
理を行っているため｡

現
行
の
ま
ま
継
続

本事業の管理対象公園は見回
り員管理等による直営管理
と､別の事業となる公園愛護
会による管理により､双方連
携しながら良好な公園管理を
行っている｡概ね適切な管理
ができており､現在のところ
市直営管理である本事業の大
幅な方針変更は考えていな
い｡

145,560 145,031 4 4 4 3 3.75

Ａ

危険空家等への行政指導を進
めたことに伴い､目標以上に
危険空家等の除却が進み､周
辺住民の生活環境の保全を図
ることが出来た｡

現
行
の
ま
ま
継
続

空家等対策計画の計画見直し
を予定している令和3年度ま
で､拡充した本事業の支援策
により､危険空家等の解消や
危険空家化の防止のための
様々な取組を総合的かつ計画
的に進める｡

21,169 20,779 3 4 4 3.67

Ｄ

所有者(管理者)の特定作業に
時間を要する中で､令和元年
東日本台風(台風19号)災害へ
の対応業務等により目標に到
達しなかった｡

終
了

開始当初から3か年事業とし
ていたため｡

1,500 495 3 4 4 3.67

Ｄ

令和元年東日本台風被害で｢
ながのｽﾏｰﾄ通勤応援月間｣を
中止したことから実績が得ら
れなかった｡また目標につい
ても事業初年度の実績数値を
基準とすることから数値が得
られなかった｡

見
直
し
て
継
続

令和元年度の結果から､企業
や住自協の協力は困難である
とわかった｡

858 222 4 4 4 4 4 4 4.00

Ｂ

ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑは平成24年10月
27日に運用を開始後､平成25
年10月1日に市ﾊﾞｽ･乗合ﾀｸｼｰ
等､平成27年10月に須坂市､平
成30年10月に飯綱町(一部)､
高山村へ拡大を図り､毎年IC
ｶｰﾄﾞの有効枚数は伸び､ｶｰﾄﾞ
所有者は増加してものの､利
用件数は前年度比で1.2%減少
している｡ｼｽﾃﾑ運用開始前の
ﾊﾞｽ利用者数の減少傾向と比
較すると近年は大幅な減少は
なく現状を維持している｡

現
行
の
ま
ま
継
続

地域公共交通網形成計画､再
編実施計画の策定､ICｶｰﾄﾞの
普及､拡大､公共交通の利用促
進策の実施は､公共交通の活
性化･再生につながる有効な
手段であるため､今後とも支
援していく必要がある｡

71,173 71,145 4 4 4 4 4 2 3.67
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

215
7-
2-1

路線ﾊﾞ
ｽ維持
活性化
補助
金･屋
代線代
替交通
補助金

交通政
策課

路線を確保し､沿線地域住
民の移動手段の確保と維
持｡

･運行事業者への赤字損益
分の補助
･効率的な運行内容とする
ため､沿線地域や交通事業
者との協議
･地域においても利用促進
を図るため､利用状況等の
情報提供

対象路
線数

路
線

7 -
対象路
線の利
用者数

人 530,000 -

216
7-
2-1

ｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾊﾞｽ運
行事業
補助金

交通政
策課

来訪者や沿線住民の移動
手段の確保と維持｡

･運行事業者への赤字損益
分の補助
･より効率的な運行内容と
するため､沿線地域や交通
事業者との協議
･地域においても利用促進
を図るため､利用状況等の
情報提供

地域循
環ﾊﾞｽ
及び乗
合ﾀｸｼｰ
の運行
路線数

路
線

18 -

地域循
環ﾊﾞｽ
及び乗
合ﾀｸｼｰ
の利用
者数

人 277,000 -

217
7-
2-1

市ﾊﾞｽ
等運行
事業

交通政
策課

自身での移動手段の確保
が困難である高齢者の通
院､買い物､児童生徒の通
学等の日常生活を支える
移動手段を確保する｡

･地域の実情やﾆｰｽﾞを把握
し､効率的な運行内容とす
るため､住民自治協議会と
の懇談や利用者ｱﾝｹｰﾄを実
施する｡
･運行事業者や支所と連絡
調整を実施する｡

運行便
数 便 28,000 -

年間利
用者数 人 56,000 -
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

利用者数は目標､前年度とも
上回ることができた｡
引き続き維持できるよう地元
と連携しながら進めていく｡

現
行
の
ま
ま
継
続

様々な課題があるものの､現
段階において路線を維持する
ためには､この方法が最良で
あると考えている｡

108,142 - 4 4 4 4 4 3 3.83

Ｃ

例年利用者は減少傾向ではあ
るが､令和元年度においては
令和元年東日本台風の影響で
運休となった路線があったこ
とや､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影
響により､利用者数は大幅な
減少となった｡
一部の路線について見直しを
実施したが､今後の動向に注
視しながら維持に努めたい｡

現
行
の
ま
ま
継
続

運転免許証の自主返納等によ
り､今後需要は増加すること
が見込まれる｡交通空白地･不
便地域における公共交通の確
保は喫緊の課題であるが､ﾆｰ
ｽﾞを的確に把握し､持続可能
なものとなるよう必要な見直
しをしながら継続していく｡

54,490 - 4 4 4 4 4 4 3 3.86

Ｂ

運行便数､年間利用者数とも
に概ね目標どおりとなってい
るものの､減少傾向である｡各
地区と連携しながら利用促進
を図るとともに､今後の再編
に向けて､利用しやすい路線
となるよう事業を進めてい
く｡

現
行
の
ま
ま
継
続

地域には必要不可欠なもので
あるため廃止はできない｡
しかし､地域住民のﾆｰｽﾞを把
握する中で､福祉自動車等の
他の輸送ｼｽﾃﾑと調整を図り､
持続可能なものとなるよう見
直しを実施しながら継続す
る｡

129,345 - 4 4 4 4 4 4 3 3.86
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施策名

内容 単位 R1目標 R1実績 内容 単位 R1目標 R1実績

№

総合計
画上の
分野

(施策)

事業名 課 成果・効果指標活動指標目的 内容

成果・効果

218
7-
2-1

中山間
地域輸
送ｼｽﾃﾑ
運行費
補助金

交通政
策課

自身での移動手段の確保
が困難である高齢者の通
院､買い物､児童生徒の通
学等の日常生活を支える
移動手段を確保する｡

･より効率的な運行ができ
るよう､地元の運行組織や
運行事業者と協議すると
ともに､委託事務等の支援
を行う｡

運行便
数 便 4,000 -

利用者
数 人 8,000 -

219
7-
2-1

千曲川
新道活
性化事
業

交通政
策課

跡地を利用した観光振興
や地域間交流を通じ､沿線
地域の活性化を図る｡

自転車道･遊歩道について
は､地元から要望があった
箇所を､通学路として活用
できるよう優先して整備
を進める｡駅舎や駅周辺敷
地の活用方法については､
地元と協議を行い､ﾌﾟﾗﾝに
こだわらず､地域の活性化
につながる方法を決定す
る｡

- - - -

自転車
道･遊
歩道整
備の進
捗率
(測量､
設計､
工事)

% 28 -

220
7-
2-2

ﾊﾟｰｸ･ｱ
ﾝﾄﾞ･ﾗｲ
ﾄﾞｼｽﾃﾑ
事業

交通政
策課

民間駐車場への誘導看板
の設置やや交通規制によ
り､善光寺周辺の渋滞緩和
を図る｡

･民間駐車場の利用を促す
看板の設置｡
･善光寺北側道路の一方通
行規制の実施及び誘導員
の配置｡
･渋滞長調査の実施｡

交通規
制箇所
(一方
通行)

箇
所

1 -

善光寺
西交差
点から
県庁通
りにか
けての
最大渋
滞長

m 1,650 -
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評価 評価の理由 予算 決算

環境 経済
全
体

社会

実
施
手
段

持続
可能
な生
産と
消費

持続
可能
な都
市

ｲﾝﾌ
ﾗ、産
業

化、ｲ
ﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

経済
成長
と雇
用

陸
上
資
源

海
洋
資
源

気
候
変
動

ｴﾈ
ﾙ
ｷﾞ
ｰ

水
・
衛
生

貧
困

平
和

不
平
等

ｼﾞ
ｪﾝ
ﾀﾞ
ｰ

教
育

保
健

飢
餓

平均
評価
点達成状況評価 R2年度

以降の
方針

R1

(単位：千円)成果・効果

方針の理由

部局の方針

※評価

１＝この評価項目では見直しをすべき

２＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべき

３＝この評価項目ではどちらかというと見直しをすべきではない

４＝この評価項目では見直しをすべきではない

Ａ

運行便数､利用者数ともに目
標値を上回っている｡
地域の実情に合わせて見直し
を実施しているが､今後も引
き続き各地区と連携しながら
必要な見直しを実施してい
く｡

現
行
の
ま
ま
継
続

地域には必要不可欠なもので
あり､当面廃止はできない｡
毎年変化するﾆｰｽﾞを的確に把
握して､見直しをしながら継
続する｡また､国や他の自治体
の動向にも注視しながら､必
要があれば新たな運行形態の
検討をする｡

18,410 - 4 4 4 4 4 4 3 3.86

Ａ

自転車道･遊歩道の道路構造
の見直しとともに､地元から
の要望を受け通学路として使
用する区間を優先的に整備を
行うことができたため｡

見
直
し
て
継
続

橋梁や隧道を使用しないとし
たため､適切な迂回路の設定
について､地元と協議を行い
決定するとともに､自転車道･
遊歩道の整備を着実に進め､
沿線地域の活性化を図る必要
がある｡

94,623 - 4 4 4 4.00

Ａ
渋滞緩和対策を実施したこと
により､最大渋滞長の目標値
を下回った｡

現
行
の
ま
ま
継
続

事業の実施により､交通渋滞
が緩和され､善光寺周辺の地
域住民の市民生活への影響を
抑える効果があるため､事業
を継続していく｡

1,089 - 4 4 4 4 4.00
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